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1総論1

新Lい 情報技術とこれからの社会

猪瀬 博

1.情 報技術の発展

東京大学教授

情報技術 の急激 な進歩に伴 い、われわれは情報

の入手、伝達 、処理 、提供 の4つ の側面で巨大な

能力 をもつよ うになった。この4大 能力 を支える

技術 はきわめて多様であるが、その若干 を概 観 し

てみ よう。

(a)衛 星 と光通信

衛星 と海底 ケーブルは世界の国 々の電 気通 信網

や放送網 を相互 に接続 してお り、世界の各地 の社

会経済活動 は距離 を超越 して密接 に連携 され るよ

うにな っている。今後衛星が さらに大容量化 され、

また光ケーブルが実用化 されれば、国際通信網 の

もたらす便益 はさらに大きなもの となるだろ う。

(b)大 型 コン ピュータ

マ イ クロエ レク トロニ クスの急速 な進歩 に伴

い、ハー ドウエアの価格 は急速 に低下 し、機 能や

信頼性 は著 しく向上 している。今 日市販 されてい

る汎用 大型 コ ンピュータは、毎秒平均1,000万 回

以上の命令実行能力 をもっている。 また行列 演算

の ための専用 コ ンピュー タには、毎秒数億 回の命

令 実 行 能 力 を もつ、 い わ ゆ る スーパ ー ・コ ン

ピュータも出現 してお り、気象予報 や油田探査、

さらには暗号解読 にまで威 力を発揮 している。

(c)マ イ クロプロセッサー

それにもま して見逃 す ことのできないの は、マ

イクロプロセ ッサ ー市場 の急激 な拡大 である。大

型 コンピュータが注文生産方式 で製造 され るのに

対 し、マイクロプロセッサー は家電機器 と同様 に、

見込み生産方式 で大量 に製造 され るため、価格 の'

低 減と性能 の向上 は特 に顕著 である。

その結果、マ イクロプロセ ッサ ーは産業、 ビジ

ネス、家電 などあらゆる分野 に急速に浸透 してい

る。また高度の ソフ トウエ アや安価な周辺機器 も

開発 され、マ イクロプロセ ッサー を中核 とする今

日のマ イクロコンピュータは、20年 前 の大型 コ ン

ピュー タをは るか に凌 ぐ性 能 をもつ に至 って い

る。

マ イクロプロセ ッサーの導入に よって、数値制

御工作機械や産業用 ロボ ッ トは汎用性 を獲得 し、

また ワー ドプ ロセ ッサ ー な どオ フィス ・オー ト'

メ ーションは時代の脚光 をあびる ようになったの

である。 ファク シミリやテキス ト伝送の普及 に伴

い、オフィスにおける作業 の形態 は大 きな変貌 を
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遂 げるにちがいない。

(d)コン ピュータ・ネ ッ トワーク とデータベース

コンピュー タ・ネ ッ トワー クの実用化 によって、

広 い地域に分散 した多数の コ ンピュー タや端末が

相互 に結合 され るようにな り、一方 では情報 資源

の共用が、また他方では分散処理 が可能 にな って

いる。情報資源の中で も、規模 の利益が大 きく作

用するデータベースは、情報依存性 を急速 に高め

ている種々の社会経済活動 に とって必須の存在と

なっているが、ネッ トワー クを介 しての リモ ー ト

アクセスは、利用者に大 きな利便を提供 するもの

といえよう。

工場敷地や ビル内での多数かつ多様 な情報機器

の相互接続 を可能 とする ロー カル ・エ リア・ネッ

トワーク(LAN)も 、分散処理 をは じめとする

種 々の便益の故 に急速 に浮上 しつつ ある。

(e)ニ ュ ー・マス・メディア

マス コミュニケー ションにおけるケーブル系 お

よびパケージ系の媒体 の発展 も見逃 すことができ

ない。

大容量ケーブルの登 場は、空間波 テ レビにおけ

る電波の枯渇 と難視聴の増 大 を補完 するばか りで

なく、種 々の独 自の番組 を提供 することによって、

視聴者の多様化す るニーズに応え ることを可能に

している。

特に大容量衛星 による広域配信 と連携 すること

によ り、ケーブル ・テ レビの普及 は急速 に拡大す

るであろう、 ビデオ ・テー プ、 ビデオ ・デ ィスク

のインパク トも巨大 である。放送番組が時間的制

約 を受け、また コマーシャルで分断 されているの

に対 し、パ ケージ系媒体 は視聴者 の望 む時点で、

長 時間継続的 に詳細 な番組 を提供 できる点で、単

に放送 と競合す るだ けでな く、補完関係 ももつ よ

うになるであろう。

(f)文 字 ・音声認識 と機械翻訳

文字 ・音声認識の実用化 と、機械翻訳 技術の進

展に も注 目すべきであろう。すでに文字数 や書 き

方、語彙や話 し方 や話者 を限定す ることによ り文

字 ・音声認識 はすでに実用 の域 に達 してお り、特

に字種 が多 く鍵盤入力が困難 な日本での進歩 は著

しい。機械翻訳 も、語彙 、構文、一意味 などを限定

でき る業務用 につ いて は、実 用化 の可 能性が高

まっている。

これが実現すれば、いわゆる国際語 を知 らない
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30億 を超 える世界 の人 々にとって大 きな福音とな

るであろう。

(9)サ ー ビス態様 の融合

以上 、最近の情報技術 のい くつか を概観 したが、

これ らを含 む多様な技術革新 によって、従来の情

報サー ビスが、非電子 的なものか ら電子的 なもの

へ、個 別的なものか ら統合 的なものへと、変容 を

遂 げつつあることが指摘できる。

データ通信 は電気通信 と情報処理 を、 ファクシ

ミリは電気通信 と郵便 を、衛星 とケ ーブルは電気

通信 と放送 を融合 させている。さ らに、 ワー ドプ

ロセ ッサー、電子 印刷 、ファクシ ミリなどの普及

に よって、図書、雑 誌、新聞、データベ ースなど

も融合 の傾 向を強める ものと思われる。

今後 のニーズの多様化 が進 むに伴 い、この種の

融合 が推進 されれ ば規模 の利益 は維 持 できるか

ら、多様なサー ビスの提供は可能 となろう。 しか

し、サ ービス態様 の融合の便益 を享受するために

は、従 来 の法 的規 制の枠組 み の見 通 しが必 要 と

なって くる。

2.情 報技術の便益 と課題

情報技術は社会経済活動のあらゆる側面に浸透

して、もはや不可欠の存在となっている。その結

果、社会活動の統合、産業構造の転換、社会資本

の強化、文化の充実などの面で多くの便益が得 ら

れている。しかしその反面、過度の集中管理、失

業の増大、プライバシーの侵害、文化の画一化な

ど、種々の問題も発生している。

今後、技術革新の加速化、社会の情報依存性の

増大、国際場裡でのバーゲニングの激化が予想さ

れるが、それに伴ってこれらの問題点はますます

大型化 し国際化するであろう。

(a)社 会活動の統合

情報技術の効用の一つは、広い地域に分散して

行われている種々の社会活動を、物理的距離を超

越して統合する手段を提供 していることである。

産業は広い地域での営業活動に見合って、各地の

工場での生産、在庫管理を常に適切に実行するこ

とができる。銀行 はオンライン・システムによっ

て、顧客がどの支店からでも預金を引き出せるよ

うにするとともに、資金の動きを常に的確に把握

することができる。

政府 も大量、多様な統計資料を全国から迅速か



っ包括的に収集 し、これにもとづき政策を常に調

整することができるだけではなく、虚偽の所得税

申告などの不正行為を速かに摘発することもでき

よう。

しか し、情報技術による諸活動の統合に当たっ

ては、プライバシーの保護、コンピュータ犯罪の

防止、政府による過度の集中管理に対する歯止め

が必要であり、また社会活動が全面的に依存する

ようになった情報 システムの信頼性、安全性をき

わめて高度のものとする必要が生ずる。さらに統

合を効果のあるものとするためには、既存の情報

通信法制の見直しも不可欠の課題であろう。

(b)産 業構造の転換

石油危機以来、原料やエネルギー源の大量輸入、

加工品の大量生産、大量消費、大量輸出という従

来の産業構造にかげりがみえてきた。産業構造の

転換 は不可避であり、省エネルギー、省資源、高

付加価値の製品生産への重点的指向と、在来型の

産業分野における生産性向上は、先進諸国が抱え

る共通の課題であることは明白であろう。この面

で情報技術の果たす役割は大きい。

コンピュータ、数値制御工作機械、オフィス ・

オー トメーション機器などの知識集約型製品は、

高度の付加価値をもっているし、産業用ロボット

は生産性向上に画期的な役割を果たしている。

しか しこのような産業構造の転換に伴い、省力

化、自動化による熟練工や事務員の失業、ソフ ト

ウエア産業分野での技術者や技能者の不足が憂慮

されている。創出される雇用機会が、失われる雇

用機会 を上回 るか否かは議論の分れるところだ

が、職域の移行を円滑化するための、継続教育と

再訓練の充実に努めるべきであろう。

(c)社 会資本の強化

急速に進展する大都市の過密化と辺地の過疎化

に伴い、社会資本の強化は緊急の課題となってい

るが、現下の厳 しい財政事情のもとでは投入でき

る資金にも限度がある。限定された資金を効率 よ

く活用する上で、情報技術は大きな役割を果たし

ているのである。

救急医療情報システムは、広い地域にわたって

救急車の所在と救急病院の状況を常に把握 し、患

者の移送時間の短縮に役立っている。道路交通管

制システムは、道路網内の交通量の変化を感知 し、

交通量の多い方向の疎通を改善することにより、

走行時間、燃料消費、大気汚染、運転者の疲労を
　'軽 減している

。航空管制 システムは、個々の航空

機の所在、高度、速度、便名を常に把握すること

により、安全の確保と運行効率の改善に役立って

いる。

これらのシステムがない場合、同様のレベルの

サービスを提供するのは不可能であったり、巨額

の資金を必要とすることは明白といえよう。

しかし、社会資本の情報化にも、問題がないわ

けではない。システムには高度の信頼性が要求さ

れ、また情報の漏洩、損壊にも格段の注意が必要

なのである。

(d)文 化の充実

情報技術はまた文化の保存と充実にも役立って

いる。磁気テープによる音と映像の記録は、名演

奏家や名優のすぐれた演技や、言語、習俗など文

化人類学的に貴重な行動形態を永久に保存するこ

とができる。コンピュータ合成音楽などの新 しい

表現手段は、創造性豊かな芸術家たちによる新 し

い文化の創造を可能にしている。

しかしテレビ、ラジオの急速な普及の結果、文

化の画一化の危険性が増大 していることも事実で

ある。ある地域社会が他の文化と接触 したとき、

それを理解 し選択的に受容する能力をもっていれ

ば、自己の文化をさらに発展させることができる。

しかし、他の強力な文化を無分別に吸収すれば、

自己の文化的個性は失われてしまうだろう。

近代文明による辺地の固有文化の制圧は、特に

深刻な問題となっている。文化的能力の向上と文

化的個性の保存には格段の努力が必要であるが、

この面でも情報技術の役割が期待されるのであ

る。

(e)国 際化する課題

情報技術のもたらしている広域性の故に、また

それが先進諸国の命運にかかわる戦略産業である

が故に、以上の便益や課題は、地球的な規模での

広がりをみせている。

プライバシー保護法の国際的整合性、情報サー

ビスの自由化、省力化と自動化に伴 う失業、情報

技術および情報資源の極端な偏在、情報技術開発

に対する政府助成、先端技術情報の国際流通規制

など、多様な問題が国際的に浮上 しつつあること

に注目し、適切に対応することが望まれるのであ

る。
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飛躍する日本の情報化
過去 ・現在 ・未 来

コンピュー タ利用の広が りと

情報化社会の新局面



●第1部 ●コンピュータ利用の広 が りと情報化社会 の新局面

1
情報化の意味するもの

現代社会と情報化

情報化 とはなにか

情報化 は、情報 を活用 することによって、人間

の活動 に何 らかの変化 を与 えること、あるいは変

化 を加えるために情報 を活用することである。

情報化の範 囲は広 い。個人 ・家庭 ・地域の生活

か ら、あ らゆる組織 ・機関、 自治体、国、 さらに

国と国の地球的規模 に至 るまで、情報化は人間 の

活動するところすべ てに及ぶ。同時に、情報化 は、

情報 を活用す ることによって人間の活動 の範囲 を

拡大 することをも意味 している。

人間活動の あらゆる分野 に情報化 が及ぶ という

ことでは、 これ を利用 するの に差別が ない。つま

り、情報の平等 な利用 が、情報化 のひとつの前提

にはな っている。

ただ し、ど ういう情報 を得 るか、情報にど うい

う価値 を見 いだすか、価値 のある情報 を選 んで活

用 するにはどうするか、その手段 をもつかどうか

による差 は当然 ある。

たとえば、企業における情報の利用 が、他企業

との競争のためであるな ら、他企業 とは違 う情報 、

よ り質の高い情報 を得 て利用するための手段 をも

とうとするわけで、その点で は情報化の範囲 は限

定 され ることになる。

逆 に、同一企業 グループ、提携関係の ある複数

の企業 ・組織体 が、同一の情報 を共有 して、情報

化 の範 囲を拡大 し、それによって活動の範 囲を広

げることもある。

いずれに しろ、情報化のためには、その手段が

必要 となる。つま り、情報 を価値ある ものにす る

か どうか は、いかに情報 を作 り、集 め、選択 し、

引 き出 し、伝 達 し、利用 するか にかかってお り、

その手段 が情報化 に必要 な条件 となって いる。

情 報化 のための手段 は、 コンピュータを中心 と

する通信技術 を含め た情報機器 およびその ソフ ト

ウエアである。多 くの場合 、情報化が コンピュー

タ化 と同義に取 られるのはその ためである。

情報化と社会活動

しか し、情報活用の手段 につ いて は、コ ンビュー
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タなどの 、いわゆる情報処理機器だ けに よる とは

限 らない。

新聞 ・雑誌などの活字媒体、 テレビ ・ラジオな

どの電波媒体 はじめ、従来か らの情報通信手段 は

すべて含 まれ、一方、ニ ューメディアと呼 ばれる

手段 も、 より広 く多様 に利用 され、それによって

情報化 はいっそう範囲 を広 げる ことになる。情報

活用のための技術、情報処理 も含 めた広 い情報 に

かかわる技術を情報技術(イ ンフォメーシ ョン ・

テク ノロジー)と 称 するが、今後 あらゆる活動の

基本 にな ってくるであろう。

情報化 がまず産業 の分野 において進展 して きた

のは、産業分野が、 コンピュー タなどの情報処 理

機器 をい ち早 く手 に したことによる。競争社会 に

あれば、他者よ りも事務処理 、作業処理 の効率 を

高め、またより早 く情報 を入手 し、処理 し、伝達

する手段 を得ようとするのは当然 で、 この ため産

業分野で は、コンピュータと通信の技術 を導入 し

て、情報利用の時間と距離iを短縮 し、 より質の高

い情 報 を得 ようと して きた。 その必 要性 が まず

あったことが、産業分野の情報化 を推進 して きた

のである。

情報化 は次いで、社会生 活に関連 する公共 的な

機関に及 んできた。

教育 、医療、国 ・自治体 、公共 サー ビスなどの

分 野では、情報処理 の手段 が、内部の情報活用 の

ために限 らず、外部 の不特定多数の人間 に影響 を

与 えることになる。

ここで は情報の利用者が広範囲、多数 になるた

め、いわ ば情報の平等化が成 り立つ。 ただ し、 そ

れ をどう選択 し、どう利用す るか によって、利用

者個々においての情報化の質は違 って くる とも考

え られる。

情報化の範囲が広がる ことは、情報の活用者 が

個 人個人 になることで もある。個人 が、自主 的選

択 ・判断 により、情報手段 を介 して必要 な情報 を

作 り、送受 し、処理 して利用す ること、それ によっ

て生活に変化 をもた らす ことが個人 にとっての情

報化であ り、情報化社会 はそれ によって実現 され

る。



●図1.情 報化の進展 と予測
一1970 、1975、1979(実 績)、1985、1990(予 測)

年 度(1970年 度 を100と した指 数 、常 用 対 数 表 示)
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郵便通数 出荷額

◎社会 ・生活の情報化非 コンピュータ系 ◎産業 の情報化非 コンピュータ系

注 ① 情報化指標は、わ力咽 の情報化

の進展状況 を測るため、情報化を

もっとも表象すると考えられる27

t旨標をとり、1970年=100と して

指数化 したもの。

②27指 標は、さらに産業分野と社

会 ・生活分野、コンピュータ系 と

非コンピュータ系に分けられてい

る。

③ 図は、過去10年間の情報化の進

展を‡旨標旧りに示 し、1司時に、今イ麦

の情報化がいかなる様相で進展す

るかを表わしている。面積の大 き

な指標は成長が著 しいものである。

出所 通産省産業構造審議会答 申1982年

●図2.情 報化総合指標
一分野別指標の年度別推移 と予測

(1970年 度=100と した指数、常用対数表示)
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注 図は分野別に情報化の進展を跡づ

け、今後の進展を予測 した もので

ある。総合指 標は27指標の指数の

平均を示す。

出所:通 産省産業構造審議会答 申1982年
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●第1部 ●コン ピュー タ利 用の広が りと情報化社 会の新 局面

2
コンピ ュータの大衆化時代

日常的にな った コンピ ュータ ・システム

身 近 にある コン ピュー タ

今や私達の 日常生活 は、否応 な しに コンピュー

タと深 いかかわ りを持つ ようになって きている。

このかかわ りは、 ますます深 まることはあっても

薄れる ことは考 えられない。

私達が朝起 きてか ら就寝 するまでの間、どれだ

けコンピュータとかかわ るものだろ うか。朝食 の

準備の家電製 品には じま り、通 勤、 レジャーの足

である自動車 、オフ ィスで手にする計算機や複写

機等の事務機 器、帰 りがけに入 ったパチ ンコ屋の

パチ ンコ台 にいたるまで、いろいろな所 でいろい

ろな物 にコンピュー タは使用 されている。

こうして私達 は、一 日中知 らず知 らずの うちに

コンピュータの恩恵 を受 けているのである。

コンピュータは、専門家の間で使用 され るもの

か ら"普 通の人 々"が 使える ものへと急速 に変わ

りつつ ある。 これまで、 コンピュータはさまざま

な情報処理ニー ズをなんで もこなすとい う目的か

ら、 コンピュー タの能 力 をいかに高 めるかという

ことに重点がおかれてきた。すなわ ち、処理ス ピー

ドや記憶容量の大 きさなどがコ ンピュー タの中心

テーマ であった。

しか し、LSIな ど半 導体技 術 の急速 な進歩 に

伴 い、これ らの テーマはかな り解決 された。今や

コンピュータの課題 はそれをいかに仕事 の道具 と

して、楽 に使い こなせるかに重点が向いてきた。

こうした新 しい傾 向はコ ンピュータ利用層 が、プ

ログラマ ーなどいわゆる情報処理の専門家か ら、

普通の人へ と広 がったことを意味 している。

ビジネスか ら家事 にいたる、あ らゆる個人活動

にまで コンピュー タは道具 と して使われるように

なったのである。

大衆化を促す技術進歩

ところで、こ うしたコンピュー タの大衆化は、

一挙 に実現 された ものではない。 まず第1は 、オ

フコンの出現であ り、これによ りコンピュータは

広 くビジネスの世界で使 われるようになった。 オ

フコンが本格的 に普及 しだ したのは、昭和50年 頃
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か ら である。すなわち、オフコンはそれまでの汎

用機 と異な り、価格的に も安 く、取 り扱い も簡単

で、通常のオ フィスの中で使 えることか ら、中小

企業の間に急速 に普及 しは じめた。なに しろ、コ

ンピュー タ専用 の部屋と専任の技術 者に頼 らずに

扱 えるとい うことは、利用サ イ ドか らみて格段の

進歩である。

これを境 に して、産業界 は急速 にコンピュー タ

化 しだ したのである。

そ して第2は 、パ ーソナル ・コ ンピュー タ(パ

ソコ ン)の 出現である。パ ソコンは昭和55年 頃 か

ら急激 に普及 しはじめ、その頃11万 台 であ った年

間 出荷額 は、57年 に は70万 台 になるといわれる。

ところで、パ ソコンは名実 ともにコンピュー タの

大衆化 を推進 している。すなわち、オフコンがい

わばオフ ィスに1台 という普及 の仕方であ るのに

対 し、パ ソコンは1課 に ユ台とい う普及状況であ

る。 しかもパ ソコンの出現 によって、初めて個人

を対象 と したコンピュータ市場 が生 まれ たことで

ある。すなわち、ホ ビース トやマニアを中心にパ

ソコ ンは個人 レベルにか なり広 が りつつ ある。

と ころで、なぜ これほどまでにパ ソコンが急速

にかつ広 く普及 しだ したか とい うと、1台20万 円

(本 体)程 度 という価格 の安 さ、それに加 え取 り

扱 いの しやすさにある。

それになんといって も、プログラム作 りの言語

がBASICや 簡 易言語 とい うだれにで も扱 えるも

の に加え、多 くのパ ッケー ジ ・ソフ トウエアが開

発 された ことであろう。

パ ソコンの出現で、メーカーはそれまで蓄積 し

た高度な技術 を、使いやすさのために活用 しだ し

た。 これは明 らかに、一般大衆市 場 をね らった コ

ンピュー タ戦 略をメーカーが採 りだ した ことを意

味 してい る。というの も、パ ソコンの次に くる も

の はホーム ・コンピュー タであるか らだ。 こうし

て、 コンピュータの技術進歩 はビジネス社会 を よ

り効率的に変革 させ ただけでなく、家庭生 活 も大

きく変え ようとしている。ホーム ・コンピュー タ

は今 、実用化に向けて急 ピッチで開発 されつつ あ

る。



● 図1.コ ンピュータ大衆化の核となるパソコンの応用領 域
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●図2.[コ ンピュータの大衆化]
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●第1部 ●コン ピュー タ利 用の広が りと情 報化社会の新局面

3
第2次 コンピュータ革命

人 の々生活を変える力

第2次 コン ピュータ革命 の きざ し

最近 のマイクロコンピュータを中心 とする、マ

イクロエ レク トロニ クス(ME)の 発 達 は、め ざ

ま しい ものが ある。政府 の産業構造審議会 ・情報

産業部会の報告 に よれ ば、「情報化 の社会 全体 に

及ぼす影響 は、18世 紀 の産業革命 にも匹敵す る広

が りと深 さを持 ち、そ れは点か ら面への広が りを

持 った第2次 情報革命の段 階にきて いる」 と指摘

している。

これはすなわち半導体技術の発達 により、マ イ

クロ化 したコンピュー タが、あ らゆる産業領域 に

浸透 しは じめていることを意味 するのだ。従来 コ

ンピュー タは、膨大な デー タの計算や解析 に特殊

な高価な機械 と して利用 されていた。それが半導

体技術の発達 に伴 って小型化 、低価格化 すること

により、産業界の あらゆる分野 で使 われ るように

な り、その応用が新 しい生産 システムを生み、生

産性の向上 に大 きく貢献するよ うになってきてい

る。

ところで、なぜ半導体 を中心 と したマ イクロエ

レク トロニ クスが、新 しい産業革命の担 い手 と し

て、注 目されるようになったのであろうか。それ

はマ イクロエ レク トロニクスが驚 くほどの技術的

進歩 と価格低下 を実現 して いるか らである。たと

えば、20年 前 には一部屋 を占め るほどの大 きさを

持つ1億 円以上 もしたコンピュー タが、今では指

の爪の上にで も乗 るほどの大 きさで、同 じ程 度の

機能 を持 ち、価格 もわずか1,000円 程 度 にまで下

がって いる。

これが1971年 に アメ リカの半 導体 メーカーの イ

ンテル社 により、世 に出たマ イクロプロセ ッサー

=マ イコンなのである。このマ イコンは、厳密に

は メイ ン ・メモ リーお よび1/Oイ ン タ フェース

部 分 もIC化 され たもの を指 し、コ ンピュー タ機

能 を ワンチ ップ上 で実 現 した と ころか ら、 ワン

チ ップ ・コンピュー タと呼 ばれ てい る。

この ワンチ ップ ・コンピュータの出現 と価格低

下 は、ひとつの革命 をもた らしたといえ る。 なぜ

な らこれによ り、機械 式計算機 とか時計 といった
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ひ とつの産業がま った く予 測 もしなかった方面か

らの競争相手 、つま り半導体産業に よって崩壊 し

だ しているか らで ある。そ して こう した現象 は,

あ らゆ る機械産業 にも波及 しつつ ある。生産性の

向上、省エネルギ ー、機電一体化等の掛け声 の下

に、今や全産業 にマ イクロコン ピュータの応用 が

進 んでいる。これ はまさに、第1次 産業革命 にお

ける蒸気機関の発明 にも比 すべ きものである。

この ようにマイコンは、現代 の"イ ノベー シ ョ

ン"を 象徴する代表的な ものであるといって よい。

つ ま り、特定の分野に限定 され た技術、あるいは

特別 な訓練 を受 けた専 門家 だけに利用 される技術

という、従来型の技術 の概念 と枠組 みをマ イコン

は完全 に変えつつ あるか らである。 それ はきわめ

て広 い分野の中に、そ して市民生活 の中 にまで直

接入 り込みつつある変化なのである。

広がるマイコンの応用領域

ところで、マイコンの具体的な応用領域の主な

ものをあげてみると、民生 ・家電の分野では住宅

設備機器制御、各種家電製品がある。また事務商

業分野では、日本語を扱 うワー ドプロセッサーや

在庫管理機能を包含 した電子 レジスターやPOS

システムなどがあげられる。工業分野では、数値

制御の工作機械やプロセス制御機器等があげられ

よう。交通輸送では広域運行監視や運行制御、在

庫管理と製品の入出庫のための搬送機器制御を組

み合わせた自動倉庫 システムでの利用が進んでい

る。計測 ・試験分野では、計測または試験結果を

高い精度で統計処理したり分析する機器に利用さ

れている。

これらの応用領域を図1に まとめておこう。

このほかにも、マイコンの利用領域はきわめて

広 く、また今後どのくらい拡大 していくのか予測

のしにくい側面がある。というのは、マイコンの

導入によって、既成の産業が崩壊 し、新 しい形態

の産業が形成される可能性 を、その内部に秘めて

いるという未知の面があるからなのである。

参考までに、世界のマイコン市場の拡大動向を、

図2に 示 しておく。



●図1.マ イ コンの主な利用領域
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●図2.世 界のマイコンの市場動向予測
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●第1部 ●コンピュータ利用の広が りと情報化社会の新局面

4
家庭 とコンピ ュータ

どう変わる人々の家庭生活

産業界 から家庭へ

コンピュータの値下が りと通信技術 の発展 は、

これまでもっぱら工場の生産管理 や企業 の大型事

務処理に限 られ ていたコンピュータを、オフィス

の事務部 門に入 り込 ませ、オフ ィス ・オー トメー

ションを引き起 こ した。オ フィスに押 し寄 せたコ

ンピュー タ化 の波 は、次 に家庭 にお しよせ、近 い

将来ホーム ・オー トメー シ ョンを招来する もの と

予想 されている。

その前段 階と して、現在すでにマイコン内蔵の

電子製品が家庭 に入 りつつ ある。たとえば、エア

コン、電 子 レンジ、冷 蔵庫、VTR、 洗 濯機 炊

飯器、電子 ミシン、電子楽器 などで、いずれ も単

機能の製品である。

一方、 これ ら単機能 の製品 を集合 し、家庭内の

あらゆる機能 を一元 的 に管 理す るハ ウス コ ン ト

ロール ・システムやホーム ・セキ ュリテ ィ ・シス

テムな ども出始 めて いる。ホー ム ・オー トメー

ションの担 い手 となるホ ーム ・コン ピュータ と

は、単体 と しての製品ではな く、この ような トー

タルなシステムで ある。

工場 やオフ ィス に比べて、家庭 は実た さまざま

な機能が集約 され た場 といえる。したが って、ホー

ム ・コンピュータには、家庭 内のニーズにあった

多種多様 な機能が求め られ る。機能上、ホーム ・

コンピュー タは次の3つ に分 類 する ことがで き

る。

(1依 食住 のための システム

・調理 、洗濯 、掃除 などの家事 を トータルに行

う家事管理 システム。

・防災 ・防犯 のためのホ ーム ・セキュ リティ ・

シス テム

・電子 シ ョッピングなどのニ ューメデ ィアに よ

る映像 情報 システム

(2)仕事 、教育、余暇などの生活の中の諸活動の た

めの シス テム

・FAX、 コ ン ピュー タ端 末、 ワー ドプ ロセッ

サーなど在宅勤務 を可能 にするシステム

・レジャー情報 、教育、教養 関係の情報 、医療
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情 報 など を得 る ためのCATV、 テ レテキス

トなどの生活情報 シス テム

・教育 のためのCAIシ ステム

(3)生活 の経済面 をつか さどるシステム

・ホーム ・バ ンキ ングなどの在宅決済 シス テム

ホーム ・コンピュー タは現時点ではその数 も少

なく、実験段階 にある ものが多い。 この市場 は未

開拓の きわめて潜在性 の高 い市場である。虎視 眈

眈とこの市場 をね らっている企業 は多 く、その分

野 もさまざまである。

現在、名乗 りをあげてい る企業 をみまわ して も、

コンピュータ ・メーカー、家電 メーカー、住宅 メー

カー、警 備保 障会社、楽器 メーカー、教育産業、

玩具 メー カー、これ らを陰 で支える ソフ トウエ ア

会社 などがある。

どう変 わる家庭生活

一般の家庭 にホーム ・コンピュー タが普及 し
、

在宅勤務 が定着す ると、サ ラリーマ ンの多 くは定

住化 し、それ によって地域の コ ミュニティが形成

され、住宅環境が整 い、省エネルギー化が進み、

防犯防災体制の広域化 がはか られ、余暇の活用 も

活発 とな り、能 力開発 や生 涯教育 が盛 ん になる

……など、バ ラ色 の未来が描 かれている。

しか し一方では、機械 と接 する時間が多 くなる

ことか ら、他人 に関す る無関心、思いや りの なさ、

社会性 の喪失 な どマ イナス面 の影響 も考 え られ

る。また、機械 による集中管理 は機械の故 障によ

り、思わぬ事故 も引き起 こ しかねない し、ホーム ・

コン ピュー タが通信 網 に接続 され る こと によっ

て、個人情報 の秘密保護の問題 も出 てこよう。こ

のほか、 いたれ りつ くせ りの便利 さに慣 らされて

しまうことに よるマ イナス面 もいろいろ考 え られ

る。

今後10年 間 で、ホーム ・コンピュータは多 くの

家庭 でみ られるようになると予測 されている。 し

か し、予想できる限 りのマイナ スの側面に対 する

しっか りとした対策 を立てることが、今、何 よ り

も必要で あろ う。
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● 図1.ホ ー ム ・オ ー トメーシ ョン・シス テ ム

入力装置

メイ ンコ

ガス・=]ン トロール装 置

出所 通産省 ・産業構造 審議会答申 ・資料

「80年代情報化社 会のイメー ジー 生活分野」56年8月

メラ入力

説 〉

、一ム ・コ ン ピュー タ

リ各 種 電気製 品、住

宅機器などを集中制御 し、

温、照明制御を主体 と

省工不ルギー化お よ

び防犯装置、家計簿管理

などの"生 活合理化"を

行う。 またH1-OVISな

どの映 像情報 ノステム

の多様なサービスの提供

を受け、CAIに より家庭

内て教育機会の活用が生

じ"生 活の充実"を もた

らす。
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●第1部 ●コン ピュー タ利用の広が りと情報化社会の新局面

5
社会(情 報)シ ステムの広が り

社会の様相を変えるシステムの力

社会(情 報)シ ステムの開発要請 と背景

社会情報 システムとは、一民 間企業など特定 の

営利 目的 を持 った組織体 にのみ役立つ情報 システ

ムで はな く、一般社会 の多様なニーズにこたえ、

個人 を主 要な直接 の受益者 と して種 々の便益を提

供 することに より、国民福祉の向上 に資す るため

の情報 システムで ある。すなわち、広 く公共 目的

や社会生活の利益 に役立つ ための情報 システムで

ある。 したが って、社 会情報 システムの規模 は必

然的に大規模 なもの となり、ネ ッ トワー ク化す る

傾向が強 い。

社会 ・経済 の進歩 ・発展 は、今後 さらに多様 な

ニー ズ を生 み 出 す と 思 わ れ、 それ に伴 い コン

ピュー タの処理 能 力 や通 信手段 の発達 と相 まっ

て、多種 多様 な システムが開発 されるで あろ う。

こう した社 会情報 システムが必要 となった背景

をみてみ ると、国民 ニーズの高度化 ・多様化 に対

応 して、特に都市 、住宅 、交通 、環境、医療、福祉 、

教育等の生活 ・社会関連分野 における各種課題が

クローズア ップされて きた ことにある。 この課題

の解決 はと りも直さず、高度福祉社会の実現 につ

ながる ものであ り、時代の要請 となりつつある。

しか しなが ら、この解決 には高度 な技術 と多大 な

資金 を必要 と し、各分野の有機 的な連携が不可欠

である。

一方
、近年飛躍 的に発展 した情報 関連技術 、光

通信 システムな どの通信技術 および システム化の

技術 は、広域かつ多次元 な情報処理 システムを可

能 に した。

今後必要 とされ るシス テムを考 えた場合 、コン

ピュー タと通信 の技術 を利用 することによ り、全

国的な規模 のシステムとなることが予想 されてお

り、わが国のエネルギー、食糧、防災、防衛等 の

面でみ られ るバ ルネ ラビリテ ィ(脆 弱性)の い く

つかの部分 を、情報 の力 でカバーすることが可能

となる。

広がる利用分野

さて現在 、社会情報 システムは多方面 にわた り、
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数 多 くのシステムが開発 ・実用化 されている。そ

こで以下 にすでに稼動 して いるもの をは じめ、計

画中の ものも含めて、システムの全容 をみてみょ

う。次に各分野についてその特性 を述べ、各 シス

テム名 を図2に 掲げる。

行政 システムの目的が大量の情報の処理 およ

び検査業務 を主体 とし、利用先 と運営主体 が官公

庁 、自治体等行政機関である。 またこの システム

は官公庁全体 の共同利 用が前提 となるため、オ ン

ライ ン ・ネ ッ トワー ク化が進 め られ ている。

医療 この分野 は情報 システムの 中で最 も開発

が進 んでお り、救急医療、地域 医療 など医療行政

の分野 から医療技術 ・事務 まで幅広 い(図1)。

交通 ・物流 自動車の交通制御 に関するものが

ほとんどで、都 内の4,635カ 所 の信号 を 自動的 に

コン トロール(昭 和56年4月 現在)し ているシス

テムな どは、世界でも最大な ものである。

この ほか、各種の新交通 システムの開発が進 め

られている。

防犯 ・防災 防犯に関する情報 システム は端末

機 である警報装置 と一体化 したもの、また警察庁

の犯罪情報 システムなどがあ る。一方 、災害 に関

する情報の収集および処理、それに基づ く警報、

行政措置 を講ずるものが ある。

公害 ・環境 コンピュータとテ レメータ ・シス

テム など電子測定機器 を組み合わせた公害 ・環境

情報 システム他、環境 の予測 ・アセス メン トなど

をす るシステムも開発 中である。

教 育 この分野 は、CAIシ ス テム をは じめ余

暇 ・生涯教育などの各種 の能 力開発 や学習 を援 助

する情報 システムが開発 されている。

流通 流通情報 のシス テム化が この分野 の課題

であ り、その成果は企業活動の効率化 に役立つ だ

けで なく、個 々人の消費生活 にも貢献する面 があ

る。 なお、特殊な ものと して貿易や港湾情 報の シ

ステム化 も進 められている。

地域社会生活 貨物情報 や料理情報 など、 日常

生活 に必要な情報 を個人 レベルに提供す るシス テ

ムである。すでに、実験的に行われているもの と

して、旅行予約 システムが ある。



.●図1.救 急医療情報システム
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●図2.主 な社会情報システム(現 在計画中のものも含む)

行政分野

●水運用情報処理 システム

●行政情報システム

●運行行政情報システム

●自動車検査登録システム

交通 ・運輸分野

ざ

ステム

●道路交通情報システム

●航空管制システム

◎列車運行管理システム

●総合座席予約システム

●港湾管理システム

●航空貨物輸送情報システム

あ

1∴

ぷ

・

防災 ・防犯分野

医療分野
　　 じ る

●救急医療情報シズテム

●遡隔医療情報システム

●僻地医療システム

●総合健康診断システム

●医療情報データソVンク

●医療教育システム

●自動看護システム

..
〉

w.9

●全国地震予知網システム

●全国防災無線網システム

●全国警察情報管理 システム

●住宅災害予防 ・防犯システム

●コンビナー ト防災システム

●地域避難誘導・救急・救助システム

●全国気象観則網システム

流通分野
㍉ ㌦い 曽●商社国際ネ

'ントワークζ.システム

●オーダエン トリー ・システム

●受発注情報システム

●卸団地共同利用システム
.㌘●総合貿易情報システム ペ

●POSタ ーミナル ・シズテム

●チェーンス トア流通情報システム

☆

公害 ・環境分野

●公害 ・環境データバンク ・

●広域公害 ・環境予測システム

●公害監視 トータル ・システム

●長期予測システム

.1・,
1

教育分野

人

●CA|シ ステム
.●CMIシ ス・"//ム ノ.a.

●広晒 管理システム

●教育用データバンク

●社会教育情報システム

●身体棚 ⌒ システム
.●中高年層教育システム'

必
、承

地域社会生活分野

●生活設計プランニング ・システム

●料理献立システム

●学習情報システム

●冠婚葬祭システム

●観光情報システム
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6
オー トメーシ ョン概念の広が り

FAが 工場を変える

フ ァ ク ト リー ・オ ー トメ ー シ ョ ン(FA)

と は

オー トメーシ ョンとは生産部門で出て きた言葉

で、生産現場(工 場)の 近代化、合理化 、効率化

を目的 とし、一連の機械化 による自動化 をい う。

実 際には、米国で発展 したインダス トリアル ・エ

ンジニ ア リング(IE)の 手 法 に よ り生産 業務 の

分析 を行い、その デー タの積 み重ね によって今日

の大量生産 のための 自動化 され た工場が生み出 さ

れたのである。

このような自動化 を求める一連 の機械化、 コン

ピュー タ化 をフ ァク トリー ・オー トメー ション

(FA)と い うが、FAは 製 品の設 計か ら加工、

組み立 て、検査 までの一貫 した工程 の無人化 を目

指 した生産 システムである。

そ して、 このFAが 可 能 に なった理 由 は、マ

イク ロコ ンピュー タやセ ンサーな どの発達 によ

り、各生産工程 の機器 が高度化 したこと、またそ

れ らの機器 をひとつの生産 ラインとして結合で き

るようになったためである。

さて、 こうした システムが必要 とな ったのは、

社会 ニーズの 多様化 に伴 い、製 品に対 す るユ ー

ザーの要望が多種多様 にな り、こう した多様化 に

合理的に対応で きる生産 システムが必要 となった

ためである。

ところで、FA化 を支えるもの はFMSで あ り、

CAD/CAMシ ス テムである。FMS(フ レキ シ

ブル ・マニュフ ァクチュア リング ・システム)と

は、一般 に以下の6つ の機器 システムか ら構成 さ

れる。

NC(数 値 制御)工 作機械 、産業用 ロボ ッ ト、

自動搬送 システム、自動倉庫 システム、自動保守

検査 システム、それにコンピュー タ中央管理 シス

テムであ る。

そ して このFMSの 最 大の特色 は、同一生産 ラ

インに多品種 を流 しても、素早 く対応 できる柔軟

性と無人化 とい う相反 する2つ の機能を備 えて、

高い生産性 を実現 できることで ある。

一方 、CAD/CAM(コ ン ピュータ ・エ イデ ッ
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ド ・デザ イ ン/コ ンピュー タ ・エ イデッ ド・マ

ニュ フ ァクチュア リング)シ ス テム とは、 コ ン

ピュータを使 って製品設計を したり生産す るシス

テム をい う。

具 体的 には、CADは コ ンピュー タを使 ってテ

レビ画面 に設計図 を描 きだす一方、CAMは そ の

図面に部材 を工作 させ るデータを自動化 するもの

であ る。

鍵 にぎるFMS

ところで、 この柔軟性 に富む生産 システムの考

え方 は、1967年 に英 国のモ リンズ社 によって試 み

られている。 しか し当時は、実用化 したシステム

を完成 するに至 らなか った。ところがその後 も、

工場生産 の自動化 シス テムへの研究は、主要先進

工業 国の間 で進 め られ、現在で は世界で200近 く

のFMSが 稼 動 して いるといわれ る。 この うち日

本が約50、 米 国が44、 西 独が35シ ス テムで、この

3カ 国で半数以上の シェアを占めているといわれ

てい る。

ことに1981年 、 日本 の富士通フ ァナ ック(現 ・

フ ァナ ック)が 世界 では じめて完成 した、 ロボ ッ

トを大量 に導 入 した無人化志向の工場 は世界 の注

目を集 め、世界のFMS化 に少なか らぬ影 響を与

えている。

FMSは は じめ、NC工 作 機械 を使用す る工作

機器 の分野 で使われて いたが、現在では工作機械

業界 ばか りではない。すなわち機械部品 や農業機

械、建設機械 など機械関係 はもとより、家電、エ

レク トロニ クス、自動車 さらに航 空機産 業、 レ

ジャー産業 の生 産現 場 で も使わ れる よう になっ

た。

こう してFA化 の 波 は、今 む しろ実 用化 の緒

につ いた段 階であ り、 その拡大 は今後ますます期

待 されているのである。

そ して将 来 は、 このFAとOAを 一 体 化 し、

会社全体 をオー トメー ション化 す るTCA(ト ー'
'
タ ル ・カ ンパ ニー ・オー トメー ション)、 あるい

はCA(カ ンパ ニー ・オー トメー ション)と もい

うべ き姿へ と進む ものと思 われる。



●図1.日 本のFMSの 導入状 況

計画 したが中止 した

全 体

工作機械

工具 ・金型 ・機械部品

鋳鍛造 ・ダイカス ト

土木 ・建設 ・農業機械

精密機械 ・事務機械

自動車・2輪車

その他産業用機械

民生用電機 ・電子部品

産業用電機 ・電子部品

出所:「 日経 メカ ニ カル 」1982年8月2日 号

●図2.導 入期別のシステム数

システム数

導 入済み

ig82年 中に導入

1983年 中に導入

,1984年中に導入

|00 200 300

出所:「 日経メ カニ カル」1982年8月2日 号

●表1.各 国別のFMSの 主たる加工対象製品

切 削加工

板 金

組み立 て

そ の 他

出所:「 日経産 業新 聞」1982年8月16日 号

国 名 製 品 名

日 本

ア メ リ カ

61

ディーゼルエンジ〉,工作機械

↑} 自動車
,酷 翅幾械

システ云数に占める割合(%)
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7
オフ ィス ・オー トメーシ ョンの現段階

OA化 の要請と課題

OA化 の動 き

社会 あるいは経済が進歩 して くると、いわゆる

工場というものがないオフィスだ けの企業 た

とえば金融、保険その他サ ービス業な どの第3次

産業一 が増 えてくる。 オフ ィスでの仕事が中心

の第3次 産業の発展は、必然的 にホワイ トカラー

の増大 を招 くことになる。

労働 省の就業構造基本調査 によれば、昭和54年

に おいて全就業者数が5,474万 人 であ り、その う

ちホ ワイ トカ ラーの数 は2,374万 人 で、全 体 の

43.4%に な っている。そ してこの うち最 も多いの

は 「事務 従事者」 であ り、全 ホ ワイ トカ ラーの

40.6%で あ る。

これは情報化社会 において もオ フィス事務 に従

事す る人間が多 く、この傾向は今後 も続 いていく

といわれている。

そこで、コンピュータに代表 され るエ レク トロ

ニ クス技術 の進歩 に伴 う各種 の機 器の 出現 と相

まって、産業界 に本格的にオフ ィスの事務合理化、

効率化 を求め、生産性 向上への機運が盛 り上がっ

てきたのである。

いわば、企業の生産部 門の合理化 に対応 した、

間接部門の効率化への動 きであるということがで

きる。

事 務処理をするということは、企業経営 にとっ

てそれ自体、直接 的に利益の上が る仕事ではない。

ここにどうしても、管理費の節減 を図るためには

事務部門の合理化 を徹底 し、事務処理 の減量、 そ

れによる事務処理要員の削減 を求めなければな ら

ない理由がある。

そ して、その課題解決の強力 な武器が、OA(オ

フ ィス ・オー トメーシ ョン)化 で ある。

こ こでオフ ィス業務 を分析 してみると、研究 、

経理 、総務、企画、人事 など多様 なものが ある。

そ してこれ らの業務は、どんな方法で処理 されて

いるかといえば、打合せ、会議、電話、文書作成、

判断などによって人間が処理 しているのである。

また、その基本的 な機能と しては情報 の収集、記

録、分類 であ り、これ らの業務 を規定 する要因 は
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「量」 であ り、「質」 であ り、 そ して 「時 間」 な

のである。

つ まり、オフ ィスにおける多様 な機能 を人間に

代 わって、 さま ざまなインテ リジェン ト化 された

機械 に よって効率的 に処理 してい くことが、OA

化 の具体的内容 である。

OA化 の現段階 と問題点

こう した状 況下 に、企業 はOA化 を どう進 め

ようと してい るの であろうか。 ここで、OA化 に

取 り組む理 由をあげてみ ると、次 の点があ げられ

る。

第1は 、競争 力強化の ため今 まで以上 にオフィ

ス業務の生産性 向上 をはか らねばな らな くなった

ため。

第2は 、オ フィス業務 の遂行 にあた り、単純繰

返 し作業や転記 ・清書 などの作業 を機械 に置 き換

え、人間 は分析 ・判断 ・企画 など、人間でなけれ

ばやれないことを受け持つ という考えが一般化 し

たこと。

第3は 、従業員の個々の処理能力 を支援 し、か

つ迅速化 と信頼精度 を確保するためなどで ある。

この よう に、企業 はOA化 を経 営力強 化の有

力な手段 として推進 してい こうとしているのであ

る。

OA化 は、長期的 には今 は じまった段階であ り、

今後 に残 され てい る課題 は多 い。すなわ ち、① オ

フィスの生産性 を向上 させ るために どの機能 を機

械化すれば効率的か、② オフ ィスの業務量 に応 じ

てどの程度 の投資 をすれば よいか、③OA化 の

効果 を何 を もって示 せ ば適切 か、④OA機 器 同

士の コ ミュニケーシ ョンをどうすべ きか 、などで

ある。

OA化 を成功 させ るには、 ただ漠然 とOA機 器

を導入す るのではな く、マクロメジャー メン ト(事

務所 の測定)手 法 にみ られ るように、事務所の中

の仕事 がどうなっているか を具体的 に分析 し、そ

れに対応 したシス テムを作 り上 げることが大事 な

ことだといえる。
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●図2.最 近導入増強 したオフィス・オー トメーション機器
回答数(件)50」00

ファクシミリ

パーソナル・コンピュータ

日本語ワー ド・プロセ ッサー

オンライン・ターミナル

オフィス・コンピュータ

腐争電季夏写機(PPC)

汎用コンピュータ

VTR

OHP

シュレッダー

マイクロ写真 リーダー

テレックス

軽印刷機

英文タイプライター

ジアゾ複写機

和文タイプライター

COM

PBM

エ アーシューター

その他

無回答

150

50(18.5)

40(tn.8

39(14.4)

28(10.G

25(9..3)

19(7、0)

18(6.7)

t8(6.7)

3(川)

ll(4.1)

20(7.4>

IO

●図3.OA時 代の中心的機器(%)
オフ コン }5.3 」

日本語蹴P

14.2 - |
1

比8 1

1 カラー複写機2.5

| 事務用印刷機2,8

1汎 用 コン ピュー タ 6.3

電 卓2.6

マイクロ関係機器 3.8

▲ 事務用家具 し2

1 テレビ電 話2.3

1音 声利用装置5.8

| 金銭登録機1.1

周辺癖.1

._...1 ファイリング用具 3.9

蔓咋:ξ 1
視聴覚機器2,4

| 欧 文W.P2.9

1 郵便用機器1.|
.1

今までの機器の複合タイプ 3.3

その他0,4

無回答0,5 (重複回答)

出所(社)日 本経営協会「ビジネスショー入場者調査」
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77(28.5

97(35,9)

9535.2)

31(48.5

出所:「82オ フィスオー トメーション実態鯛査報告書」

(社)日 本 オフィスオー トメーション協会

30405060

構成比(%)

● 図4.事 務機器の保有状況(%)
複写横(ジアゾ,PPCを含む}99.61

電話機(プ ッシュホンを含む1.99.31
「1

欧文タイプライター;甑61
テレックス74.71

在来型の田X(ク ロスバー交換機)63,9

ファクシ ミリ63.6

汎用栢 ンピュ一夕..1

社内オンラインバSS用結末40」
■

オフ ィスぶコンピュータ36.1

㏄R(光 学文字 リーダー)15,2

㎝R(光 学マークシー トリーダー)15.2

パ ーソナル・コ ンピュータ14 ,5

外部 データバ ンク等 のオンライン端末13.0

COM(コ ンピュータアウトプットマイクロフィルム)ll.5

1電 子PBX8.2

1欧 文ワー ド・プロセッサー4.8

1和 文ワー ド・プロセッサー4,8

1漢 字プリンター4」
'1漢 字入 力端末3;3

出所(財)電 気通信総合研究所「オフィス・オー トメーシ ョン
への対応 とマーケティング戦略の展開」

－
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8
在宅勤務はどこまで可能か
新しいビジネスマンの生活

在宅勤務とは

情報処理 と通信技術の発展 は、わた した ちの職

場や家庭での生活 を大 きく変 えて しまうほ どの影

響力 を持つ に至 った。今 、流行 のオフ ィス ・オー

トメーシ ョンも、そのひとつのあ らわれ とみ るこ

とができよう。

在宅勤 務 と い うの は、 この オ フィス ・オー ト

メーションの一形式 として、 これ ら最新鋭 のエ レ

ク トロニ クス装置 を家庭 にも設置 し、職場 と家庭

を通信回線 でつ なぎ、通勤せず に家庭 に居 なが ら

仕事 をすることによって、集中化 された職場 か ら

仕事 を分散移転 させ る仕事の一形態である。

わが国 で、在宅 勤務 という考 え方 が普及 す る

きっかけをつ くったの は、アルビン ・トフラーの

『第三の波』 であろう。 トフ ラーはその著書の中

で、在宅勤務 を可能 にす る通信技術 とその付 属設
コテノジ

備 を配置 した小住宅 を、「エ レク トロニ ック住宅」

と呼び、「多 くの困難があるにもかかわ らず、"エ

レク トロニック ・コテ ッジ"実 現 の方 向をめざ し

て、強大 な力が働いている」 と表現 している。

しか し、在宅勤務 の発想 は トフラー以前 にもす

でにあった。通勤 に代わる通信 とい う意味 で、英

語 で は在宅勤 務 に よる作 業形態 をテ レコ ミュー

テ ィング(telecommuting)と い ってい る。 この

新造語 は、1970年 代 初めにジ ョン ・ナ イルズが考

案 したものである。

彼 は企業が ホワイ トカラーの仕事 を分散移転 さ

せることによ り、経費 とエネルギーがどれだ け節

約 され るかを測定 した。

その結果、 ガソリンなどのエ ネルギー ・コス ト

の高騰 と遠隔通信施設 の設備費 と運用費 の値下が

りにより、1990年 代半 ばまでに1千 万人以上 の労

働者が在宅勤務 をする ようにな るだろうとの見通

しを立 ててい る。

在宅勤務、実際には一

在宅勤務については、実験的に採用 する企業が

ぼつぼつ 出始めている。米国の未来協会(IFF)は 、

家庭 に移 しうる仕事 と して、秘書 、技師や製図工 、

22

ホ ワ イ トカラーのサ ラリーマ ンたちの仕事 をあげ

る。

わが国で最 も、積極 的に在宅勤務の導入 を検討

しているのは、コンピュー タのソウ トウエ アをつ

くるソウ トウエア会社や コンピュー タ ・メーカー

であろう。特 にプログラマーの仕事 は在宅勤務可

能な職種 と して、人手不足 を補 うため、結婚や育

児で退職 した主婦を対象 に実施 に踏み切 った企業

もいくつかある。

プログラマ ーの在宅勤務 の成功例 と して、よ く

取 り上 げられるイギ リスのFイ ンターナ シ ョナル

では、約400名 の プロ グラマーがパ ー トタイムで、

自宅 で作業を しているとい う。

また、中間的 な方法 として、自宅にパーソナル ・

コンピュータや ワー ドプロセ ッサー を設置 し、会

社 と回線 で結 ばず単体 のまま使 って作業 する方法

や、社員 の住宅に近 い所 に業務 センターを設置 し

て、そこで働 く方法な どを採用 して いるところも

ある。

在宅勤務 に対す る抵抗 は、従業員 、経営者の別

を問わず、 日米両国で もかな り強 い ようである。

その代表的な声は、公私の け じめがつかない、社

員が一堂 に会 し、面談 しなが ら仕事 を進 めないと

実際には仕事ができない し、愛社精 神が希薄 にな

る、同僚か ら離れることにより、疎外感 が高 まる、

住宅事情 が許 さない、人事管理 がで きない……な

どである。

それ に対 し、良 い面 は、通勤 にかかる時間やそ

れに伴 う体 力の消耗、通勤費 や燃料 を節約できる、

通勤 ラ ッシュや交通渋滞がな くなる、作業能率が

上 がる、主婦 の雇用機会が増え、人手不足 の解消

になる、オ フィスのスペ ースの縮 小 によ り不動産

費用 を節約で きる、地価 の高騰が抑 えられる、エ

ネルギーが分散 され代替エ ネルギーの技術が利用

しやす くな り、環 境汚 染が緩和 するなどがあ げら

れ る。

トフラーがい うよ うに、在宅勤務 によって 「高

度のエ レク トロニ クスを基盤 と した"家 内工 業"

へ の回帰」が、一般 的な レベルで本当 に起 こるか

どうか。



●図1.在 宅勤務への態度

在宅勤務反対

41.3%

(307人)

週1日 ～2H'通 勤

t7.2%(128人)

週3日 一4日 通勤

3L2%

(232人)

[職業別]

専門 ・技術的職業

経営・管理的職業

事務的職業

販売 ・営業的職業

週1～2日

通勤

〆

週3～4日 通勤 在宅勤務反対
∩U
)
.
7

K

3

(

D/

、

、
、

'

'

4
)
2
(

0

)
.
7

2

〔

`
h
‖

]

、
、 '

、
、 '

7.2

(6)
10.8

(9)

r[

　

　　
　　

」 ・、　[
r

・∵i驚r■
㌘

　

　 r

ヂ 防 げつ　 肖ヒ1、

36.1

(30)

'
.

- 、

、 、
、
、

'!

'

!'

、
、

、

4

)
・
2

2

(

生産 ・技能的職業 7
)
6
(

26.1

(4)

46.7

(7)

出所:(財)国 際交通安全学会 「交通 と通信の代替 ・補完関係」

一 ビジネスマンに対する意識調査集計結果

◎質問項目

●図2.代 替による効果

3,,g%

(頭人)
通勤電車の

混雑緩和
9.3%
(69人)

44.0%

(327人)

エネ ル ギー の

節 約

19.1%

(142人)

道路混雑の解消

12.8%

(95人)

[職業別]

専門 ・技術的職業

経営 ・管理的職業

事務的職業

販売 ・営業的職業

生産 ・技能的職業

23.2%

(55人)

自由時間
の増加

1|.8.9

(27)(2|)

仁43:er

〈102)

7
)^3

3
(

7.34.9

(3)(2)

15、5.・wlO.14.5

(58)(36)(5|)

`、 、 `

3

)
・
3

7

(
8
0
2
(

D.KlO.2 .1(36)
(4)

1 、
、

、

、、

　
.〉[雷 門[肖 「

ぷ,欝'9;ρ ・一

riぺ ∴
・

A

、 、
、、

13.3

(2)

13.3

(2)

20.0

(3)

13.3

(2)

げし肖

=z、
　

　

・　、

　 L

◎質問項目 もし現在の交通のある部分が通信によって代替できるとしたら次の どの

ような効用が 最も強 くあらわれると思いますか(1っ だけに○)

1.mネ ルギーの節約
　 ぴヨ　

2、 個人の自由時間の増加

3.道 路混雑の解消

4.仕 事の効率化

5.オ フィス空間の有効利用

6.玉藍 鳩 車の混雑緩和

疹 ㌢

23.



●第1部 ●コン ピュー タ利用の広 が りと情報化社会 の新局面

9
すすむカー ド化社会

カー ドが変える人々の生活

押 し寄せるカー ド化の波

工場の生産管理 や企業内の大量 の事務処理 に端

を発 したわが国のコ ンピュー タリゼーシ ョンは、

その方向 を第3次 産業の顧客 サー ビスの向上 へと

向 けつつ ある。それ は、消費者 を対象 にさまざま

な情報サー ビスを提供す ることによって、従来の

サ ービス活動の質 を高め、そ こか ら新たな利潤 を

追求す ることをね らったものである。 このような

質 の高い顧客サ ービスを支えるのは、 カー ド端末

機 を組み込 んだコンピュータ ・システムであ り、

消費者 は金融機関 、百貨店、スーパー、ホテルな

どを は じめ とす るサー ビス業者 が発 行 する磁 気

カー ドを持 つことによって、さまざまなサービス

を享受する ことになる。

その代表 的な例 が、銀行 の オ ンラ イン ・カー

ド・システムで ある。

現在 わが 国で毎 年発 行 され る磁気 カー ドは、

3,500万 一一4,000万 枚 と いわれ る。 その種類 は、

キ ャッシュ ・カー ドや クレジ ッ ト・カー ドなど金

融関係 のカー ドをは じめ、ホ テル、社員食堂 、病 院、

図書館 、ガ ソリンス タン ド、会員制各種 クラブな

ど実に さま ざまな分野に及 んでお り、今後 もサ ー

ビス業 の あ らゆる分野 に普及 する もの と思 われ

る。

現在使 われて い る磁 気 カー ドを大別 す ると、

キ ャッシュ ・カー ドや クレジ ッ ト・カー ドなどの

金 融機 関が発行す るカー ド、さらに会員管理の た

めの会員 カー ド、そ して会社 、病院、ホテル、学

校 など、ひとつの小 さな コミュニ ティでシステム

的に使 われてい るコ ミュニテ ィ ・カー ドの3つ に

なる。

カー ドの い ろいろ

・キャ ッシュ ・カー ドとク レジッ ト・カー ド

銀行の キャッシュ ・カー ドはわが国で最 も普及

しているカー ドで あり、今 日の カー ド化 の先鞭 を

つ けた ものといえよう。 これは銀行の コンピュー

タ ・システムとカー ド端末 システムをオンライン

で結 び、顧客 を待 たすことなく、預金 の出 し入れ
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を で き る よ うに した もの で、現 金 自動 支 払機

(CD)、 預 金機(AD)、 現 金 自動取引機(ATM)、

汎 用 テラーズ ・ター ミナル、と4種 類の端末機 が

現在設置 されている。

一方
、信販会社 のク レジッ ト・カー ド・システ

ムは、信販会社 と加盟店 の端末機 と金融機 関の コ

ンピュータ ・システムを通信 回線 で結 び、会員 が

加盟店で した買物 の決済 を、まとめて月末 に会員

の銀行口座か らひきおとす仕組 みになってい る。

現金 に代 わるカー ドとい う意 味で、ク レジッ ト・

カー ドは別名プラスチ ック ・マ ネーともい う。 ク

レジ ッ ト・カー ドの普及 がキャ ッシュ レス社会 を

招来す るといわれる由縁 でもある。

将来、通信回線 の開放が実現 し、大型 コンピュー

タを通信回線 で結ぶ ネッ トワーク ・システムが普

及 す れば、決 済機能 をすべ て電子化 す るEFTS

(電 子 決済 システム)が 登場 し、 ホーム ・バ ンキ

ングなどの普及 により本格的 なキャ ッシュ レスの

時代が到来するといわれている。

・会員 カー ド

レス トラン、バ ー、デパ ー ト、スーパ ー、スポー

ツ ・クラブ、ホテル ・チ ェー ン店 、ガソリンス タ

ン ド、美容院など、各種 サー ビス業の会員 カー ド

やサークルカー ド、社員食堂 、出退勤管理、入室

管理 、機器管理 などに使われる企業内組織 にお け

る管理の ためのカー ド、病 院や図書館 などの診察

券や閲覧 カー ドと して使われるカー ド、電車の定

期券 や回数券、カー ド式公衆電話 の回数券 と して

使われるカー ドなどは、すべて会員管理の ための

カー ドと して考えることができよ う。

・コ ミュニティ ・カー ド

病 院、ホテル、学校、会社 など小 さなひとつの

コ ミュニテ ィの中だけで、1枚 の カー ドがいろい

ろに利用 できるようなカー ドをい う。たとえばホ

テルの場合 、1枚 のカー ドが顧 客 カー ド、ルーム

キー、館 内の ク レジッ ト・カー ド、駐 車カー ドな

どい ろいろに使 える ように工 夫 する ことがで き

る。 この ように単体と してではなく、 システム的

なカー ドの利用 はわが国ではまだ少 なく、今後 の

課題で もある。
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ニ ューメデ ィアは社会を変えるか

多様な情報の提供システム

量的拡大とは異質の革新

電気通信技術 、コンピュータ技術 を包括 する形

でエ レク トロニクス技術が急速 に発達 した結果 、

ニ ューメデ ィアという言葉で呼 ばれる、新 しい媒

体の一群 が浮 かび上が ってきた。たとえば無線(放

送)系 、物 流(パ ッケージ)系 、有線系 という分

け方 をしてみる と、わが国の場合 では文字多重放

送、 ビデオ ・デ ィス ク、キャプテ ン ・シス テム と

いうように、た ちまちのうちにそれぞれの実験、

あるい は実用の例 がい くつか思い描 かれ るまでに

なった。

いわ ゆるニ ューメデ ィアの特徴 は、これ までの

既存 メデ ィアと比べ ると、それぞれが多様 な情報

を提供 できる機能 を備えている点 にある。量、質

の双方 において これ はいえる。大 幅な量的拡大 は、

ある面 で質的拡大 をももた らす場合が多い。既存

メデ ィアが単 に量的拡大 を目指す だけではできな

かった部分 を、これ らのニューメディアが果 た し

てい くケースも多 くみられるようにな る。その最

大の例 が、双方 向性のニ ューメデ ィアである。 こ

うした ことか ら、ニューメデ ィアの特質は情報 の

多様化 を促進 してい くと同時に、利用者の必要 に

応 じて情 報を提供 していくことができる点に求 め

ることができる。

そ もそ もニュー メデ ィアとい う言葉 は、わが国

独特の もので、 これだけではとらえどころがない

が、多種多様の新 しいメデ ィアを一応家庭向 けの

メデ ィアにのみ限定 して考 えた方が、問題の整 理

に役立 ってくるだ ろう。

完全 に業 務用 の みを対象 と した情 報サ ー ビス

は、すで にこれ までの10年 間 で新 しいメデ ィアを

生 み出 している。 いまいわれるところのニューメ

ディアは、もっぱ ら家庭 向けの情報サー ビスであ

り、自ずとイ ンパ ク トの種類 、度合 は異なって く

る。い うまで もな く、後者のイ ンパ ク トの方 が社

会的意味 は大 きい。

既存 メデ ィアの うちで、たとえば一般テ レビ放

送 とこれか らの無線系 、有線系 ニューメデ ィア を

比較 する と、今後起 きてくるであろう事態の変化
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は、 自然と予想 できる。国民の貴重な電波 という

ことで、希少価値扱い されてきたテレビ放送の権

利 をめ ぐる現 状 と、 たと えば大量 の伝 送能 力 を

もった結果、簡単 にテ レビ番組 を家庭 に送 り込 め

るようになる ことの比較 である。 この ことは、当

初の 目的がそ こにあったわけではない、とはいい

なが ら、ケー ブル テ レビ(CATV)が1980年 代

初期 に急速 に普及 していった米国 に、すでに見 る

ことがで きる。

放送電波 を握 っていた既存 マス コミとい う1つ

の権 力 と、CATVで 全 国 の家庭 に浸透 して いっ

た新 しい勢力のぶつ か り合いである。

新 リテラシーの出現

家庭 に送 り込める番組の量が増 えるということ

は、またある意味での番組の倫理枠 の崩壊 にもつ

なが ってい く。希少価値 の概念が崩れる以上 、行

政側の指導力の低下 も免 れないだ ろう。この こと

もCATVを 通 して、番組 の多様化 を経験 した米

国で指摘 され てい る部分 である。

さらに、こう したニューメデ ィアに対応 する こ

とので きない層、 たとえば受信機 を購入す ること

のできない人 、使 い方のわか らない人 は、後に残

され ていって しまうという、一種の リテラシー(情

報文盲)の 問題 も早 くも取 り上 げ られ ようと して

いる。

そ して、ニューメデ ィアの登場 に産業構 造の変

化 が伴 ってい くことがで きるか、という指摘 も重

くの しかか って くる。

同 じ情報伝達の手段 であ りなが ら新 聞、雑誌 に

規制がな く、電波媒体 にそれがあ るとい う古 い問

題 も、再 び脚光 を浴 びて くることになろう。ただ、

一言でニューメデ ィアといっても、それぞれに特

異 な側面 を含 んでいる。すべ てを包み込 む考え方

は無理がある。個別の対応 を して いかな けれ ばな

らない。しか し、これ らすべて に共通 したテーマ、

たとえば家庭 の中 に大量 に情報 が流通 して いくと

は、どういうことなのかという こともまた、同時

に考 えて いかねばならない ことははっき りしてい

る。



● 図1.メ デ ィ ア ・"ギ ャ ッ プ'

3ヵ 月

1ヵ 月

1週

↑
問
2
時

12

6

至1建に必要な時間

べ㌻

微
一

「

l

I

L

人的接続㍗

F埠 1
ご

1
ケ

鑛
.文・

テレックス

≧

電 ‖舌

屋外広告

ダイレクトメール

月刊誌

週刊誌

、

「

1

メデ ィア ・ギ ヤツ プ ＼

＼
______」

至li達しうる人の数

1 3-4 io 1001,000 104 105 106 10ア

出所 インターナ ショナルデー タ社(IDC)

●表1.諸 外国におけるビデオテ ックスの開発状況

.固名
ざP

機.醜 名
システム名
㍉

噺 一 ビス名
開 発 状 況 等 国 名 旨機 関 名

ぐ..

システム名

サービス.名

o

。開 発 状 況 等 ぺ

郵電 公社
.

プ レ ス テ ル 1988,6実 験 サ ー ビス 開始 ス 電気通信庁 デ ータビジョン 1979.4ス トックホルムで技術試験開始

英 (PRESTEL) 1973.9商 用サ ー ビス 開始 ウ (DATAVISION) 1981実 験サービス開始予定
端 末 用ll,000

工

1 端 末 数40
∨.

蓄 積 情 報 量183,000ペ ー ジ デ 蓄 積 情 報 口10,000ペ ー ジ

情報提供者数522 ン
情報提供者数40

国際プレステル 1980,3実 験 サ ー ビス 開始
デ

r981.7商 用 サ ー ビス 開始

端 末 数300

ン

マ

郵 電 総 局 テ レ デ ー タ

(TELEDATA)

198L8実 験サービス開始予定

端 末 数200

蓄 積 情 報 量20,000ペ ー ジ 1 蓄 積 情 報 量40,000ペ ー ジ

情報提供者数60 ク 情報提供者数|0

ト

郵 電 畜 テ レ テ ル 1981.7ベ リジー で 実験 サー ビス開 始 イ
都電省および ビ デオ テ ル 1981ミ ラノで実験サービス開始予定

フ (TELETEL) 端 末 数3,000 夕 イ タリア電話 (VIDEOTEL) 端 末 数1,000
蓄 積 情 報 量15,000ペ ー ジ リ 公社

ラ 情報提供者数200 ア

ン
電子式電話帳 1980.4サ ン マ ロで実 験サ ー ビ ス開始 ペ ル カ ナ ダ ビ ス タ 198L5ト ロ ン ト,モ ン トリオ ール で 実

(Annuaire 1982,イ ル ・エ ・ピ レヌ で商用 サ ー ビス 力 電話会社 (VISＴA) 験サー ビス開始
ス
ざ Electronique) 開始予定 端 末 数500ぺ

端 末 数150 蓄 積 情 報 量100,000ペ ー ジ

ナ
西 鄭 重 庁 ビル トシルム |980.6デ ュ ッセ ル ドル フ,西 ベ ル リン アルバータ州 AGT 198L7カ ルガ リーで実験サー ビス開始

ド テキス ト で実験サービス開始 政府電話会社 予定

:イ (B}LDSCHIRM 端 末 数6,000
ダ

端 末 数30

ツ
TEXT) 蓄 積 情 報 量120,000ペ ー ジ 蓄 積 情 報 量45,000ペ ー ジ

情報提供者数570 情報提供者数5

オ
ニ 郵 電 総 局 ビデ イテ ル 1980,8全土で実験サー ビス開始 出所:「 ニューメデ ィアJ第1法 規出 版,前 野 和久,金 子秀 明共 著
フ (VIDITEL) 端 末 数6,000
ン 蓄 積 情 報 量125ク000ペ ー ジ

∀ 情報提供者数160

.㌻
.『㌧.

ス
郵 雷 序 ビデオテックス 1980.7ベ ル ンで 実験 サー ビス開 始

イ
(VIDEOＴEX) 端 末 数120

蓄 積 情 報 量60,000ペ ー ジ

ス 情報提供者数llO

フ サノマ出版会社 テ ル セ ッ ト 1978.6ヘ ル シ ンキで実 験 サー ビス開 始

イ
ン
ヘルシンキ電話 (TELSET) 旧80.4商 用サ ー ビス 開始

ラ 会社 端 末 数300
ン ノキア電子会社 蓄 積 情 報 量20,000ペ ー ジ
ド

情報提供者数20
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世界の情報化指標
● 日本 と世界のコンピ ュータ利用状況
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飛躍する日本の情報化
過去・現在・未来

日本の情報産業の進展



●第2部 ●日本の情報産業の進展

1
情報産業の新しい枠組み

産業構造の高度化の中で重要な役割

3兆 円産業 か

通常 、日本の情 報産業 の生産高は1981年 で2兆

9,726億 円 であ る、 というようないい方 をす ると

き、情報産業 の構造 は、集積 回路(IC)産 業 と

コンピュータ産業 と情 報処理産業か ら成 り立 って

い ることを意味す る。

コンピュータ白書等の国の、というより通産省

の定義によると、情報産業 はコンピュー タ産業 と

情報処理産業 に分 かれ る。 コンピュータ産業 とは

ハ ー ドウエ ア製造 で あ り、その 中身 は電子 計算

機 ・同付 属装 置と集積 回路(IC)生 産 か ら構成

され る。

情報処理産業 とは、① ソフ トウエ ア業(各 種 プ

ログ ラムの 開発等)、 ②情報処理 サー ビス業(受

託計算 等)、 ③ 情報提供サ ー ビス業(デ ー タベー

ス ・サ ービス)の3つ の分野か ら構成 され るとす

る。

そ してそ の合 計が、1974年9,598億 円 、1975年

9,339億 円 、1976年1兆1,230億 円、1977年1兆

3,404億 円、1978年1兆6,518億 円、1979年2兆

1,040億 円 、1980年2兆5,354億 円、そ して1981年

が2兆9,726億 円 と、3兆 円産業 にあ とひと息 と

い う推移 を示 してい るわけである(図1)。

も しこの数字 に、電電公社 のデータ通信 の売上

げ約1,600億 円(表1)を 加 えれば、3兆1,326億

円 とな り、完全 に3兆 円 を突破 することになる。

電子産業 が約10兆 円強の産業規模 であり、郵便 ・

電話 ・ラジオ ・テ レビ、先のデータ通信 を含 む通

信産業 が6兆1,125億 円 である ことを考 え合 わせ

ると、すでに一大巨大産業 と して成長 している。

ちなみに、他 の産業の規模は、自動車産業 が22

兆 円 、鉄鋼業 が18兆 円、繊維 が8兆 円である。'

情報経済の概念

以上は、ある限られた範囲での情報産業のとら

え方であるが、最近、経済活動の中で情報生産を

分析的にとらえようとする考え方から、広い意味^

での情報産業の枠組みを考えなおそうとする動き

がある。

OECD(経 済開発協力機構)の 分析では、情

報産銅 ヅ ・呼び・いろいろな国際比

較 を行 っているのだが、そこで は産業分類 を情報

を生産 しサービスする産業 と、その他 の もの を生

産 しサ ービスす る産業 とに分類す る視点 を打 ち出

し、第4セ クター(情 報セクター、情報産業)を

第一次情報部門、すなわち市場 で取引 きされ る部

門と、第二次情報部門、すなわち企業内 で自家消

費 される部門とに分類す る。そ して、前者の第一

次情報部 門が第4セ クター と して国民経 済計 算の

対象にな っている。

第一次情報部門の中身は、まず、1.情 報 取扱

いサ ービスと、2.情 報 活動の ための製品、3.

情 報 財の卸小売 り、4.情 報 活動 の支援設備/サ ー

ビス の4つ に大分類 する。そ して1.を さ ら

に(1)知 識 製品産業一一 ⑧ 研究開発 ・調査 産業 、

⑤ 民間情報 サー ビス、(2)調 査 産業 、危 険管理

産業、(3)情 報 の分配 、通信サ ービス、(こ こに

は教育 、 ラジオ/TV、 映 画 、図書館な どを含 む)

(4)情 報 処理 ・マスコ ミュニケー ション産業 、

とに分類 する。

2.の 情 報活動の ための製品 は、(1)非 電 子

消耗品 ま たは中間製品、(2)非 電 子 投資財(精

密機器 や事務機器部品 など)、(3)電 子 消費、中

間財 および投資財(事 務機器電子部品、電子測定

お よび コ ン トロール設備 など)、 そ して3.情 報

財 の卸 小売 り、4.情 報 活動の支援設 備/サ ー ビ

ス(会 社 、学校の家具 や ビルの受託建設 、情報機

材 ・不動産の リースや情報設備 の修理 など)

等 々となっている。.

実 は このOECDの 第4セ クターの考 え方 の元

になっているのは、米国商務省 が1977年 に まとめ

た"TheInformationEconomy"の 考 え方 である。

これは、マーク ・ポ ラ ト、ハーバー ド大学教授 ら

が研究 したものである。 この理論 は、米国経済が

6つ'の 部門で(セ クター)構 成 されてお り(図2)、

そ のうちの3つ の情報部門 は、すで に全米国民所

得の27%以 上 、総従業員所得 の53%を 占 めてい る、

と分析 している。
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●図1=情 報産業の生産高

単位:億 円
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●表1.通 信サービスの生産額
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●図2.経 済活動は6つ の部門から構成される
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公共機関の管理部門

(政府,地 方 自治体.公 …憎愛関すぺての情報機能)

民間の管理部門

(マーケティング,計 画、企業行動監視等すぺての管理部門)

公共の製造部門

(高速道路,ダ ム建設,運 輸サー ビス等インフラス トラクチャーの

{訂)知識生産および発明的産業

{2}情報流造とコミュニケエション
産業

{①融資および保険を含むリスク・
マネジメント産業

紺 ぺて嚥 酬 報 喧 轡 館

胴査・摘整産業
(5}情報処理,情 報伝達業(電 子的

および発電子的手段によるもの

を含む)

(6}情報商品産染(情 報機械を含む)

{7}第一次情報部門の中で,直 接的

な市場類似性をもっている政府

活動の特定部門(郵便事業や教
育を含噺

(葛}事務所や教育に廟いらばる建物
のような支援的施設

民間の製造部門

(農蝋 鉱業,運輸,建 設業等の伝統的な産業の中で情報財や情報
サービ頂を含むもの麟 のものすべて)

家計部門

(他の5つ の経済部門で使われる労働力の供給.財 やサー ビスの最

終消費者)

出所:米 国商務省編/マ ーク ・ポ

ラ ト著,小 松崎清介監訳 「情報経

済入門(ThelnformationEconomy)J

31



●第2部 ●日本の情報産業の進展

2
日本の コンピュータ産業

ハー ドウエア産業の構造

コンピュータ産業の規模

コンピュータ産業の1981年 の生産規模 は、1兆

4,781億 円 に達 した。年 々着実 に大 きな伸 びを示

している。1970年 か'ら81年 の11年 間 の平均成長率

をみると、14.7%と い う非常 に高 い伸 びを示 して

いる。

通産省 の生産動態統計のなかでのコ ンピュー タ

産業の生産規模 は、電子計算機 ・同付属装置の生

産 金額 で あ り、 その構成 は計 算機 本体、周辺装

置、補助装置 ・電子計算機応用装 置か らなってい

る。

それぞれの生産 額 は、本体 が5,640億 円(構 成

率38.4%)、 周 辺装置 が7,580億 円(構 成率51.3

%)、 補 助装置が1,531億 円(構 成 率10.4%)で あ

る。

ここ に使 わ れ る 日本 標 準 産 業 分類 の細 分 類

3.552に よ ると、電子計算機 ・同付属装置製造業

の定義 は次の とお りである。

「主 と して アナ ログ型、デジ タル型電子計算機

(プ ログ ラム内蔵方式で あって、プログラム言語

を使用するものに限 る)お よび同付属装置 を製造

する事業所 をいう。

主な付 属装置 は、磁気 テープ装置、磁気 ドラム

装置、磁 気デ ィス ク装置 、紙 テープ入 出力装置、

カー ド入 出力装置 、マ イクロフ ィルム入出力装置 、

ライン ・プリンター、入 出力タイプライター、磁

気 インク文字読取装置 、光学文字読取装置 、図形

表示装置(プ ロ ッター、デ ィス プ レイなど)、 遠

隔情報処 理装置{電 子計算機 と通信回線 を介 して

接続 される端末装置(専 ら通信機 と して使用する

ものを除 く)を 含 む}な どである」

汎用 コンピュー タの市場規模 は、1980年 度 で実

動金額 は4兆1,647億 円 で ある。

これ を型 別 にみ れ ば、大型 機2兆4,413億 円

(58.6%)、 中 型機9,463億 円(22.7%)、 小 型機

4,871億 円(11.7%)、 超 小型機3,899億 円(7%)

とい う数字 になっている(通 産 省 「電子計算機納

入下取調査」)。

ミニ コンピュータの 出荷 は、1980年 度 現在 、金
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額 ベ ースで1,474億 円 、台数ベ ースで1万2,651台

であ る。

オ フィス ・コンピュータの出荷 は、1980年 度 で、

金額ベースで2,296億 円 、台数ベースで3万2,851

台 で ある。

パ ーソナル ・コンピュータの出荷 は、1980年 度

で、金額 ベースで337億 円 であ り、台数ベ ースで

11万610台 で ある。そのうち84.8%の9万3,774台

が 国 内向 けで、15.2%の1万6,836台 が 海外向 け

とな っている。

周辺 端末装 置 の出 荷合計 は、1980年 度 現在 で

9,090億 円 である。 この うち周辺装置 は、5,758億

円 で、全 体の63.3%を 占 める。端末装置 は2,843

億 円 であ り、全体 の31.3%を 占める。残 りはオ ン

ライ ン装 置、伝 送用装 置 であ り、両者 合 わせて

490億 円 とな り全体 の5.4%を 占 めて いる(こ れ ら

の数字 はいずれ を電子工 業振興協 会 の資料 に よ

る)。

日米の一般的な比較

さて、 日本 の汎用 コ ンピュー タ設置金額 は4兆

1,647億 円 、台数で8万8,223台 で あ るが、米国 と

比べるとどうだろ うか。

米 国の設置状況 をみると、台数で59万8,600台 、

金額 で759億 ドル(230円 換 算で17兆4,570億 円)と 、

金額で 日本 の4.2倍 、台数で6.7倍 で ある。ただ し、

59万8,600台 と い う数字 は、汎用 コ ンピュータの

定義が 日米では同一 でなく、米 国でいう汎用 コン

ピュータ5万5,000台 とSBC(ス モ ール ・ビジネ

ス ・コンピュー タ)13万5,900台 、 さ らに ミニ コ

ンピュータ42万6,000台 の 合計数 である。

また、1986年 に は日本の汎用 コンピュータの設

置台数 は10万7,000台 、金額 に して8兆3,000億 円 、

年平均伸び率13%程 度 と予測 されてお り、他産業

に比べて高い成長率 が見込 まれている。一方、米

国の予 測 は、台数139万 台 、1,389億 ドル(31兆

9,470円)が 見込 まれている。

この1986年 の 予測 についても、米国の場合 は、

汎用 、SBC、 ミニ コ ンの合計 で ある(米 国の数

字 はIDC調 べ を利用)。
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●第2部 ●日本の情報産業の進展

3
日本の情報処理産業
ソフ トウエア業と情報処理サービス業

成長著 しいソフ トウエア業

情報産業の中の情報処理産業 の分類 の中に、 ソ

フ トウエア業と情報処理サー ビス業 は位置づ けら

れている。

特定サー ビス業実態報告書 に示 された1981年 の

統 計数字か ら、 日本 の情報処理産業の売上高規模

は8,057億 円 となってい る。

この売上構成 をみ ると、①事務計算、② その他

の計算、③ ソフ トウエア開発 ・プログラム作成、

④ カー ドパ ンチ、⑤マ シン ・タイム販売、⑥要員

派遣、⑦情報提供サ ービス、⑧各種調査 、⑨その

他 となっている。

この中から、情報処理サ ービス業(俗 にいう計

算 セ ンター)と ソフ トウエ ア業(ソ フ トウエア ・

ハ ウス)と を明確に区分 することは、 きわめて困

難な ことだろうと思 われる。

た とえ ば、⑦ の情 報 提 供 サー ビスの441億 円

(1980年)は 、別項で述 べるデー タベ ース ・サー

ビス業と目されているし、⑧ の各種調査 とか⑨ の

その他にの金額387億 円 と351億 円(い ずれも1980

年)を 、両方にふ り分 けるの も不 自然 かも しれ な

いか らだ。

したが って、 ソフ トウエ ア業の売上規模 を③の

ソフ トウエア開発 ・プ ログラム作成 だ けの1,540

億 円 とみるわけにはいかない し、この中の50%以

上 の売上 げが、実質的に要員派遣 であるだろうと

いわれることを考 え合わせると、情報処理サー ビ

ス業 の売上 げを、①+②+④+⑤ の2,939億 円 と

みることもで きないようだ。

しか し、 ここにIPA(情 報 処理振興事業協会)

が行 った統計がある。数字 は古 いが ひとつの指標

になるだろう。

それは情報処理産業経営実態調査報告である。

集計対象企業352社 の1976年 か ら79年 ま での推移

を、ソフ トウエア産業 と情報処理サ ービス業 に区

分 して出している。

これによると、1979年 の情報処理産業 の売上高

は、3,662億8,000万 円 、うちソフ トウエ ア産業は、

1,253億2,900万 円、 情 報 処 理 サー ビ ス業 は、
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2,409億5,100万 円 になっている。そ して、それぞ

れ成長率 は17.4%、23.3%、14.6%と 高 い数字 と

なっている。

さらに76年 か ら79年 の3年 間の平均伸 び率 は、

1.7倍(3年 間 平 均18.5%)、2.0倍(同25.2%)、

1.5倍(同15.5%)と な っている。

この統 計 か らも明 らかな よ うに、3年 間平均

25.2%を 示 す ソフ トウエ ア業の成長性が注 目され

る。

IPAの この調査 によ ると、情報処 理サ ービス

業の3年 間の平均成長率 が15%に と どまっている

のは、売上高構成の最 も高 いバ ッチ ・サ ービスが

13.2%と 低 か ったことによるものである。オンラ

イン ・サー ビス、ハー ドウエアの販売等 の成長 は

高 いものの、いず れも売上高構成が小 さく、全体

の成長率 を大 き く引 き上 げるまでには至 っていな

いようだ。

依然大 きい 日米の差

一方
、日本の情 報処理産業 と欧米 のそれ と比較

す ると、ソフ トウエア開発 および販売 と情報提供

サー ビス(デ ータベース ・サービス)の 割合が小

さ く、情 報処 理 サー ビスの中で もオ ンラ イン ・

サ ービスの割合が きわめて小 さいことがあげ られ

る。

1979年 の 数字での比較で あるが、情報処理企業

が米 国 には4,055社 あ るの に対 して、 日本 の企業

数は1,390社(対 米比率O.34)、 全 体の売上高が米

国の1兆8,920億 円 に対 して、日本は5,966億 円(対

米比率0.32)と それぞれ3分 の1程 度 の規模 にと

どまっている。

上位10社 を抜 き出 して比べた場合、米 国の上位

10社 の 合計 は5,21 .6億円 に対 して、 日本の上位10

社 の 合計 は859億 円、従業員が それ ぞれ6万4,200

人 対8,800人 と、情 報処理企業規模の上 では相 当

の(6分 の1～8分 の1)開 きがあるといえるの

で ある。

この数字 は、日本情報処理開発協 会が1978年 に

まとめ たもので、1ド ル210円 の 換算 で行 った も

のである。
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1976

1977

}978

1979

[980

1981

その他の事務計算

計 算

105,70412,678

123,92714、650

135,52919,148

168,{7622,172

181,63422,709

ソフ ト開 発 力

・プ ログラ

ノぐ
ム作 成

46,990

77,3G7

88,973

128,945

153,985

42,589

55,4to

60,987

・6β,986

74,205

ド`マ シ ン ・

チ タイム販売

16,317

17,348

12,007

14,9H

l/5,345

要員派遣

」ぐ

自情 報 提 供

各 種 調 査 そ の 他サ ー ビ ス

32,46912,057

52,56423,8日

66,52127、069

、ll鵠1場
－i]一

軒
<‖

25,123

31、148

31,540

領,319

38,676

13,042

16,4t5

18,466

30β84

35,128

(計)

306,969

412,581

460,241

596,61'

669,844'

8e5,692

出所:特 定 サー ビス業 実態調査 報告書
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4
マイクロエレク トロニクス産業の台頭

ハードウエア産業の中に占める独自の位置

高度情報化社会の基礎産業

マ イクロエ レク トロニ クスとは、通常 は電子産

業の中での集積 回路 や超LSIの 電 子加工技術 と

してのマイクロ化を総称 してい うのであるが、 こ

こでは、集積回路産業 をもって、あえてマ イクロ

エ レク トロニクス産業 ということにする。この分

野の産業が他産業に与 えるインパ ク トの大 きさを

浮 き彫 りにするために、そう表現 してみた。

集積回路(IC)の 用 途の拡大 はさま ざまな市

場を生み出 し、高度情報化社会 といわれる、次 な

るステ ップの飛躍台であることは論 を待 たないと

ころである。

パ ソコン、フ ァクシ ミリ、複写機、 ワー ドプロ

セッサー、ボ タン電話等 を含 むオフ ィス機 器の市

場規模 は、すでに1兆1,000億 円 といわれてお り、

新家庭電気 といわれるVTR、TV、 電 子楽器、

電子 ゲーム等の市場 は、1兆3,000億 円 といわれ

ている。

また、工場用機器(ロ ボ ッ ト、NC、MC、C

AD/CAM等)は8,000億 円 に、 自動車エ レク ト

ロニ クスは1,600億 円 に、医療用エ レク トロニ ク

スは1,300億 円 の市場規模 に達す ると見込 まれ て

いる(野 村総合研究所の資料)。

そ してそれぞれの新 しい市場が、OA(オ フ ィ

ス ・オー トメー ション)、HA(ホ ー ム ・オー ト

メー ション)、FA(フ ァ ク トリー ・オー トメー

ション)、SA(ソ ー シャル ・オー トメーシ ョン)

といった、さまざまなオー トメーシ ョンの新段 階

を切 り開 いてい くのである。これ らはまさに、I

Cを 中心 にエ レク トロニクスを核 と した技術の複

合化であ り、マイクロエ レク トロニクス産業化 で

あるといって よい。

集積回路産業の生産

さて、日本の集積回路産業(マ イクロエ レク ト

ロニクス産業)の 生産規模 は、一体 どれ くらいな

のだろうか。

通 産 省 の生 産動 態 統 計 に よ ると、1980年 が

5,702億 円 、81年 で6,886億 円 であった。80年 に比
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べ て20%以 上 の伸び率 である。

この集積回路の生産額 の伸 びはきわめて ラジカ

ルで、75年 か ら80年 ま で の6年 間平均伸 び率 は

37.1%で 、電子部品合計の18.4%よ りはるかに高

い成長率である。

電子工業は、大 きく民生用電子機器(生 産規模

3兆6,867億 円)、 産業用電子機 器(同3兆4,378

億 円)、 電子部品(同3兆2.813億 円)に 分かれ る

が(電 子工業合計は10兆4,058億 円)、 電子部品 に

占める集積回路の生産 の割合 は21%と 、 その地位

を年 を追 うごとに高 めている。

また、輸出入に関する動 向をみてみ ると、81年

の輸出額 は1,996億 円 、80年 の1,833億 円 と比べて

8.9%の 伸 び を示 した。 この輸出 の約40%が 米 国

市場向 けとなっている。

1978年 までは、米国 を中心に輸入 の方が多か っ

たのであるが、79年 に逆転 し、80年 に は大幅 な出

超となってい る。

特 にその主要輸 入国であった米国 に対 しても、

80年 には輸入696億 円 に対 して輸出は724億 円 と出

超 に転換 した。世 にい うと ころの、先端技術をめ

ぐる貿易摩擦 の代表選手 といわれる由縁、い った

ところである。

半導体集積 回路 の用途別の需 要はどうであろう

か。日本電子機械工業会が まとめた 「電子部品産

業の中期 ビジ ョン策定 に関す る調査中間報告書」

によれ ば、次 の よ うになって いる(需 要金額 計

3,740億 円)。

① 事務機器 ・その他1,473億 円 、39.4%(電 卓 、

時計 、玩具 、NC、ECR、 そ の他)、 ②産業用

電子機 器1,025億 円 、27.4%(電 子 計算機 、有線

通信機 器、電子計便 器、その他)、 ③ オーデ ィオ

機器623億 円 、16.7%(ラ ジ カセ、カーステレオ、

カセ ッ トデ ッキ、その他 オーデ ィオ機器、家電機

器)、 ④ ビデオ機器571億 、15.3%(VTR、 カ ラー

テ レビ、その他 ビデオ機器)。

これでわかるように、電子計算機 の占める割合

がきわめて高 く、コ ンピュー タ産業 を支 える基盤

産業 とてのマ イクロエ レク トロニ クス産業 の重要

性が明 らか にな る。
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●図1.集 積回路の生産推移
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●表1.集 積回路の貿易動向 (単位:百 万円・千個・%)

集 積 回 路 輸 出 額

うちアメ リカ

集積回 路輸 出数量

うちアメ リカ

集 積 回 路 輸 入 額

うちアメ リカ

集積回 路輸 入数量

うちアメ リ、カ

半導体集積回路の機械分野別需要構成(1980年)

22,723

4,993(22.0)

62,720

7,923(12.6)

62,743

37、684(60.1)

236、640

112,942[(47>7)

'3
1,683

10,337(32.6>

95,382

16,706(17.5)

55,771

35,578(63◆8)

208、060

1!08t603(52.2).

52,221

17,389(33.3)

167、651

3〔〕te56(1.7.9)

61,304

40,693(66.4)

307,575

185、138(60.2)

Ie8,298

41,839(38.6)

274,27◎

60/938〈22.2)

98,465

74,059(75.2)

546,768

339,7.F7(62」)

▲:83,306

72,36|(39.5)

411,682

114,891(27.9)

108,861

69,567(63.9)

639、703

・289
,748(45.3)

注:集 積回路輸 出 ・輸入数量は実装 してな いもの を除 く

出所:大 蔵省 「通 関統計」

2 3 4 5 6 7 8 12131415(%)

出所:「 電子部品産業の中期 ビジ ョン策定に関する調査中間報告書」
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ぽ

ア
一夕ペース ・サー ビス産業の成長

いま新しい情報サービスの分野を開く

デー タベ ース ・サ ー ビス業形成 の条件

情報産業の中で情報処理業の範疇 に含 まれてい

る情報提供サー ビス業 は、デー タベース ・サー ビ

ス業 を指す と考えてよいだろう。データベースと

いう形で、社会の知的資産 をいかに共同 して有効

に利用 してい くかということは、その社 会の情報

化の尺度 を示すだけでなく、80年代 の技術開発力、

国際競争力 を左右 する重要な要素 である。

また、 コンピュータやデータ通信 をめ ぐる技術

が、デー タベース構築、流通を軸 と して高度化 す

る様相 を示 してお り、 デー タベ ース普及 の落差 が

予想外に広範 な技術力のギ ャップを生むおそれが

十分ある。

こうした認識 のもとに、 日本 でもデー タベース

を作 った り提供 したりする企業が集 まって、"デー

タベース ・サー ビス業連絡 懇談会"を 結成 して、

デー タベース ・サ ービス業 の振興 とその利用普及

のために活動 しており、ひとつの産業と しての地

位 を獲得 すべ く努力 している。

一 口に日本 のデータベース ・サー ビス業 がアメ

リカに比 べて10年 遅 れているといわれるが、市場

規模 の面 か らみると、アメ リカは1980年 で ほぼ10

億 ドル(オ ンラインのみ)に 達 しているのに対 し

て、 日本の場合 は440億 円(同 年)に す ぎない。

しかも日本の場合 はオ ンライン、バ ッチ双方 を含

めてである。

このような差、遅れがどのような原因 によるか

につ いては、情報価値 の認識の面、データベ ース

構築上 の問題 、流通上 の問題 など産業 、政府の施

策等 の積極化が望 まれよう。

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス業の姿

デー タベー ス ・サー ビス を理 解 す るうえ で、

デー タベースに関連す る用語の定義お よびデータ

ベース産業 の構造 は、次の ようになる。

・デー タベー ス=デ ー タを整理 、総 合 し、 コ ン

ピュー タ処理 が可能な形態でひとつの集 合体 に し

た情報 ファイル。

・デー タベース ・サービス=エ ン ド・ユーザーの
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利 用 に供 することを目的 と したデー タベースの作

成、提供 などにかかわる活動。

・デー タベ ース ・サー ビス業者=他 人の用 に供す

るため、データベースの構築 、流通、検索 ・解析

等の情報サ ービス業務 を行 う者。 これ らを専 門領

域 ごとに細分化すると、次の3種 類 がある。

① デー タベ ース ・プロデューサー=デ ータベ ース

を構築 する者。

② デー タベ ース ・デ ィス トリビュー ター=デ ータ

ベースを提供する者 。

③検索代行業=エ ン ド・ユ ーザ ーのニ ーズに合 う

ようなデー タベ ースの検索、コンサ ルティングを

行 う者。

・データバ ンク=通 常 は、データベ ース ・サ ービ

ス を行 う組織、機関 、部局 といった意味(デ ータ

ベースのうちフ ァク ト・デー タベース〈数値な ど〉

を意味する場合 もある)。

・オ ンライン ・データベ ース=デ ー タベースが貯

蔵 されているコンピュータとユーザー側 の端 末が

通信回線で結 ばれ、オ ンラインで アクセス、入手

可能 なデータベ ース。これ以外(例 え ば郵 便等)は 、

バ ッチ と称 する。

・ク リア リング機 能=デ ー タベ ースの利 用 に際

し、希望す るデータベ ースの所在 、内容 、料金 、

使用条件 などの案 内情報 を提供 する機能 の こと。

さらに、高度な機能 レベル と しては、デー タベー

ス内容の評価、アクセス方法 あるいは、複 数デー

タベースの統合使用 の可否 などについて も含 まれ

て くる。

・クリア リング ・セ ンター=ク リアリング機能 を

集中管理 して、専門に行 うセ ンター。 ク リア リン

グ 機 関 あ る い はDD/D(DataDictionary

Directory)ゼ フラ ーとC称 さ二π るひ＼

な〆 今後有望なデータベース.サ ー壱ス産業

:ぷ≡ ワ分野
種 々のニューメディアを媒介に して、たとえば ビデ

オ ・ディス ク(キ ャ プ テ ン ・シ ス テ ム)や 双 方 向

CATVな どで情報(デ ータベース)を 提供 してい く形

が とれ るか が産 業形 成 の条 件 とな る で あ ろ う。



● 図1.デ ー タベ ースの 分類

文献 ・記事情報

統計データ(経 済 ・社会…)

特殊データ(観 劇・実験…),

心電図,X線 写真RS写 真,

設計図,不 動産図画,…

映 像 情 報

働画情報)

(自然観察)(実 験観察)

(趣味)(ス ポーツ)(教 育)…

音 声 情 報
(自然音声)(人 声)(機 械音)

(風物音)(音 楽)・…

注:EUS)D)Cで はドキュメント・ファイルをビブリオグラフィックファイ

ル,フ ァクト・パンクをデータバンクと称 している。また,LINKな どは前

者をレファランスDB,後 者をソースDBと 分類している。

出所:デ ー タベー ス・サー ビス業連絡 懇談会
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●表3.米 国の デー タベ ース ・

サー ビス市 場(lg80年)
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● 表4.ヨ ー ロ ッパ の デー タ ベー ス ・

サ ー ビ ス市 場(lg80年)
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6
拡大する世界のコンピュータ市場

世界のコンピュータ設置状況

汎用コンピュータ設置状況

世界 にコンピュータはどれ くらいあるのだろう

か。情報化の現状 を示 すひとつの(し か し重要 な)

指標 と して、これは常 に論 じられるテーマである。

しか しなが ら、コンピュータの出現 当初 と異 な り、

スーパ ー ・コンピュー タか らマイクロコ ンピュー

タに至 るまで、 さまざまな種類 のコンピュータが

独立 して、あるい は他 の装置 に組込まれて用 いら

れている現在 にお いては、かな り困難なテーマで

もある。 ここで は、事務用超小型機 を除 くいわゆ

る汎用 コンピュー タについてみてみ る。

アメ リカの調査 会社IDC(InternationalData

Corporation)の ま とめ に よれ ば、1980年12月 末

現在全世界で使われている汎用 コンピュータは16

万4,890台 、 売価換 算金額 に して1,366億8,000万

ドルに達 して いる。

国別 にみるとアメリカが最 も多 く、台数で は全

体の34.3%の5万6,515台 、金額 では同 じく42.6%

の581億6,500万 ドルが設置 され ている。以下主要

国の汎用 コンピュータ設置状況 をみ ると、西 ドイ

ツが1万385台 、100億200万 ドル、フラ ンスが1

万2,626台,83億1,700万 ドル、イギリスが7,852台 、

69億1,500万 ドル、そ して日本 は2万4,311台 、

156億3,500万 ドル となっている。

設置台数の多い順に国別 ランクをみると、 アメ

リカ、日本(14.7%)、 ソ連(10.1%)、 フ ランス

(7.7%)、 西 ドイツ(6.3%)、 イギ リス(4.8%)、

イ タリア(2.5%)の 順 となる。一方金額比 では、

群 を抜 くアメ リカに次 いで、 日本(11.4%)、 西

ドイツ(7.3%)、 ソ連(6.7%)、 フ ランス(6.1%)、

イギ リス(5.1%)、 カナ ダ(2.9%)と 続 いている。

図1は 、設置金額 の国別 シェアをみたものである

(な お図 では ソ連 、東欧 を一括 して まとめ てあ

る)。

コンピュー タの設置台数 、金額の絶対数値だけ

では情報 化の指標 としては不十分である。そ こで、

人 口100万 人 当 たりの汎用 コンピュータ設置台数 、

お よび国 内総生 産(GDP)と 汎 用 コ ンピュー タ

設置金額 の比率 を求めてみよう。
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これらの数値をクロスし、主要国の位置づけを

みたのが図2で ある。発展途上国から先進国アメ

リカへ至る相関関係が読みとれよう。

市場の過半 を占めるIBM

さて、メー カー別 シェアという観点か らみると、

市場 は独特 の形状 を示 すようにな る。台数比 では

69.8%、 金 額比では実 に79.6%が ア メ リカ系 メー

カーの設置 ベースなので ある。 この中で もIBM

の シェアは他 を圧 してお り、台数比 では42 .2%、

金 額比 では55.5%と な っている。つ ま り、世界の

コンピュータ市場 はアメリカ系 メーカー、 より端

的にい えば、IBMに よ る寡 占市場 となっている

のである。

図3は 、設 置金 額 比 で み た世 界 の 汎用 コ ン

ピュータ市場 メーカー別 シェアである。

個 々の メーカー別に世界市場 での位置づけ をみ

る と、台数 比 ではIBMに 次 ぎHIS(10.0%)、

バ ロー ス(5.2%)、 ユ ニパ ック(4 .6%)以

上 アメ リカ系ICL(4.3%、 イ ギ リス)の 順、

金 額 比 で はIBM,HIS(6.7%)、 ユ ニ パ ック

(5.9%)、 バ ロー ス(4.3%)、ICL(2.7%)の

順 となる(ソ 連 ・東欧系 メーカーは一括 してある

ため、 メーカー順位か らは除外)。

日本の メーカーは、台数比で は富士通(4.0%)、

日本 電気(2.2%)、 日立(1.9%)の 順 で、 それ

ぞれ7,8,9位 に ランクされる。また金額比で は、

富士通(2.5%)、 日立(1.8%)、 日本電気(1.5%)

の 順 で、6、9、11位 と なって いる。

なお、この統 計はIDCに よ るもので あ り、 日

本 の デー タについて は通産省 の調査 とかな り異

なって いる。これ は、前者 が超小型機 を対象 と し

ていないのに対 し、後者 はこれ を含 めている こと

(通 産 省調査 では実動 台数 の半 数以 上 は超 小型

機)、 そ して前者が機種 によ りこの区別 を行 って

いるの に対 し、後者は システム価格 で規模 を決定

していることによるものである。

ちなみに通産省調査 による日本の設置状況 は、

81年12月 末 現在で10万1,033台,4兆5,752億 円 で

ある。



● 図1.国 別 こみた世界の1朋 コンビ=一 夕設置状況
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●第2部 ●日本の情報産業の進展

7
わが国の情報化施策
情報産業の育成のために

昭和32年 の 「電振法」に始まる

日本のコンピュータ産業に関する国の施策は、

1957(昭 和32)年 の電子工業振興臨時措置法(電

振法)の 制定に始まる。翌年、日本電子工業振興

協会が設立され、先端技術の調査研究、生産合理

化、利用の拡大 ・普及などの施策の推進に当たっ

た。

国産コンピュータ業界の企業化のためには1961

(昭和36)年 、共同レンタル会社、日本電子計算

機(JECC)が 設立され、開銀融資等によるレン

タル資金が確保された。

1964(昭 和39)年 には、鉱工業補助金による初

の共同開発コンピュータ、FONTACが 開発され

た。

同年、雪掻法が7カ 年延長され、翌年には電子

工業審議会の 「電子計算機の国際競争力強化につ

いて」の答申にもとづき、大型プロジェク ト制度

による超高性能電子計算機の開発が始まり、6年

後に完成 した。

1967(昭 和42)年 、情報処理の高度化、通信と

結合、ソフ トウエア技術の高度化などに対応 し、

日本情報処理開発センター(現 ・(財)日 本情報

処理開発協会)が 設立 された。

情報処理の高度化施策、情報産業の育成施策は、

産業構造審議会(産 構審)の 情報産業部会への通

産大臣諮問で多 くは始まるが、答申の第1弾 は

1969(昭 和44)年 、「情報処理および情報産業施

策に関する答申」である。

ソフ トウエア産業、情報処理サービス業など情

報処理産業の育成振興に関 しては、1970(昭 和45)

年、情報処理振興事業協会等に関する法律が成立、

同年、 これに もとつ く情報処理振興事業協会

(IPA)が 設立された。

1971(昭 和46)年 には、従来の電振法に代わって、

特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法

(機電法)が 制定された。

コンピュータ開発施策については第2の 大型プ

ロジェク トとして、パターン情報処理 システムの

開発が1971(昭 和46)年 に、8カ 年計画で開始さ
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れ た 。

社会情報 システムの開発 も重視 され始め、1973

(昭和48)年 に は生活映像情報 システム開発協会

が、翌年 には医療情報 シス テム開発 センターが設

立 された。

次は新世代 コンピュータ開発

情 報産業施策の ひとつの転機は、1971(昭 和46)

年 の コン ピュー タの一部 自由化 決定 に伴 う もの

だった。

1972(昭 和42)年 度 、電子計算機等 開発促進費

補助 金 の制 度 が発足 し、 これ によ り、国産 コン

ピュータ ・メーカーは、日立 ・富士通 、日電 ・東

芝、三菱 ・沖 の3グ ループを結成 し、新機種 の開

発 に入 った。

同年度、周辺装置等 開発促進費補助金、翌年度

には集積回路 開発促進 費補助金お よび情報産業振

興対策補助金 の制度が発足 した。

ソフ トウエ ア業界 は5つ の ソ フ トウエ ア ・モ

ジュール技術研究組合 を結成 し、ソフ トウエア生

産の合理化 を図った。

1974(昭 和49)年 、産業構造審議会 ・情報産業

部会 は 「情報化、情報産業のあ り方」 につ いて答

申 した。

1976(昭 和51)年 、国産メーカー5社 は、超エ ル ・

エス ・アイ技術研究組合 を結成 、3カ 年計画 で超

LSI技 術 確立へ進んだ。

同年、ソフ トウエア業界 は17社 が 代表会社 とな

り、協同 システム開発 を設立 した。

1978(昭 和53)年 、機電法の後継法、特定機械

情報産業振興 臨時措置 法が制定 され た。

1979(昭 和54)年 、 次世代電子計算機用基本技

術(OS)開 発 計画が開始 された。

1980(昭 和55)年 、産業構造審議会 ・情報産業

部会は、「80年代 の情報化及 び情報産業の在 り方」

を答申 した。

そ して1981年 、科学技術用高 速計算 システム技

術研究組合 が、翌年には新世代 コンピュータ技術

開発機構 が、いずれ も政府の支援 を受けて発足 し

ている。



●図1,情 報産業振興法の系譜

機械工業辰酬 日寺措置法

(機 振 法)
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特定電子工業及び

特定機械工業

振興臨時措置法
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〔特定機械工業振興〕
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1

電子工業振興臨時措置法

(電振法)
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〔ソフ トウエア開発促進〕

〔情報処理サービス業等育成〕
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出 所:(財)日 本 情 報 処 理 開 発協 会|982年 「コ ン ピュ ー タ 白書 」

●表1.審 議会における方向づけ

●電子 工業審 議会

1966年3月

●産業構造審議会

1968年9月

1969年5月

1971年5月

1974年9月

1976年7月

198D年|2月

1981年6月

「電子計算機工 業の国際競争力強化の ための施策に関する諮問 に対 する答申」

情報産業部会

「情報処理及 び情報処理 産業の発展のための施策 に関す る中間答 申」

一 コンピュー タ リゼーシ ョンを中核 として情報化の推進

「情 報処 理及 び情報処理産業の発展の ための施策に関する答 申J

-一 情報化社会の扉 を叩 こう

「産業 の情報化 に関す る中間答 申」 .

一 企 業行動 における情 報処理 の高度化 を通 じて知識集約化の推進 を

「情報産 業部会 中間答 申」

一 産業分野の情報化 に より社会 ・生活分野 の情 報化へ

「昭和60年 度 におけ るわが 国の情報化 及び情報産業の計量予測」

-1974年9月 中間答 申 をうけた情報化及 び情報 産業の定量的把握

'情報 産業部会 中間答 申」

-se年 代の情報化及 び情報産業の在 り方並 びにこれらに対す る施策の在 り方

「情 報産業部会 答 申」

-80年 代の情報化及 び情報産 業の在 り方並 びにこれらに対す る施策の在 り方

方
」

]

.

合

}

出所:(財)日 本情 報処理開発協会ig82年 「コンピュー タ白書」
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●第2部 ●日本の情報産業の進展

8
わが国の情報化施策
情報化の普及にむけて

生活関連分野の情報化

通産省による情報化施策の中には、国民 の社会

生活に関連する各種社会 システムの開発 が取 り上

げられている。

社会 システムは、都市 、住宅 、交通 、環 境、医療 、

福祉、教育など生活関連分野の情報化 を進 め、個

人 を主要 な受益者 と し、福祉の向上 に役立 てるシ

ステムとされる。

この うち、医療 システムに関 して は、1973(昭

和48)年 度 に(財)日 本情報処理 開発協会(JI

PDEC)が 、医療情報 システムの開発 に着手 し、

一方、厚生省 も同年度 に医療 シス テム について研

究 を行った。

翌年度からは両省を一体化 し、総合的な医療情

報 システムの開発 を行 うことにな り、その推進母

体 と して、(財)医 療 情報 システ ム開発 セ ンター

が設立 された。1978(昭 和53)年 度 か らは、5カ

年計画でヘルスケア ・ネ ッ トワーク ・システムの

開発 を進めてい る。

また、通産省 は地域 コ ミュニテ ィの形成、個 人

の情報選択 などに応 ずる生活映像情報 シス テムの

開発 を計画 、1973(昭 和48)年 に郵政省 と共管 で

(財)生 活映像情報 シス テム開発協会 を設立、映

像情報 システムは奈良県東生駒 でモデル ・システ

ムが開発 され、一方、生 活情報 システムは東京 ・

多摩ニ ュータウンで実験 を行 い、実施段階 に入 っ

ている。

都市 システムでは、1978(昭 和53)年 度 に省エ

ネル ギー都市 機械 システ ムの調査研 究 を行 い、

1980(昭 和55)年 度 か らは、代替 エネルギー利用

型 コミュニテ ィ ・エ ネル ギー ・システムの調査研

究 を進 めている。

また、通産省が(財)日 本情報処理 開発協会 に

委託 しているものに、1980(昭 和55)年 か ら貿易

情報 システム開発 のための調査 ・分析 を行 ってい

る。

社会 システム開発 の重要性 は産業構造審議会 の

「80年代 通商産業 ビジ ョン」 にも盛 り込 まれ、メ

カ トロニ クス、OA、CAI、 映 像情報 システムな
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②

どの生活 ・社会関連分野 への応用が期待 されてい

る。

通産省の ほか に行政管理庁 、文部省、郵政省に

よって推進 されている施策 がある。

行政 の情報化 に関 しては、行政管理庁 が毎年度

「行政情報 システム関係業務運営方針」 を定め、

計画的に情報 シス テムの高度化 、効率化を進めて

いる。また、関連の調査 ・研究機関 と して、1965(昭

和40)年 に、(社)行 政情報 システム研究所が設

立 されている。

なお、行政管理庁 では1975(昭 和50)年 か ら、

行政機関のコ ンピュータ利用に伴 うプライバ シー

保護の問題 を検討 、1981(昭 和56)年 に は、プラ

イバ シー保護研究会 を開催 し、具体的 な保護策 に

つ いて研究 している。

通信政策 も一体 に

文部省は情報処理教育の振興 を図っており、こ

れまで、①大学における情報処理教育体制の整備、

②全国共同利用大型計算機センターの整備、③私

立大学の情報処理関係設備の整備、④高等学校に

おける情報処理教育の推進 などを進めてい

る。

郵政省の情報化施策 は、1980(昭 和55)年 に電

気通信政策懇談会が発足、80年代の政策に関し審

議を行っている。

データ通信施策では、データ通信の高度化を図

るための、①プロ トコル検証システム、②データ

ベース利用技術、③データ通信向き言語 の開

発調査が実施 され、データ通信に伴 うデータ保全、

プライバ シー保護についても、モデル ・システム

で実験するなど対策を研究 している。また、国際

用データ流通問題についても部外有識者を含め調

査研究を進めている。

そのほか、①生活情報システム(CCIS)の 実験、

②CAPTAINシ ステムの実験 を行い、いずれも

実地段階を迎えている。さらに、筑波研究学園都

市での高度総合情報通信 システムの開発や、全国

レベルでの行政情報通信網(AICON)の 整備が

進められている。
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・電気通信学会に電子計算機専門委員会を設置

・PCS輸 入税の免除

・日科技連
,PC委 員会発足

・電波技術協会に電子計算機調査委員会設置

・通信機・電気 メーカー6社 分担 で外国機種を分解爾査

・科学披講情報セ ンター発足

・エレク トロニクス協議会発足

…← 　 「』'

臼

・

●

・目利被連,プ ログラム懇談会発足'

・情報処理学会設立
`
・電子工業5カ 年計画の策定

・日本データプロセシング協会設立

・国立7大 学計算センター協 議会が発足

・第f回 電子計算機 ショペ開 く

・電子工業審議会 「電子計算機の国際競争力の育成」諮問につ

いて通魔大臣に中間答申

◆日本電子計算機開発協会発足

・日本 ソフ トウエア設立.、日電,日 立、富士通の共同出資
・大型プロジェク ト超高性能電子計算機開発スター ト

・電子工業審餓会,電 子験算機工業の国際競争力強化のための

施策を答申

'通 産大臣
,産 業構造審護会に 「情報処理および情報産業の健

全な発展 をはか るための施策」 を諮問

・日1本情報処理開発センター発足

・ 「政府における電子計算機利用の今後の方策について」閣議

決定

・26省庁担当者が電子計算機 利用技術研究会を結成

・日本経営情報開発協会発足 く前 ・日本電子計算機開発協会)

・産構審 「1情報産業施策諮問Jの 中間答申

・日本情報処理開発センター中央研修所開設

:買 戻 し損失準備金制度00%)新 設

・産構審 「情報処理施策の基本方向」 出す

・産構審 「情報産業育成施策」答申

・郵政大臣,郵 政審誤会に'回 線の利用制度について」諮問

・情報処理技術者認定制度に基づ き第1回 情報処理技術者試験

実施

・情報処理研修センター発足

・ソフ トウエア産業振興協会発足

・日本情報センター協会発足

・情報処理振興事業協会等に関す る法律成立
1
・産構審にシンクタンクのあ り方諮問

・情報処理振興事業協会発足

・電子計算 機特別償却制度の新設

・電子情報処理振興審議会が発足(電 子工業審餓会を発展解消)

・ソフ トウエア権利保護調査委員会発足

・パターン情報処理システム開発計画(第2次 ×型プロジェク ト)

スター ト

・国産 コンピェ}タ
,一 部自由化方針決定バ ,・'令

・特定機電法の高度化計画決定

・日立 と富士通新機種共同開発で基本的協力関係

`fヨ電,NEAC22ee-575タ375発 表
・沖電気 と三菱遠機が技徳提携関係に入 ることで合意

・情報産業振興事業協会第1回 委託開発プ ログラム募集

・電子審 「電子計算機利用高度化計画」 を了承

・特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法.成 立
・公衆電気通信法の一部改定.可 決成立

・遠隔情報処理利用推進協議会が発足

・情報処理振興審議会ら情報化推進施策の基本方向

・日立,富 士通,超 高性能 コンピュータ開発技術研究組合結成
・日電,東 芝,新 コンピュータ ・シリーズ技術研究組合結成
・三菱,沖 電気,超 高性能電子計算機技術研究組合結成

・第|回 情報化週間開催

・日本 コンピュータ ・ユーテ ィリティ協会発足

・,郵政省 ・行政管理庁,行 政情報通信ネッ トワーク構想提示

・郵政省,情 報通僧業連絡協議会発足
・通産省,電 子計算機自由化最終案 まとまる

・国産6社 ,電 算機協調促進協議会設置
・政府,電 算機 自由化を正式決定

・著作権審議会,プ ログラム保護に関 し報告

・生活映像情報システム開発協会発足

・財団法人,日 本データ通信協会発足

・通産省,産 構審に情報化,情 報産業のあり方諮問

・ソフ トウエア技術研究組合,ORお よび事業処理分野のグルー

プ結成

・ソフ トウエア・モジュール研究組合,5グ ループ結成,連 絡協

議会発足

・電気通信産業連盟発足

・行管庁長官,行 政監理委員会にプライバシー保護対策のあ り

方諮問

・電子計算機の技術導入,完 全自由化

・産構審・情報産業部会.情 報化 ・情報産業のあ り方 と施策 につ

いて中間答申

`情 報処理サービス業の50%資 本 自由化

・集積回路のIO9%自 由化

・次世代 コンピュータ開発§十画がまとまる。通産省ザ超しSl開・

発に補助金交付を計画

・電子計算機のlOO%輸 入自由化実施

・超エル ・エス ・アイ技術研究組合発足

・電子計算機利用高度化計画,情 報処理振興審姐会で了承 さる

・産業構造審議会情報産業部会は昭和60年 度におけるわが国の

情報化および情報産業の罰責予測結果を発表
・郵政省は特定通信回線の他人使用の基準を改正 し,情 報処理

巣者の業務の制限を大幅に緩和

・通産省,「 電子計算機システム安全対策規準」まとめる

・電電公社は新データ綱サービス(DOX)を19年 上期か ら東京,

大阪,横 浜,名 古屋で開始すると発表。

(回線交換サー ビスとバケッ ト交換サー ビス)

・通産省,"ポ ス ト機電法"と して 「機構法」の内容をまとめる
・,コンピュータ,周 辺機器の輸入関税引き下 げ

・JECC
,プmグ ラム ・プロダクトの取 り扱い開始

・郵政省,国 際タイムシェアの国際園 内通信回線の使用 を認

可

・特定機械情報産業振興臨時措置法が参院本会議で可決成立

三生活映像情報システム開発琉金 奈良県生駒市でひ イ ・オr㌢

ビスの実験放送開始

出所:(財)日 本情報処理開発協会

「世 界 コンピュータ年鑑 」1980年 版
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●第2部 ●日本の情報産業の進展

9
情報産業の国際化
先端技術分野で新たな貿易摩擦

国際舞台へ上がる情報産業

ス ター トが遅 く、欧米特 にアメ リカか らの技術

吸収 に努める ことで発展 してきたわが国の情報産

業 は、今や国際的 に評価 され る地位 にまで至 って

いる。

ハ ー ドウエア産業の発展 の一つの指標 として、

コンピュータおよび関連装置の輸出実績 をみてみ

ると、1965年 にわずか12億3,500万 円(し かもそ

の多 くは日本アイ ・ピー ・エ ムによるもの といわ

れている)だ った ものが、81年 に は2,654億6,000

万 円 へ と実 に215倍 の伸 び とな って いる。 この う

ちデジタル ・コ ンピュータ本体 は11億8,000万 円

か ら578億4,000万 円 へ 増 え、 ま た周 辺 装 置 は

1,200万 円 か ら1,354億7,000万 円 へ と本体 をはる

か に上 回る伸 びをみせている。コ ンピュー タお よ

び関連装置の生産総額 に占める輸 出の割合 は18%

と ま だ決 して高 くはないが、 その比率 は年 々高

まっている。

本体輸 出で注 目されることは、いわゆるプラグ

コ ンパ ティブ ル ・メ イ ン フ レー ム と呼 ばれ る

IBM互 換 機 分野 で、 日本 メーカーが世 界最大 の

供給源となっていることである。

さらに、海外企業 か らの技術導入契約 では、 そ

の期限切 れとともに解消 した り双方 向の協力契約

に変更 した りす るところが相 次いでいる し、逆 に

欧米企業 に技術供与を行 う場合 も数 多 く出 ている

点で ある。

ソフ トウエ ア産業は、欧米に比 べればまだまだ

の感が強 いが、それでも海外 に支社 や子会社 を設

ける企業 が徐 々に増えつつ あるし、海外企業 との

提携 も増 えている。

日本企業 が力 をつけ、国際市場 へ進 出するにつ

れ、貿易摩擦 が表面化 してきてい る。海外 か らの

批判 を約 言すると、製品の集中豪雨 的輸 出とそれ

に比 べ ての 日本市場 の閉鎖性 とい うところ にあ

る。

情報産業関連 では、今 までの ところ対米 関係 が

最 も問題 となっており、半導体の輸出急増 やその

価格 、日本の コンピュータ輸入関税、通信 回線利
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用制度、官公庁等での資材調達に際しての外国企

業の取扱い、ナショナル ・プロジェク トに対する

外資企業の参加問題などが論 じられてきた。

新しい相互関係の樹立を

日本側はこうした批判に対し、関税引下げの前

倒 し実施や、電電公社の資材調達の外国企業への

開放など具体策を示すとともに、誤った認識に基

づくものに対 してはその誤解を解くよう努めるな

ど、対応を図っている。

現在 はこの非難の嵐 も小康状態となっている

が、アメリカで日本製64K・RAMの 価格調査が

進められているなど、依然問題はくすぶり続けて

いる。

最近特に欧米諸国の関心が高まっているのは、

官民共同による研究開発プロジェク トである。と

りわけ、日本が本腰 を入れている第5世 代 コン

ピュータ研究開発計画には、海外からの参画の打

診も少なくないようだ。

高度技術製品分野は、アメリカのみならず先進

諸国が共通して持つ利害関心である以上、日本が

国際競争力をつけ輸出を増大させてゆくにつれ、

海外からの風当たりが強 くなるのは当然予想され

よう。

そしてこれが、他産業へ波及するような、大き

な貿易摩擦の火ダネともな りかねない。

そこで必要となるのは、新 しい相互関係を打ち

立てることである。この際重要なのは、緊密な相

互コミュニケーションと互恵の意識である。情報

の不足に基づく誤解は、より一層大きな誤解を引

き起 こす。一方的な情報収集でなく、進んで情報

を提供 しあうという点から相互理解の道が開けて

くるのである。

情報産業はシステム事業であり、長期にわたる

幅広いサポー トも必要になってくる。そ して何よ

りも信頼関係が前提として要求 される。わが国の

情報産業が、真に国際的評価を勝ち得るためには、

こうした新 しい相互関係を築いてゆかなければな

らない。

今、その途が模索されつつあるのである。
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●第2部 ●日本の情報産業の進展

10
ソフ トウエア流通と利用の拡大

ユーザーの ソフ トウエア利用の変化

流通を阻んだ原因

ソフ トウエ アの流通 とい う問題 を ソフ トウエ

ア ・パ ッケージ、既成のパ ッケージの流通 という

問題 として考 えるな らば、わが国においては、か

つて汎用 コンピュータにつ いての汎用 プログラム

のパ ッケ ージが広 く流通 したという形跡 は見受 け

られない。従 来のどのような調査によっても、利

用者側か らみ るな らば、プログラム ・パ ッケージ

の購入費が利 用者のコ ンピュータ総経費中に占め

る割合 は、せ いぜい0.3%程 度 で あって、それ以

上には出てい ない。

この理 由は、わが国においてはアメリカの よう

にIBM機 種 が全体 の60%以 上 を占め、 したが っ

てIBMマ シ ンに適用 するパ ッケージ ・ソフ トウ

エ アの流通 という点か らは、市場が大 きいという

よ う な事 情 と は まっ た く異 なって お り、 コ ン

ピュータ ・メー カーも、機種 も多 く、 したがって

汎用 プログラムという概念がそ もそも成立 しに く

かったとい う点 にある。もちろん、相当以前 か ら

わが国の メーカーの多 くは、IBMコ ンパチ ブル

という線 を打 ち出 してはいるけれ ども、それ は大

筋 においてコンパチブルとはいえて も、細か いプ

ログラムの実際 に当たるな らば、決 して簡単 にコ

ンパチブルとはいえない。

したがって、 ある機 種のあるバ ージ ョンに対 し

てある プログ ラムが非常 にす ぐれて いると して

も、それを汎用化 できるか といえばそうはいかな

いわけで、極端 にいえば、そのメーカーの上位 、

下位 機種 につ いて も互 換性 は まず ないであ ろ う

し、ま して メー カーが違 ったならば、たとえば同

じIBMコ ンパチ ブル と称 して いて も、A社 でつ

くられたプログラム ・パ ッケージは、決 してB社

のある機種 に対 してそのまま適用 されるというこ

とはあ り得 ない。 したが って、あるプログラムを

広 く流通 させ ようと思えば、機種 ごとに、バ ージ ョ

ンごとにコンバ ー ト(変 換)す る必要があ り、そ

のようなアプ リケーシ ョン ・プログラムを機種 ご

とにコンバー トしようとす るな らば、 コス ト的に

いって決 して見 合うはずが ない。
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以 上 のような理 由か ら、わが国においては汎用

コンピュータの プログラム ・パ ッケージの自由な

流通 とい うことは、経済的 に成 り立 ちに くい状況

にあった。

プロ グラム ・パ ッケー ジの 流通

しか し、70年 代 の後半にな って、事情 は少 しず

つ変化 していった。ソフ トウエア ・パ ッケージが

注 目されてきた理 由と して、ユーザ ーにとって買

いやす い環境が生まれてきたの と、その背景 に、

ソフ トウエア ・コス トの急激 な増大 とソフ トウエ

アの要員不足 という問題が表面化 して きたことが

あげ られる。さ らに、分散処理 システムの普及 と

それに伴 う小型 コンピューター オフ ィス ・コン

ピュー タとか ミニ コ ンピュー タ、 マ イク ロ コン

ピュー タ等の利用の急速な増大が、この傾向 に拍

車 をかけたのである。

分散処理 システムの浸透 は、 コンピュー タ室 の

人達 だけでな く、エ ン ド・ユ ーザーの システム利

用 への道 を大き く開いた。エ ン ド・ユーザーが、

自 らコンピュータを操作 するようにな り、新 しい

ア プ リケー シ ョンでの利用 を求 め るよ うにな っ

た。一方 、コンピュータ要員 は既存の プログラム

の メンテナンスに時間 をとられているため、新規

アプリケーシ ョンのソフ トウエア開発 ニーズに対

応 し切れず、エ ン ド・ユ ーザ ーは既成 のソフ トウ

エ ア ・パ ッケージの利用 を強 く要請する、といっ

た事情が出てきたのである。

また、マ イクロコンピュー タにつ いて は、その

広 く流通する上位機種については、機種 ごとに何

百 という既成 プログラムが開発 されて、 これ はほ

ぼそのまま流通 している。多い ものでは、1つ の

機種 に対 して何千種類 というプログラムがある。

したがって、今後 も少な くともわが国 において は、

汎用機についてはプログラム ・パ ッケー ジの流通

は少 なく、オフィス ・コン ピュータにおいて は若

干の手直 しを伴 ってパ ッケージの流通 はある程度

までい くと考え られ、マ イクロ コンピュータにつ

いて は、広 くパ ッケー ジの流通 が行 われるものと

考え られる。
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出所:56年 度(財)情 報処理開発協 会調査

●図1.プ ログ ラム分類別・購入 プログラム総合パフ ォーマンス評価
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世界の情報化指標 ● 日 ・米 ・欧の情報サー ビス市場比較

民間オンライン

280億 円(3.7%)

処

オ ン ライ ン

1,250億 円

(16.3%)

情 報提供 サ ー ビス440億 円(5.8%)

バ ッチ290億 円(3 .8%)

オ ン ライ ン150億 円(2.0%)

1.540億 円

(20.1%)

■
●

{霊,。円}

(注)日 本電信電話公社のデー タ通信設備サー ビスを含 む

オ ン ライ ン

7.6|0億 円

(32.4%)

合 計

2兆3、49〔瀧 円

6,260億 円

(26.6%)

〈62.fi%、

1,870億 円(β.O%)

■

オ ンラ イ ン

3,|60億 円

(24.2%)

iオ島3,040傷F隅

8,8eO億 円

情報 提供 サ ー ビ ス1.510億 円(li.6%)

バ ッチ1,310億 円(|0.0%)

オン ライ ン200億 円(1.6%)

2,730億 円

(20.9%)
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飛躍する日本の情報化
過去 ・現在 ・未来

情報処理

コンピュータ技術の発展



●第3部 ●情報処理一 コン ピュータ技術の発展

1
日本の コンピ ュータ開発史

日米10年 の 差 か ら出発

世界最初 の電気機械式(リ レー式)コ ンピュー

タは、1944(昭 和19)年 完 成 のASCC(ハ ーバ ー

ド大MARK・1)で あ り、世界最初 の電子式(真

空管式)コ ンピュー タは1945(昭 和20)年 完 成の

ENIACだ った。

同 じように、日本最初 の電気機械 式 コンピュー

タは1953(昭 和28)年 完 成の通商産業省電気試験

所 に よるETL・MARK・1で あ り、 日本最 初の

電子式 コンピュータは1956(昭 和31)年 完成 の富

士 フイルムによるFUJICで あ った。

この間、 日米の完成 時期 は約10年 の 差があった

わけである。

リレー ・コンピュー タは、日本で も戦前か ら研

究 され、戦後 は最初の実用型 自動計算機 として開

発 された。電気試験所 は次いで1955(昭 和30)年 、

当時世界最大 とい われ たMAKR・IIを 富 士通 の

製作協力 により完成 した。富士通 は別途、実 用型

の リレー ・コンピュータを開発 、の ちの国産 コン

ピュータ ・メーカーの中で リレー式 を商用化 した

のは同社だ けであった。

一方
、真空管 を使 った コンピュータは1946--51

(昭和21--26)年 にかけ、大阪大学 、富士 フイルム、

東芝 、東大で研究が始ま った。

いずれ も、世界初 の プロ グラム内蔵 方式 コ ン

ピュータ、EDSACに 範 をとり、 しか しそれぞれ

メモ リーには相違 があった。

当時、日本で もコ ンピュー タ開発 が必要 だとの

機運 が、主 として学界か ら上 が り、1952(昭 和27)

年 に は東大が東芝 を協力者 と してTACの 開 発 を

始めた。TACは7年 後完成 した。

1954年(昭 和29)年 、 東大で新 しい素子パ ラメ

トロンが発 明され、 これ により1957～58(昭 和32

～33)年
、東大、電電公社電 気通信研究所 、日立

製作所 、日本電気がパ ラメ トロン ・コンピュータ

を開発 した。

パ ラメ トロン ・コンピュー タは 日本独特 のもの

として、当時有望視 され、富士通 、沖電気 、光電

製作所 、東京電機大学 、大井電機 な どで実用機 や
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試作機が製作された。

トラン ジスタ ・コ ン ピュー タ開発 の系 譜

パ ラメ トロン式の開発 とほぼ同時に、日本 では

トランジスタ式 コンピュータの開発が始 まってい

た。第1号 は、電 気試 験 所 のETL・MARK・

10で あ る。これは世界 で3番 目の開発 、また"総 体"

と して完成 したの はこれ が世界で最初の ものだっ

たとされる。

真空管式のFUJICよ り約半年後 に完成 し、 日

本 ではきわめて早 く トラ ンジスタ式の開発 に成功

したことになる。

電気試験所 は翌年 、実用型 のMARK・IVを 完

成 し、これの民間への技術移転 によ り、日本電気 、

日立製作所、北辰電機 、松下 通信工業 、沖電気が

1958～59(昭 和33～34)年 に トランジスタ式 を製

作 した。

また、ETL・MARK・IVの 系統 とは別 に、東

芝、三菱電機、富士 通、沖電 気、 ウノケ電子工業

が1959'-61(昭 和34-一一36)年 に トランジス タ式 を

商品化 した。 ほか に、 国鉄 、NHK、 京 都 大学 、

慶応大学 で同時期 に トラ ンジス タ式 が開発 され

た。

1950年 代 の日本の コン ピュータは、パ ラメ トロ

ン式と トランジスタ式が並行 して開発 され、ど ち

らを選 ぶかの議論 も生 じたが 、結局 トランジス タ

式がその後の主流 となった。

当時、輸入機 は、UNIVAC120、 ベ ンデ ィック

スG-15、IBM650の 順 で 日本 に入 って いた。いず

れも真空管式 だったが、米国機 はPCSを ベ ー ス

に入 出力部分 が整 ってお り、 日本 の それ ぞれの

メーカーは当初 、IBM650を 目標 に商用機の開発

を進めていた。

次いで60年 代 に入 ると トランジスタ式の大型機

や小型機 が輸入 され、国産機 は これへ の対抗機 を

開発する ことを迫 られた。

同時 にコンピュー タに関 するIBMの 基 本特許

が問題 となり、1960(昭 和35)年 に 、IBMと 国

産コンピュータ関連15社 との間で特許実施権 の契

約が結 ばれた。
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エイケンの"Markl貢 完成,ハ ーバー ドに設置 !
.同 声 ■

,二 r」 ・城憲三(阪 ×).EMAC型 電子計算機の研究開始

ムーア電気 工学教室{MoorScboolofE.E.=ペ ンシルベ ニア大).ED"C …
1㌧

!1・ 岡崎文次(富 士フイルム),FUJIC開 発`;着 手

(εlectronicDiscreteVariableAutomaWcComputer)の 設 計 と 製 作{;
.ぽ11,,{ .躰 イン タ_ナ 。.ナ ル.ビ 瀦..マ シンズ疑

着手

ノイマン(JohnVonNeロmann).「 電子計算機の論理 設計序鎗」発表. 掘::;竺 ㌫;嬬 麟 灘 ㌫ ・
プロダラム記憶方式概念を打出す

.■

!・-',・ 東大,TAC開 発に着手

モーク リー,エ ッカー トのεMAC完 成

BeilLaぴ.ト ランジスタ発明
■■lll倣 城研・・・…C型・糎 成
一!、=X.'電 気試験所MARK・1完 成(リ レー式)

ウ ィーナー,サ イバネテ ィクス発明 ゴ ー・ ・後藤英一(東 大),パ ラメ トロン発明

モーク リー.エ ツカー.トぐ.B困AC完 成 ・電電公社電気通信研究所,パ ラメトロン計算機の研究開始
M.V.ウ ィルクス(Wilkes:ケ ンブ リッジ×),最 初のプログラム内」竜憤 ・東大,通 研.国 際電電 のパ ラメ トロン共同研究開始

式計算機EDSAC(Electro爾cDelayedStorageAummaWcCalculぷo「) ・富士通 リレー式FAC〔湖{00完 成

完成 !・ 電気試験所、 トランジスタ式M姻K・m開 発着手

ペ ンシルベニア大,EDVAC完 成,ア バディーン試射場に設置(当 初 と ・白いMARK・II(リ レー)完 成

は別のグループにより完成) ・高田昇平(日 立製作所) ,長 森享三(日 本電気)の それぞれパラメ ・ロン

MIT,コ ア記憶装置 実用化 計算機の研究開始

Reming㎞nRand,ぷ 【VAC・1(UN}Ver盟lAu的ma6cComputer)を 完 成, !';.FUJ〔C克 成

統計局に設置(プOク ラム記憶方式による最初の商業計算機) ・ETいMARK・m完 成,次 いで接合型 トランジスタ式MARK・Wに 唐手

イリノイ大,ILUAC'1発 成 ・富士通 ,リ レー式FACOM{28完 成

lBM,7田 発表 ・日本電子測器,パ ラメ トロン式PD15}6完 成

18M702,650発 表 ・有陵電機精機 ,FAC㎝1288に よ↓」初の計算サー ビス

量8M7041705発 表 }.・ 電気通信研究所.MUSAS聞NO・1蓑 …成.

8帥d氏Gl5兜 成 ・国産5社,分}旦 試作開始.ぷ:
衰.

,'ゴ ㌧ 肖r
づ 囁.は.x..UNIVAC目03A開 発 !・硝子工業振興臨時措置法の傷膿巨 。 ㍉・..
s

18M.305RAMAC,6§1}RぷAC発 表
P

・日立HIPACI完 成

C◎ntrolOataCorpora60n(CDC)設 立 .東 大高橋研究室PC1/4完 成 ,PC:`開 発清手

トランジスタ式USSC発 表 ・ETL・MARK・W完 成,倒 産各社 を技術指導

旧M709発 表 ・光電製作所KS325完 成

全 トランジス タ式Philco2000発 表 !-;・ 日電パラメ トロン式NEAC}101完 成

lBM7090,7070発 表 ・東大高橋研究室,PC・1完 成 、

lBMl40|発 表 ・MUSASH〔NO・1メ モ リー増大

G∈.GAMMA60発 表 ・日本レミントン・ユニパ ック社設立。 第一物産(現 三井物産),ス ペリーラ

UN|VAC490.回 目07,回 田発表 ン ド.東 芝の共同出資

UMVAC・LARK完 成 ・PC・2 .富 士通と共同開発開始

18Ml410,同7030STRET斑.同7000シ リー ズ生産開始 ・日本電気 ,ト ランジスタ式NひC2201完 成

Gε635発 表 ・日電 ,東 北大 と共 同でSENAC{N£AC目02)を 開発

Mぼ,プ ロジェク トMACの 開始{TSS) ・電子協,電 子計算 センター開設,NEAC2201を 設置

lBM.シ ステム360設 計開始 ・日立,HIPAC旧 焼 成

18Ml4401岡7094.剛010発 表 1-!・ 東京電機大学TDACを 完成

UNIVAC}004発 表 ・電気杖険所翻訳機 「やまと」完成 ジ
「

18M,テ レプロセシング 今システ ム発表 ・TAC築 成
P

MiT.MACシ ステム開発 ・刊TAC301発 表

証 とMachines-Bu肋 《Gεを設立 ・バリのユネ スコ会阻`;NEAC2201.HIPAC{Olを 出品

旧M70偶 発表 ・国鉄,座 席予約システムMARS導 入

UNIVAC釘8発 表 ・松下通信工業 ,MA朝CI完 成

18Mシ ステム360発 表 ・東芝 ,TOSBAC2190,3100完 成

GE600発 表 ・北辰電機H㏄100完 成

UMVAC494.1|08発 表 !;1・ 三菱電機MEしCOMIIO1発 表

lBMll30発 表 ・NHK技 術研究所,ト ランジスタ式計算機を開発
.

lLLIAC・W計 画開始 ・ε†L・MARK・V ,日 立に発注

NCRセ ンチュ リー100,200発 表 ・HITACIO2(京 大K㏄1)開 発

1CT.ε εC,円essey合 併によ り,イ ギリスに1CL正 式成立 ・(脚TAC5090発 衷

フランスC"1プ ラン・カル キュル第1号 機(IRIC50)発 表 ・ウノケ電子工業股立

UNIVACl.106発 表 ・日本アイ ・ピー ・エム ,i8M・w陀 との枝術援助契約許可

旧M醜 分鞍 繊1:
.
1肖

・国産メーカー7社 とlBMが 基本 、 締結の 「

旧Mシステムノ3発褒 ・富士通,FAC〔 脳2田 開発 …oぷ

εεCが超大型機共同開発を計画 ・北辰電気ド㏄200完 成

コメコン諸 国.RYADコ ンピュー タ共同開発に購印 !;・ 日立、RCAと 技術提携

旧M価格分離政策,世 界各国に適用 ・日本電子 計算機(JE㏄)設 立

lBMシ ステム370モ デル155.旧5発 表 ・PC2(FACOM202)引 …成

RCA新 機種2,3.6,ヌ 発表 ・HIPAC:03,HIW3010発 表

lBMシ ステム7発 衷 ・FAC㎝24晩 成

BurroughsB700発 表 ・ウノヶ電子工桑 ,USAC5010.3010を 開発

AmdahlCorp.設 立 ・東芝T
」

XeroxDaωSy就emSjgma9発 表 ・北辰電機H㏄300完 成

即S,6000シ リーズ発表 !;'・ 三菱電機.TRWと 技術提携

イギ リスICL新Sシ リーズ発表 ・内田洋行 .ウ ノケ電子工業 と業務提携

RCA,コ ンピュー タ事案から撤退 .日 電、Honey鴫1|と 技術提 携

U剛vAC,9000シ リーズ発表 ・電子計算機技術研究組合が発足

HIS、2000シ リーズ発表 ・富士通 ,沖,日 電3社F㎝TAC開 発開始.

東ドイツ,ラ イプチヒ見本市.で東欧勢力第三世代機発表 川 ・富士通・FAc㎝23晩 成 。・ず.・.,
lBM,シ ステム370/158パ68発 表 ・日電 ,NEAC2400,3400.2800旙3800発 衷≧
UNIVAC,川O発 表 ・日本18M,1440国 産化開始

lBM,シ ステム370パ58,168に マルチ ・プロセッサー方式(MP)採 用. ・沖,ス ペ リーラン ドと技術提携

lBMの 新世代機,FS(FutureSystem)が 取 り沙汰される ・沖,ス ペ リーラン ド社合併で沖ユニパ ック設立

フ ランスCll/西 ドイツSiem孤s/オ ランダPhillps,1湖idata社 結成 ・ETL・MARK・Vl開 発
,

U州VAC,新 コンピュータとしてシリー ズ90を 発表 11.;二.・ 国鉄み どりの窓口(MARSI射)開 設一 】__

HIS.60シ リーズ発表 ・IBMシ ステム/360発 喪
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●第3部 ●情報処理一 コン ピュータ技術 の発展

2
日本の コンピュータ開発史

世界への飛躍への道

②

海外 メーカ ー との提携

日本 のコンピュータが産業 として形成 され たの

は、1961(昭 和36)年 、国策的 な共 同 レンタル会社、

日本電子計算機(JECC)設 立 の時か らである。

また、国産 メーカーは海外 メー カーとの技術提

携 によって技術格差の縮小 を図 り、1961～64(昭

和36～39)年 に か けて、日立=RCA、 三 菱電機

=TRW 、 日電=ハ ネ ウエ ル、沖=ス ペ リー ・ラ

ン ド、東芝=GEが 提 携 した。富士通 は当時技術

提携 はな く、また松 下電器 はJECCに 参 加 して

いたが、1964(昭 和39)年 コ ンピュー タ事業か ら

退 いた。

1960年 代 は、日本の コンピュー タ産業 の最初の

変革期 となった。

1964(昭 和39)年 、IBMシ ス テム360が 発表 され、

IC化 、 マシ ンの シ リーズ化 、周辺 ・入 出力装置

の互換性 、OSの 整 備 などに画 期的 なものが あっ

た。同年 は日本 でオンライン ・システムが初登場

している。

国産 メーカーは1965(昭 和40)年 以 後、IBM

360対 抗 の"シ リー ズ"を 開発 、 日本 電 気 が

NEAC2200、 日 立 製 作 所 が8000、 富 士 通 が

FACOM230、 東 芝がTOSBAC5000、 三菱 電機

がMELCOM3100、 沖 電気 がOUK9000の 各 シ

リーズを発表 した。

1969(昭 和44)年 に は、各 ジリーズのモデルが

多様化す る一方 、国産の ミニ ・コンピュータが登

場、同年か ら1971(昭 和46)年 に かけ、日立、富

士通、沖、 日電 、松下通信工業、 アイ電子測器、

三菱電機、 リコーが ミニ コンを発表 した。

1970(昭 和45)年 、IBMは シス テム370を 発 表、

同時に新営業方式 、いわ ゆるアンバ ン ドリング実

施 を発表 した。 国産 メー カー は既存 の シリーズを

モ デル ・チェ ンジ し、同年か ら翌年 にかけ新機種

を発表 した。

しか し、本格的 な国際競争力 を持つ コンピュー

タ開発 は、1971(昭 和46)年 か ら始まった新機種

共同開発、いわゆる3グ ルー プ化 によって進 めら

れ た。

lBMに 抗 して

コンピュータ産業の新時代 は、資本 ・輸入の 自

由化 によって始 まった。3グ ルー プ化 もこれに対

応 した もので、その成果 は1974(昭 和49)年 以 降、

日電 ・東芝 グルー プのACOSシ リーズ77、 沖 ・

三菱 のCOSMOシ リーズ、日立 ・富士 通のMシ

リーズとい う新機種 が開発 された。

一方
、オ フィス ・コンピュー タが1973～74(昭

和48～49)年 に各 メーカーか ら一斉 に発表 され、

以後 、 コンピュー タ ・メーカーだ けでな く、事務

機器 、会計機 、電卓 などのメーカーに よる進出が

続 いた。

マイクロ ・プロセ ッサ ーが国産 メーカーか ら発

表 されたのも、 この時期 である。 さらにこの応 用

が計測 ・制御 ・分析機器 など産業用 に、家電、事

務機器 、コンピュータの周辺 ・端末機器、 自動車

など広 い範囲の民生用 に、各種機器の コン トロー

ラーと して生か され、いわゆるシステム ・ハ ウス

の輩 出を促 した。

特 に顕 著 なの は事務 分野 のパ ーソナル ・コ ン

ピュータの出現 と普及で ある。

1977(昭 和52)年 、IBM303Xシ リーズの発表後、

汎用 コンピュータの分野で はまた新機種への交代

期 に入 ったが、国産 メーカーは既存の共同開発 に

よるシ リーズ を一段 と強化す る形 で、新機種をそ

れぞれ開発 した。

また、1975(昭 和50)年 か らは、IBMのSNA、

電 電公社の新デー タ網サ ービスに促 され、 ネッ ト

ワーク ・アーキテクチュアを開発 した。

コ ン ピュー タ 開発 へ の 要 求 は、一 方 で スー

パ ー ・コンピュータなど専用超大型機の出現 を促

し、一方では、OA(オ フ ィス ・オー トメー ション)

の進展 に伴 い、個人ベースの利用 に応ず る製品開

発 を促 している。

国産 メー カーは、自由化以後 、海外進出 に積極

的 になっているが、同時 に、海外 メーカーとの技

術 ・資本提携にも進 み、第2次 提携時代 に入 った

わけである。
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・F230発 表

・日電 .NEAC2200発 衷

・IBM360国 産化決定

・東 芝 .GEと 技術提携
・三菱電機 .MELCOM|530発 表

・東京オ リンピック,日 本18Mが 競拉データ ・サービス

・松 下通信工業,コ ンピュータ事業から撤退
・富士通 ,沖,日 電3社 共同開発の大型電算機

・東芝 ,TOSBAC5200,5300,5400,7000t3400.4300発 表

・富士通 ,FAC〔 湖230-to発 表
・日本電気 ,NEAC2200シ リーズ発表

・富士通 ,FAC㎝230シ リーズ発表

・日立 ,HITAC8000シ リーズ発表

・t士 通 ,FAC㎝270シ リーズ発表

・OUK9200 ,9300発 衷

・三菱電機,MELCOMgtOO発 表

・沖電気α"TAC6000発 表

・日立 ..HITAClOミ ニコン発表

・富士通FAC㎝ ・Rミニ コン発表

・沖 .〔XqTAC4300ミ ニ コン発表

・日電 ,NEACM4ミ ニコン発表

・東芝,TOSBAC5600発 表

・松 下通信工業MACC7発 衷

・東芝 ,TOS8AC40ミ ニコン発表

・アイ電子AIC㎝ ・C4発 表

・IBM310モ デル155 ,165発 表.同 時に新宮桑方式(価 格分離)発 表

・沖 ,日 本ユニバ・ンク,沖 ユニパ ックが業務提携

・日立 .HIＴACミ ニを発表

・H本 シー ・デー ・シー設立認可

・東芝 ,H5000国 産化 についてHISと 合意

・日本 ミニ コンピュータ設立

・日立 ,HITACS350,84印 発表

.富 士通 ,FACOM・R/Eミ ニコン発表

・東芝 ,TOSBACI250,同RT|50発 表

・三酬ELC㎝70ミ ニコン発表

・日立,H|TAC81se発 売

・東芝 ,TOSBACIOミ ニコン発表

・日本rBM ,旧M370モ デル158.同 サブモデル2,モ デル168発 表

・東芝 ,ＴOS8AC}150.1350発 売

・東芝 .マ イクロコンピュータ発売

・富士通,FAC㎝230-8シ り一ズ発 売.28,28S,38,48,田 の5機 種

・日本電気 ,NEACtOO発 表

・日電東芝情報システム設立

・日電 ,東 芝,ACOSシ リーズ11発 表。システムeOO,300.400の3機 租

・三菱 ・沖 ,COSMOシ リー ズ ・モデル700発 表

・富士通 ・日立.フ ァコム ・ハイタック設立

'沖 ・日本ユニパック ・沖ユニパ ック,OUKシ リーズ90発 売

・富士通 ,FAC㎝Vo発 売

・日本IBM ,SNA(シ ステム ・ネッ トワーク体 系)発 表

・三菱電機 ,MεLC㎝80モ デル3|発 売

・三菱 ・沖 ,メ ルコム ・オキタ ックシステムズ股立

・日本旧M ,シ ステム32発 表

・富士通,日 立製作所 はMシ リーズの新モデルM160,170の 二機種 を

発表

'三 菱電機 と沖電気 はCOSMOシ リーズの最上位機種モデル900(512K-

4MB)を 発 売

・日本電気 ,東 芝の両社はACOSシ リーズ77の 超大型モデル800/SOOの2

機 檀を発表

・東芝は コンピュータ ・ネ ットワーク体系 「ANSA」 を発 表

・日本電気はコンピュー タ ・ネ ットワーク体系 「D|NA」を発表

・富士通はオフィス ・コンを含む小型機Vシ リーズの新 しい3機 糧 を発

・電電公社のDCNAに 対応して富士通/日 立はMSNへ 沖は[)owAを 発表

・富士通 ,コ ミュニケ ァション・ネッ トワーク ・アーキテクチュア
「FNA」 発表

・三菱電機はデータ通信のためのネッ トワーク体系 「MNAIを 発表

・日立製作所は,ア メリカ ・アイテルと共 同で大型 ⊇ン ピュ一夕を共同

開発,そ の製造を担 当する と発表

・国産メーカー6社.ア ンバン ドリング制移行 を決定

出所:(財)日 本 情報処理開発協会 「世界 コンピュー タ年鑑」tg80年 版
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●第3部 ●情報処理

3
コ ン ピュー タ技術 の 発展

コンピュータの性能 ・機能の進歩

第5世 代コンピュータへの道

各世代コンピュータの特徴

コンピュー タの発展の有様 を最 も端的 に表現で

きるのが、いわゆる"世 代"に よる区分 である(表

1)。 この世代区分 はハ ー ドウエアの技術 レベル、

ソフ トウエ アの技術 レベル、処理形態、企業 およ

び社会への影響など、 さま ざまな角度か ら行える

が 、一般的には実装 されている素子 によって行 っ

て いる。

・第1世 代……基本技術の確立期

・バ ッチ処理方式 ・機械語 によるプ

ログラ ミング

・第2世 代……コンピュー タの実用期

・リモー ト・バ ッチ処理方式 ・標準

言語 の誕生 と設定

・第3世 代……フ ァミリー思想 の定着

・オ ンラ イ ン ・システ ムの 普及 ・

TSS処 理 方 式 の普 及 ・多重 処理 の

普及

・第3 .5世 代 ……分散処理時代

・仮想記憶方式 ・マル チ ・プログラ

ミング処理 ・コンピュータ ・ネ ッ ト

ワーク ・プロセ ッサ ーの多様化

・第4世 代……エ ン ド・ユ ーザ ー指向期

・拡張アーキテクチ ュア ・複合分散

処理 ・リレー ショナル ・デー タベー

ス ・システム ・ソフ トウエアの体系

化

・第5世 代 ……知識情報処理時代

(予測)・ 推論処理 ・知識 デー タベース ・知

的 インタフェース

第3世 代機 に入 りコンピュータは、事務計算用

と科学 技術 計算用機 とが一 体化 して汎用 機 とな

り、以後汎用 コンピュータが主役 となってきたが、

60年 代後半か ら70年 に かけて機種が一挙 に多様化

した。

DEC社 のPDP-8(1965年 出荷)に よ り ミニ ・

コンピュータが、1971年 に インテル社 がマイクロ

コンピュータを、 日本 のメーカーは70年 代 初 めか

らオフ ィス ・コンピュータと名付 けた独 自の超小
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型事 務処理 コンピュータを、77年 に は米3社 が相

次いでパ ーソナル ・コンピュー タ、また76年 に は

32ビ ッ ト・ミニ コンことスーパ ー ・ミニ コンがi誕

生 した。

一方 、超 高速計算用の スーパ ー ・コンピュータ

も1976年 に登場 し、 日本の メーカー も1982年 か

ら参入 している。

ニーズに合 わせ てコンピュータを選択利用で き

る時代、企業体 だけでな く個人 がコンピュータを

所有 できる時代 を、機種 の多様化 はもたら したの

である。

分散処理 システムの登場

コンピュータの利用方式 も1970年 代 後半 に入 り

大 きく変化 した。70年 代 前半 までは、 コンピュー

タの発展 は即大型機 の開発 にあ り、とされ てきた。

大型化による規模の経済 という観点か らの集 中化

(集 中処理)の 追求 である。

しか し、ハ ー ドウエア ・コス トの低下、マイ コ

ン内蔵 による端末機器 のイ ンテ リジェン ト化 によ

り、処理 の分散が可 能とな り、分散処理方式 が台

頭 した。

1974年 のIBMのSNA発 表 を機 に、コンピュー

タ ・ネ ッ トワー ク ・アーキテタ チ ュアが各社 か ら

発表 されるとともに、コ ンピュー タ本来 の演算処

理機能 を重複 した 「プロセ ッサー」の概念の登場。

また、分散処理機構 の一部 と して機 能する システ

ム、「分散 プロセ ッサー」 の開発 であ る。1977年

か ら78年 にか けて、分散処理 は実用 期に入 った。

大型 コンピュー タにおいては処理能力の向上 、

資源の有効利用、負荷 の分散、危険の分散 などか

ら、計算機 システムの複合化が追求 されている。

図2は 、その システム構成の代表例である。大規

模 システムの新 しい動 きと して注 目されている。

第4世 代機 の特徴 は、ア ドレス空間の拡張(従

来の24ビ ッ トか ら31,32,36ビ ッ トへの拡張)と 、

1/Oア ー キテクチュアの拡張(動 的チ ャネル ・

サ ブシステムに よる仮想化、チ ャネル本 数の増加

な ど)で ある。 これ ら第4世 代機 は、83年 か ら一

部の出荷が始まると予想 されてい る。



● 図1.多 様化 した
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●図2.シ ステムの複合化
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出 所:FACOMジ ャー ナ ル,1982年9月 号(富 士 通)
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●第3部 ●情 報処理 コン ピュータ技術の発展

4
コンピュータ基礎技術の動向

推進役となった素子の進歩

LSI化 の 意味

コンピュータの高性能化 は、①設計技術 、②半

導体などの素子技術、③実装技術 、④ ソフ トウエ

ア技術 、の4つ の基礎技術 によって支え られてい

る(図1)。 国 産 コンピュー タ ・メーカーは、特

に素子技術 と実装技術 に力を入 れ、ハー ドウエア

面では世界の最高水準に達 している。

コンピュータはスピー ドが生命 である。そのス

ピー ドは、回路素子 と素子実装技術の革新によっ

て、飛躍的 に向上 した。表1は 、各世代 ごとに使

用 された素子の ス ピー ドである。第1世 代機 か ら

第4世 代機 に至 る、わずか35年 の 間に500--1,000

倍(論 理 素子)に も達 した。

特 にIC(集 積 回路)の 採用 以来、半 導体技術

の進歩 によ り、回路素子の動作速度 の向上は目覚

しい。超LSI化 の追 求、 これ が70年 代 後半 か ら

80年 代 にか けての焦点 であった。現在 では、LSI

(大 規 模集 積 回路)お よび超LSIが 基 本素子 に

なっている。

超LSI化 の 狙い は、3つ ある。1つ は性能(速

度)の 向上 に最 も効 果的 な手段の ためである。回

路 素子 の ス イ ッチ ング速度 は1n秒 以 下 に達 し

た。 しか し、回路素子 の間 を結合する配線の上 を

信号 が伝 わ る時間(伝 送時 間)は30cm/秒 が 限

界 で、それ以上 に早 くすることはで きない。む し

ろ伝送距 離 を短 くす る以外 に方 法 はない。 した

がっ て、 数 ミ リ角 の シ リ コ ンの 上 に1,000-一一

10,000個 の トラ ンジ ス タを乗 せ られ るLSIや

100,000--1,000,000個 を乗 せ られ る超LSIが 、

小型化 そ して高性 能化 を 目指 す コ ンピュー タに

とって最 も効果的なわ けである。

2つ 目は信頼性の向上だ。コ ンピュータに使 う

個々の素子 の信頼性向上 に加 えて、使用部品の点

数を減 らす ことによって、信頼性 の向上が図れる。

LSI、 超LSIは 、 まさにこの条件 に合致する。

3っ 目 は、経 済性 で ある。LSI化 に よる信頼

性向上 は、保守 コス トを低減 させる。 また部品点

数の減少 は、関連部品 も減 らし小型化で きるとと

もに、組立 や試験 なども容易 に して製造 コス トも
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低 減 させ る。

第4世 代 コ ンピュー タはLSI、 超LSIの 採 用

とともに、このLSI素 子 の実装(パ ッケー ジング)

技 術が特徴 となっている。IBMの 熱 伝導モジュー

ル、ユ ニ パ ック社 のHPP(高 密 度 実装方 式)、

富士通 の3次 元実装(写 真1)な ど が代表例。

素子 や回路の もつ性能 を最大限 に引き出 し、かつ

安定 して発揮 させ るための技術で ある。例 えば、

IBMは3081プ ロセ ッサーで熱伝 導モ ジュール の

採用 によりコンピュータ内部 での電気信号伝播距

離 を大幅 に短縮 したため、マ シン ・サ イクル ・タ

イムを26n秒 と第3.5世 代 機の3033プ ロ セ ッサー

の57n秒 の 半分以下 を達成 してい る。

次世代の素子

コ ンピュー タは第4世 代か ら第5世 代、 そ して

第6世 代へ と発展 していく。その重要 な担 い手 と

なる素子 の研究開発 は、すで に新 しいステ ップに

入っている。 その具体例 は、次世代素子 の研究 開

発である。

超 高速素子 の研究開発 は通産省の大型プ ロジェ

ク ト 「科 学技 術用高 速計算 システ ム研 究 開発」

(1981・-1989年 度 までの9カ 年 計画、230億 円 の

予算)の 一環 としてスター トしている。す でに富

士通 がHEMT(高 電 子移 動 トラ ンジス タ素子)

で12.8p秒 、 日本 電気 が ジ ョセ ブ ソ ン素 子 で

10.8p秒 の 動作 時間を実現 し、世界の記録 を次 々

と塗 りかえている。

新機能素子 は、通産 省 ・工業技術院が次世代産

業基盤技術研究開発制度の中で採 り上 げてい るも

の(8--10年 計 画)。

超格子素子 は、組成の異なる極薄 の層 を交互 に

積層 する方式。常温 で、従来の素子 の限界 を超 え

た超 高速計算 が可能 となる。3次 元回路素子 は、

結晶の成長 をコン トロール して、立体化 した集積

素子 をつ くり出す。1つ の素子で計測、計算、記憶 、

表示 などの多機能化が可能 にな る。耐環境強化素

子 は宇宙空間、原子炉 内、 自動車搭載 など新 しい

環境下 で安定 して動作 する素子 であ る。



●表1.推 進役 とな った素子の発展
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に 収容 さ れ た 。
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5
コンピュー タ技術の発展

新世代コンピュータの開発動向

非 ノイマ ン型 コンピ ュ・一夕とは

ノイマ ン型 コ ン ピュ ータの限界

世界 のコンピュー タ ・メーカーは、新 しいアー

キテクチュアの導入は、① ソフ トウエア開発 が大

変 なこと、②既存の ソフ トウエ アの手直 しがわず

らわしいこと、③ リス クが大きいこと、などか ら

アーキ テ クチュ アを変えず に、徹底 的 にLSI化

を追及 し、価格性能比を向上 する方 向で進んでぎ

た。かつ、その基本 アーキテ クチュアは、1946年

に フォン ・ノイマンが提唱 した論理 にもとつ く、

いわゆ るノイマ ン型の コンピュー タである。

次 世 代 コ ン ピュー タ あ る い は10年 後 の コ ン

ピュータ像 は、さまざまな形で予測 されてい る。

これ らの中で、最 も現実的な もの は 「非 ノイマ ン

型 コンピュー タ」 である。通産省が中心 となり、

1990年 代 初頭 の実現 を目標 に推進 している 「第5

世 代コ ンピュー タの研究開発」 も、 この非 ノイマ

ン方式 を積極 的に採 り入れてい く方向で進 んでい

る。

具体的 には、①素子の改良に よる高速化の限界 、

② アーキテクチ ュア(内 部構造)改 善の限界 、③

ソフ トウエ ア面でのネ ック、の3点 である。

まず、コンピュー タの中心的素子で ある シリコ

ン素子 のゲー ト(パ ルス を通 す回路)当 た り速度

は、現在 のLSIの 約10倍 の100ピ コ秒(100億 分

の1秒)が 限界 となる。つま り、10倍 の スピー ド・

ア ップで止 まって しまう。その壁 を越 えるものと

してガリウムひ素 や、ジ ョセ ブソン結合素子など

が有望視 されてい るが、前者 は20ピ コ秒 、後者は

2ピ コ秒 が限 界 とな ろ う。 したがって、LSIの

500倍 が 限度 。楽観的 に見通 して も、1,000倍 が 速

度向上 の上限 だ。

アーキ テ クチュ アの 改善 も ・パ イプラ イン処

理、 ・キ ャッシュ ・メモ リー、 ・仮想記憶、 ・多

重処理、・先回 り制御、・マルチ ・プロセ ッサ ー、

チャネル強化 、 ・機能分散構造、 ・ア ドレス空間

拡張 、な どと次々 と実施 しているが、 これ らに よ

る処理速度向上に も限界 がみえてきた。同時 にソ

フ トウエ アの複雑化を促 す一方 で、抜本的な見直

しを求 め られてい る。
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ソ フ トウエ ア面でのネ ックは、 ソフ トウエ ア危

機 の元 凶の ひとつ とまでいわれて いる 「図1の よ

うな ノイマ ン ・ボ トルネ ック」が ある。

逐 次処 理 を中心 に した構 造の ノイマ ン型 コン

ピュー タでは、処理効率 が悪 く、今後 ますます多

様化す る情報処理のニーズに応 え切れ なくなる恐

れがある。新世代 コンピュー タの研究 開発 は、 こ

うした背景の もとに新 しい理論 と技術 を投入 して

進 め られて いる。

第5世 代 コン ピュータ

1982年 度 か ら3カ 年計画で、基 本技術 の研究開

発 を開始 した通産 省の第5世 代 コンピュータ研究

開発 プロジェク トは、1990年 代 に要求 されるであ

ろ う知的対話機能や、知識ベ ースを用いた推論機

能などに対応 できる革新的 な推論 と技術に もとつ

い た、 「知識 情報処理指 向の コ ンピュータ ・シス

テム」 である。図2は 、 この第5世 代 コンピュー

タ ・システムの基本構造概念図であ る。その機能

は次 の3つ で ある。

① 問題解決 ・推論 システム……1つ の問題 を2

つ 以上の問題 解決 システムで協 力 してい くシステ

ムである。お互いがもって いる知識 を出 し合 って

推論 していくメタ推論 システムをもち、その推論

実行 速度 は100M--1GLIPSが 目標(LIPS:ロ

ジ カル ・イ ンタフェース ・パ ー ・セ コン ド、3段

論法 に よる推論操作 を1秒 間に1回 行 う。現在 の

コンピュータは104～105LIPSで あ る)。

② 知 識 ベー ス ・シス テム …… 最大100--1,000

GBの 容 量 をもつ デー タベー ス ・マ シンを 中核

に、推論に必 要な知識ベースの検索 を数秒以内で

行 う。

③ 知 的 イン タフェー ス ・シス テ ム…… 自然 言

語 、音声、 図形、画像 などによるコンピュー タと

の対 話 を実 現す る。1万 語、文法規則2,000以 下

の システムで、入力文の99%を 正 しく構文解析で

きることが 目標。

なお、ソフ トウエアは核言語、知 的プログ ラミ

ング ・システム、基本応用 シス テムなどの開発 も

計画 している。
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● 図1.フ ォン・ノイ マ ン・ボ トルネ ック 出所(財)日 本情報処理協会 「1980年世界 コンピュータ年鑑」
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CPU

命令語また
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どこか

令やデータ

を取り出す

か

(バ ロース社資料)

ノイマン型コンピュータの基本構造はt記 憶装置 と処理装置(CPU)を

狭い通路で結んでいる点に特色がある。1つ の命令を実行するたびに,こ

の通路を命令語とデータが通っていかなければな らない。記憶装置の大容

量化とCPUの 高速化 に比べて,こ の通路は狭 くて通 りにくく,コ ンピュ

ータの高速化の障害 となっているわけである
。さらにノイマン型コンピュ

ータは順序だててプログラムを処理する必要 があるため,処 理手順を予め

分析 して,順 序よくプログラムを並べておかなければな らない。 しかもプ

ログラムは,、その順序 どおりにしか進まないため,ノ イマン ・ボ トルネッ

クとあわせて本質的に高速化には限界がある。

ただし,ノ イマン方式コンピュータの特徴である「プログラム記憶方式」

は将来 ともに変わることはない。むしろ下記の面での改良がなされ,非 ノ

イマン型機へと徐々に変化 していくものと一般には見られている。

●逐次処理 → 並列処理,連 想処理

●線型ア ドレス方式 → ディスクリプタ方式 ・スタック構造 連想記憶 ・
.

ハ ッシュ機構

●命令とデータ → タグ方式 ・ゼロア ドレス方式

●ソフ トウエア → 高水準言語直接実行マシン,特 殊専用 コンピュータ

●決定性理論およびプログラミング → 非決定性論理 バ ック ・トラック

機能,問 題適応型計算機 学習機構

● 図2.第5世 代 コンピ ュ一一タ ・システムの基本構造概念図
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究開発計画
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●第3部 ●情報処理 ・一コンピュー タ技術の発展

6
ソフ トウエア技術の進歩

巨大化と簡易化の方向

巨大化するOS

1945年 のENIACの 誕 生 時点 では、ソフ トウエ

アは存在 しなか った。が同年に、フォン ・ノイマ

ンが論文 の中で内部指令方式 を提言 し、翌46年 に

詳細論 文 を発表 したの が、 ソフ トウエ アの芽 と

なった。やがて内部指令方式(ス トアー ド・プロ

グラム)の 考 え方が、 ソフ トウエアをうまく使 っ

た形の コンピュータをつ くり出す ことになった。

1949年 完 成 のEDSACが 、 その第1号 機 である。

また商用 で は1951年 のUNIVAC1で あ る。 この

時点 で メモ リー上 に描 けた命 令の大 きさは2,000

ス テ ップ程度であった。 それ を機 に、 コンピュー

タをい ろいろな仕事 に使 ってい くためのソフ トが

次々とつ くられ始 めたので ある。

ソフ トウエ アの 目的 は、複 雑化 ・多様化 す る

ハ ー ドウエ アのパ フ ォーマ ンス を最大限に引 き出

しなが ら、かつ簡単 に利用で きるようにすること

にある。その主役 であるOS(オ ペ レーテ ィング ・

システム)の 原 型 は、1960年 に モ ニ タ(IBM)

とい う名 で登場 した。現在 のOSは 、1964～65年

に登場 したOSが 基 礎 となってい る。基本的には、

これ らOSを ベ ースにモデ ィフ ァイ し、エ ンハ ン

ス したものが現在 のOSで あ る。

現在 のOSは 、①汎用性 の向上 、②スループ ッ

ト(一 定 時間内 に処理す る仕事 の総量)の 向上 、

③ 応答 時間の短縮、④使 いやすさの確保、⑤適応

性の向上 、⑥可用性の向上 、を目的に設計 されて

いる。 しか し、OSが ユ ーザ ーに対 して、機 能と

便利 さを提供する代 わ りにCPUの 能 力 を多 くう

ばって しま う、特 にメモ リーを使 う領域が拡大の

一歩 とい う問題点 をもってい る。 ちなみに汎用大

型機 のOSは 、 基 本制 御 プロ グ ラム部 分の みで

300万 ス テ ップを越え、500万 ス テ ップに迫 ってい

る。

一方
、新 しい動 きは機 能別 モジュール化、ファー

ムウエ ア化などがある。

プログラム言語の課題

プログラ ミング言語 の開発史 は、図3の とおり
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で あ る。 これ ら60年 代 の コンパ イラ言語(高 級言

語)が 現在広 く利用 されている。

そ して1970年 代 後半 に入って、新言語が次々と

発表 され た。実用面で はPASCAL(1971年)が

最 も普及 しており、 このPASCALに 刺 激 されて

EUCLID、ALPHARD,CLU、MESA、

MESA2、MODULA、MODULA2、LISな ど

が発表 され た。

さらに1979年 に、Ada(エ イ ダ)が 登場 して70

年 代 言語の最後 をか ざった。

なお、改 良 されたのはFORTRAN77で あ る。

COBOL82は 検 討段階である。

一 方
、 パー ソナ ル ・コ ン ピュー タの 普 及 に

BASICが 大 きな役 割 を果 た した。 イ ンタ プ リ

ター方式 のBASICで 、各社独 自の機能をつけて

優 劣 を競っている。 さらに、 このBASICに 対抗

してご よ り簡易 な言語 が相次 いで 開発 された。

VISICALCとPIPSが その双壁 で、他 の30種 以

上が81--82年 にか けて発表 された。この傾向 は汎

用 コ ン ピュー タに も及 ん で お り ΩBE,MAP・

PERな どが登場 した。

ハー ドウエアのコス ト・ダウン、ニーズの多様

化、人件費 の上昇 はソフ トウエアの コス ト・ア ッ

プをもた らし、大 きな問題 となって きた。一方 、

EDP室 が ソフ トのメ ンテナ ンスに労力 をと られ

て、新規 アプ リケーシ ョンの開発 に手 がまわ らな

い状 況 も問題 点 と して クローズ ・アップ して き

た。調査 に よる と2%の プ ログ ラムが、40%の

CPU負 荷 を使用 してお り、平均寿命 は16カ 月 程

度が現状 とな っている。

その打開策 として、早期適用即稼動 ソフ ト提供

方式 の開発 、OSと 適 用業務 プログラムの橋渡 し

となるデータベース ・マ ネジメ ン ト・シス テムへ

の注 力、エ ン ド・ユーザ ー向け簡易言語の開発 な

どがある。

ソフ トウエ アづ くりの無秩序 さが もた らした、

こうしたネ ックの打開に1967年 頃 か らソフ トウエ

ア工学(エ ンジニ アリング)が 発生 しているが、

10年 以上 たった今 日で も、学問 として成立 してい

るかどうか は議論のわかれるところである。



● 表1.4大 汎用OS

1964-65年 在 影響を受けた日本のメーカー

OS/360(IBM)

εX讐三 曾 ニバ竺㌘

GCOS(GE)

MCP(パ ロ ー・一ス)

↓
↓
↓
↓

OS/MVS

OS/随0

日立 ・富士通

各社のOSは いつれかに区分で きる 他 にCDCのOSが あるが特殊な存在 であ る

● 図1.現 在のOSは システムである

目的(情報処理の生産性向上)を持っている。

このために,各 種プログラムを構成要素とし

て持つ。

各プログラムは相互関係 を保ちなが ら,生 産

性向上に寄与するための固有の機能を果たす。

OSへ のメカ単位はJOB,そ の処理結果は

JO8出 力となる。 したがって,シ ステムと

しての特性を完備 している。

マ スター ・

スケ ジュー ラ

ジ ョブ.囁

スケ ジコ、一 ラ

監視プログラムの監督 ・援助のもとに生産的

な仕事を行う。
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●図2.プ ログ ラミング言語の開発
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●図3.ソ フ トウエア主役時代へ

● ハ ー ドウエ ア/ソ フ トウ エ ア コ ス ト比 率
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●第3部 ●情報処理

7
コン ピュー タ技術の発展

ソフ トウエア工学の発展

ソフ トウエア危機を超えて

ソフ トウエア危機 を超えて

1968年 の10月 、NATO主 催 に よる 「ソ フ トウ

エ ア工学 の課題 と適用」 をテーマ にした専 門家 に

よる会議 が、西 ドイツの ガル ミッシューパ ルテ ン

キルヘ ンで開かれ た。 この会議 で、今 にいう"ソ

フ トウエ アの危機(SoftwareCrisis)"が 叫 ばれ

たのである。つ ま り 「不完全 なソフ トウエ アによ

り引き起 こされた危機的 な状況」 が議論 されたほ

か、 ソフ トウエアの設計 プロセスや プログラムの

構造化 、さらにソフ トウエ ア開発 プロジ ェク トの

管理(ソ フ トウエ ア工場 の概念)な どのテーマが

話合 われたのである。そ して、これ を機会 にソフ'

トウエ ア生産 を手工芸か ら科学 ・工学の対象 とし

てと らえることになったのである。

ソフ トウエアという用語の内容は、コ ンピュー

タが登場 してか ら現在 まで、 プログラム、ソフ ト

ウエア、ソフ トウエ ア製品(SoftwareProduct)

とい うように意味の変化 がみられ る。

プログラムは、どちらかといえば、コンピュー

タに従属 している し、現在 では製品 と して、商品

と しての ソフ トウエアがあり、 プロ グラム、説明

書 、性能 ・品質保 証書 、導入 ・運 用 ・保守 などの

作業 を含む全体が ソフ トウエ ア製品 とい うことに

な る。

この ようなソ フ トウエ ア製 品 をつ くる環境 で

は、す ぐれた工具(ツ ール)と これらツール を開

発対象である製品 に適 した形 で合理的 に稼動 させ

る ことので きる設備 とが基礎 とな り、 これに対す

る作業 、生産性 、品質 などの関係が明 らかにされ

る必要 がある。

一般的にいって、 ソフ トウエ アの ライフサイク

ルは、要求定義 、設計、プログラ ミング、テス ト、

運用、保守 のステ ップが あり、 これ らに共通す る

ものと して管理 ・品質保証 ・計量 などがある。

ソフ トウエア工学(エ ンジニア リング)は 、「十

分な信頼性 を持 ち、 しかも現実の機械 で稼動 する

ようなソフ トウエ ア(製 品)を 経済的 に提供でき

ること」(F,L,Bauer,ミ ュ ンヘ ン工科 大学教授)

が使命である。
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こ こでいう信頼性(高 品質性)、 現実性 、効率、

経済性、の4つ が製品 としてのソフ トウエア をな

がめる指標 である。

ソフ トウエアの品質特性 とは

ソフ トウエアで求 め られ る品質の特性 とは、一

体何 だろうか。

ま ず第1は 、利 用者 か らみ た使 用性(As-ls

Utility)で あ り、 これ は信 頼性(Reliability)、

効 率(Efficiency)、 操 作性(HumanEngineering)

が含 まれ る。

第2は 保守性であ り、新 しい要求 を満 たすため

の 変 更 や修 正 な どの しや す さ(Testability)、

理 解 の しやす さ(Understandability)、 更 新 の し

やす さ(Modifiability)を 指 す。 さ らに、 ソ フ

トウエ アの運用環境 を変えた場合 に、正 しく簡単

に動 かせ るため に、移植性(Portability)も 品 質

の重要 な特性 であろう。

1960年 代 の後半 、軍用 システム、座席予約 シス

テム、OS(オ ペ レーテ ィング ・システ ム)な ど

の ように、1,000人 ・年 以上の マ ンパ ワーを必要

とす る巨大 なソフ トウエアの開発が難航 し、中止

のや むな きにい たったプ ロジェ ク トも多 くあっ

て、ソフ トウエア開発の面 では世界的 な関心事で

あった。

この局面打開のために開かれたのが、先 のガル

ミッシューパ ルテ ンキルヘ ン会議 であ ったわけだ

が、それか ら十数年 を経 た今 日、 ソフ トウエア生

産 における理論や実務規範が具体的 な成果 を生み

出 しつつある。

図1に ソフ トウエ アの品質特性 を分類 して階層

的に表現 した ものを示す。 ここでは、単 に ソフ ト

ウエア ・エ ラーがどれくらい あるかだ けでな く、

① ソフ トウエ アに要求 され る品質特性 にはどんな

ものがあるか、② ソフ トウエ アの各品質特性 を計

量的 に評価 するにはど うした らよいか一 が議論

の焦点で ある。

さ らに図2に 、ソフ トウエアの一般 的な ライフ

サ イクルと開発資源 の関係例 を示 し、参考に供 し

たい。



● 図1.ソ フ トウエ アの 品 質 特 性 の 分 類(B.w.B。 ・h,1976)
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8
マイク ロコンピ ュータ技術のインパク ト

ますます高性能化するマイコン

小さな怪物

「1980年 代 後半 には、マ イクロコンピュータの

リーダーでない会社 は、 コンピュータ ・システム

産業の リーダーにはならないのではないで しょう

か」。1980年 春 、情報処理学会 主催 の第21回 全 国

大会 で講 演 したIBM社 の技術担 当副社長 、ボブ

O・ エバ ンス氏 は、 この ようにマ イコンの インパ

ク トを表現 した。マイコンは社会 ・産業界のあ ら

ゆる分野 にさま ざまなインパ ク トを与えているが

(表1)、 当 の コ ンピュータ産 業界に も大 きな地

殻変動が起 こって きたことをいったわけで ある。

事実、 コンピュータの世界のパ イオニアであ る

汎用 コンピュータのIBM、 ミニ コンのDEC、 マ

イコンのインテル3社 の成長の足 どりが、それ を

はっ きりと示 して いる。製品化 した年 の売上 げの

10倍 を達成 したの はインテルが3年 、DECは6

年 、IBMは12年 と いう違いだ。100倍 の達成 はイ

ンテ ルが約10年 、DECが13年 な の に対 して、

IBMは ま だ100倍 に達 していない。 コンピュータ

産業界の成長 の主役 は、すでに入れ変わろ うと し

ている。それほどにマ イコンは急速に社会 ・産業

界 に入 り込 んできてい るわ けである。

マイコンも第4世 代に

マ イ コ ン自身 の変 化 も早 い。 イ ンテ ル社 のi

4004で ス ター トした4ビ ット ・マイコン(1971年)

を第1世 代 とす ると、第2世 代 には1973年 発表 の

8ビ ッ ト・マ イコンi8080に よ って入 った。そ し

て1978・-80年 にか けての新設計16ビ ッ ト・マ イコ

ン 群(i8086/8088、Z8000、MC68000、

MCOM1600、MN1613、T88000な ど)に よって、

第3世 代へ と進展 した。さらに1980年 に インテル

社が32ビ ッ ト・マイ コンの構造 を発表 したの を引

き金 に、81年2月 のISSCC(国 際 固体 回路会議)

で インテル社(iApx432)、 ナ ショナル ・セ ミコ

ンダクタ社(16000)、 ベ ル研究所、ビュー レッ ト・

パ ッカー ド社 の4社 が一斉に32ビ ッ ト・マイ コン

を発表 して第4世 代へ名乗 りをあげた。

イ ンテル社 のiApx432は 、5台 のマルチ ・フ
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ロ セ ッサー構 成 にす る と約2MIPSと な り、

IBMシ ス テム370モ デ ル158に 相 当す るとされて

いる。並みの汎用中型 コンピュータ以上の性 能を

有 しているわ けである。

ミニ ・コンピュー タ ・メー カー はもちろん、汎

用 コンピュータのメーカーまで をも追 い上 げてい

るのがマ イコ ンだ。

一方
、1980年9月 に はIBM社 が シス テム370

モ デ ル138のCPU主 要 部 分 をバ イポー ラ素子

5,000ゲ ー ト(約45,000'ト ラ ンジス タ)に 集積 し

てワ ン ・チ ップ化 に成功 した ことを発表 して い

る。8ビ ッ ト・マ イコンで中型 コンピュータをデ

スク ・トップ化で きる ことを示唆 した。

いずれ も、汎用 コンピュータまでもが卓上化 さ

れ、またコンポーネン ト(知 的機能部分)化 して

いく時代 に入 ってきたことを示 したのであった。

同時 にコンピュー タの製造方法や、販売方法 など

も大 きく変 わってい くことを意味 しているのであ

る。

新しい知的産業部品

図1,は 、 汎用大 型 コ ンピュータ、 ミニ コ ン、

マ イコンの主 なアプ リケー シ ョンおよび、その発

展 と社会 ・産業界 への影響 を示 した もの である。

マ イコンはコンピュータその もの も含 めて、機械

の利便性 を最 も高 める身近 なもので あることを示

してい る。具体的には、メカ トロニ クスとも呼 ば

れるさま ざまなマ イコン応用製品の登場 である。

カメラ、時計 、家電製品音響機器 、計測器 、 自

動車 、事務機 、医療機器 など、 さまざまな製品の

メカ トロニ クス化 が、この5年 間で一挙 にすすん

だ。機能の多様化 、品質の均一化、信頼性 の向上 、

部品点数 の削減な どがなされ、製造 コス トを低下

させ るとと もに製品開発 、生産方式、市場構造 も

一変 した。新 しい産業部品 としてマイコンは、不

可欠 な存在 となっている。

1980年 代 に入 るとともに、マイコンによって生

まれたパ ーソナル ・コンピュー タが仕事 の中 に自

然 に入 り込 んで きた。コンピュー タのマスプロ ・

マ スセールス時代 をマイ コンは作 り出 したのだ。



● 表1.マ イ コンの イ ンパ ク ト

社 会 的 問 題
将来のコンピュータ

設計へのインパクト
ー…

未来のシステムへの

社会的インパク ト"

専門家の必要性

過失とエラー

ぐ

オー トメー シ ョンによ る失 業 とい う

神 話 、

ハ ー ド/ソ フ ト▽)高 い コス ト

i楽 しいシステム

故障に耐 えるもの…i

自己修復可能

iiフX－ ルセーフ

葦

望ましい未来へのシナ リオ

iiロ ンピ=一 夕の利用からみて)-
▽

ii
マイク ロン ステム

;ハ ー ドにおけ る ソフ トの コス トとソ

i「フ トウエ ア ・エ ンジニア リング

‖

より親 しみやすい,使 いやすいエラーの

起きないオペレーション

ll社会 とより多くの仕事のため,よ り高い

QOLを 割 り出す機会,1
.「

iよ り安いコス トの計算機利鳳 人々の配

、,転 よりスマー トなコンピュータとスマ
li ー トマシン

出所:(財)日 本情報処理開発協会 「マイクロコンピュータとその利用技術の将来」

● 図1.人 間,コ ンピ ュータと機械 の親和性
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● 図2.入 れ変わ った コンピ ュータ産業界の主役
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コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク技 術

ネ ットワーク ・アーキテクチ ュア

コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク の要 素 と形

態

デー タ通信技術 を用いた コンピュータ ・システ

ムのネッ トワー ク化 は、資源共 用に よる経済化、

資源分散による性能 の向上、分 散処 理に よるコス

ト性能化の向上などの要求 と、 これ を満 足するた

めの技術の進展が相まって、実用化 に至 っている。

米 国 国 防総 省 のAdvancedResearchProject

Agency(ARPA)に よ って、1968年 末 よ り開発

が推進 ・援助 されたARPAネ ッ トワー クは、 コ

ンピュータ間通信方式 を確立する ことで、情報処

理資源(ハ ー ドウエ ア、 ソフ トウエア、データ)

の共有形態 を世に示 した。

コンピュータ ・ネ ッ トワークは、それぞれ独立

したコンピュータ ・システムで あるホス トとホス

ト間の通信 をつか さどるデータ交換網(サ ブネ ッ

トと呼 ばれる)と か ら成 る。

結合に際 して、ホス トや端末 をデータ交換網に

結合 す る節 とな ると ころを ノー ドと呼 び、 この

ノー ド自身が1種 のコンピュー タ機能(ノ ー ド・

プロセッサーまたはCCPと 呼 ぶ)を もつ ことが

多い。ネ ッ トワー クは、この ノー ドを含むデー タ

交換網の形態 によりい くつかの型 に分類 される。

集 中型は、セン トラル ・ノー ドがデータ交換 の

制御 を集 中管理 す る。 すべ ての トラフ ィックが

ノー ドを通るため、 コン トロールはや りやす く処

理効率 は一般によいが、逆に信頼性 の点 か らはセ

ン トラル ・ノー ドの ダウンが全 ネッ トワークの ダ

ウンにつなが る。分散型 は、 ノー ドが少な くすべ

ての ノー ドは制御を平等 に分散 して行 う。 ノー ド

はそれに至 る経路 を少な くとも2つ はもつ ため、

一部 のノー ドや回線 が故 障 しても、ネ ッ トワー ク

全体 をダウンさせ ることはない。

ループ型(ま たはリング型)で は、各 ノー ドは

環状の回線上 を回って くるデー タを調 べ、自分宛

のものが くれ ばそれを取 り込む。 この型 は回線長

が最短ですみ、 コン トロール も簡単でオーバヘ ッ

ドも少ないが、 トラフ ィック量 が多 い場合は回線

量 の不足をきたす。
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ネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア

オンライン ・システムの設計 とい う観点か らみ

ると、第3世 代 のコンピュー タ ・アーキテクチュ

ア確立期には今 日の ような発展 を予期 し得 なか っ

た。 この ため、数多 くの多様なテ レコ ミュニケー

ション ・アクセス ・メソ ッ ド、データ伝 送制御手

順 、端末装置等が無秩序 に存在するようにな り、

ネッ トワークを構築 する上 でなん らかの標準化 や

体系化 を必要 とされるに至 った。

この ことは、オ ンライ ン、通信 システムの分野

において基本的な思想 の転換 と新 しい通信 システ

ムの確 立 を促す動機 とな り、1974年9月 にIBM

社 が 効率的なデータ網 を構築 するため、その構成

方法、通信規約(プ ロ トコル)の 標準化 、プロ ト

コルを実現するソフ トウエアの設計等の問題 を統

一 的 に解決 す る ネッ トワー ク ・アー キテ クチュ

ア、SNA(SystemNetworkArchitecture)を 発

表 したのに続 き、内外 の コンピュータ ・メーカー

等か ら、76--77年 にかけて続 々とネ ッ トワーク ・

アーキテ クチュアが発表 された。

独立する複数 のコンピュータ ・システムを相互

に接続す ることは、困難な問題 と して残 されてい

る。特 に、メーカーの異 なるコンピュー タ ・シス

テム で構 成 され る異機 種 コ ンピュー タ ・ネ ッ ト

ワークはネッ トワーク ・アーキテクチ ュアがそれ

ぞれ異 なって おり、その標準化が必要 とされ る。

この中で、プロ トコルにつ いては低位 のもの を

対象 にCCITT(国 際 電信電話諮問委員会)お よ

びISO(国 際 標準化機構)な どで標 準化 が進 め ら

れ て い る。 日 本 で は 電 電 公 社 を 中 心 と した

DCNA(デ ー タ通信 網 アーキ テ クチ ュア)な ら

び にCCNP(コ ン ピュー タ ・コ ミュニ ケー シ ョ

ン ・ネッ トワーク ・プロ トコル)委 員会 の検討 が

ある。

しか し、不特定 の企業間接続の場合に は、プロ

トコルの異な る通信 システムの相互接続 を公衆通

信網 にプロ トコル変換 の機能 を設 けることで対応

する ことが望 ま しく、そのためのサ ー ビス実現 に

期待 が寄 せ られている。



● 図1.コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワークの 構成 要素
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●表1.各 社のネ ッ トワーク ・アーキテクチ ュア発表時期

74年 75年 76年 77年 78年 79年 80年

4月 ・SNA

4月 ・DNA

12月 ・ANSA

l2月 ・DINA

H月 ・DCA

3月 ・HNA

3月 ・DONA

5月 ・MNA

5月 ・FNA

II月 ・BNA

メ ー カ ∨
|

ネ ッ トワーク ・アーキテ クチュアの 名称

東京芝浦電気㈱

バ ロ ー ス ㈱

日本ユニパック㈱

日 本 電 気 ㈱

DEC日 本 支社

ANSA(AdvancedNetWotkSystemArchitecture)

BNA(8urroughsNetworkArchitecture)

DCAl./(DistributedCommunicatbnArchitecture)

DINA(DistributedlnforrnationprocessingNetWotkArchit㏄ セ』re)

DNA(DigitalNetworkArchit㏄ture)

沖電気工業㈱
:DONA∴

富 士 通 ㈱

9.

FNA

㈱ 日立製作所 HNA

三 菱 電 機 ㈱ MNA×
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(DecentralizedO鱒NetworkAr〔 由比ec拍re)
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ふ
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●第3部 ●情報処理一 コンピュー タ技術 の発展

10
期待される情報処理技術者
情報化を支える柱とLて

急増するソフ トウエア需要

コン ピュータ利 用 の進展 に伴 い、新規 アプ リ

ケーションが増 えているばか りか、 システムの対

象範囲の拡大 によ り、 グ レー ド・ア ップ要求、 メ

ンテナ ンス要求が これ に加わ り、ソフ トウエ ア需

要 は著 しく増加 してい る。

しかも、バ ンキ ング ・システム、本支店 ネ ッ ト

ワーク ・システム等の オンライン ・システムや大

規模データベース ・システムの開発 など、システ

ム規模 は拡大傾向 にある。

また、一 方 で はハ ー ドウエ ア の コス ト・パ

フォーマンス向上 に比べ、 ソフ トウエア開発技術

の発達 は著 しく緩 慢 であ り、人件 費 の上 昇 と相

まって、コンピュータ運用経費全体 に占めるソフ

トウエア関連経費 の割合 は上昇 の一途 をたどって

いる(図1)「 情 報処理 コス トに占め るソフ トウ

エ アの比重」参照)。

このような状況 にお いて、 ソフ トウエ ア開発に

おける情報処理技術者 の能 力に依存する割合 は、

きわめて高 く、 ソフ トウエ アが高度になるととも

に、有能 な資質 を持つ技術者の需要 はますます高

ま りつつある。

コンピュータの利用 やソフ トウエ ア開発 のため

に従事する情報処 理技術者 は、業務内容 か ら、ソ

フ トウエアを開発 するために必要 なシステム ・エ

ンジニア、プログラマーなどと、コンピュータを

稼動 させるための要員 と して、オペ レーター、キー

パ ンチ ャーなどの職種 にわかれ る。

わが国の情報処 理技術者 は、ユ ーザーを対象 と

した調査 に よれば、昭和55年 末 に約135,000人 と

なっている。

職種別割合 は表1に 示 すように、 システム ・エ

ンジニア15.9%、 プロ グラマー29.0%、 オペ レー

ター14.3%、 キ ーパ ンチ ャー19.4%、 残 りは事務

職 管理職21.3%の 比 率 である。

このうち、直接 ソフ トウエ ア開発 にたずさわる

システム ・エ ンジニアやプログラマーには、特 に

高度で広範な知識 ・技術が要求 されている。

これは、ユーザ ー ・ニーズに加え、開発 するシ
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ス テ ムの内容 が非常 に複雑 になってお り、 オペ

レーテ ィング ・システムやデー タベ ース管理 シス

テム、言語処理 プログラムなどの基本 ソフ トウエ

アか ら通信装 置、周辺 ・端末装置 などのハー ドウ

エアに至る幅広い知識 が不可欠になって いるため

である。

変化する情報処理技術者の職種

コンピュータ利用 はこれか らも拡大の一途 をた

ど り、情報処理技術者の役割 もます ます高まるこ

とは間違いないであろう。

しか し、情報処理技術者 をとりまく環境や職種

の変化 も、当然予想 され ることである。

第1に 、デー タベ ース、 コンピュータ ・ネ ッ ト

ワーク、音声 ・画像処理 などの コンピュータ技術

の進展 と利用に対応 するため、専門化 、特化 され

た高度 な知識 ・技術 を有す る情報処理技術者が必

要 とされること、また一方で増大するソフ トウエ

ア需要 を充足 するために、情報処理技術者の量的

確保 、特 に初 ・中級技術者の需要が高 まるであろ

うこと。

第2に 、パ ソコン、 ミニコン、オフコン等の小

型機 や分散 システムの普及 により、エ ン ド・ユー

ザーが拡大 し、全社 的規模 での システム化 、エ ン

ド・ユ ーザーの教育 指 導の必要性が高まること。

第3に 、コ ンピュータが社会 や組織の中枢 と し

て機能 している今 日、 コンピュータ犯罪防止等の

観点か ら情報処理技術者のモ ラル向上が よりいっ

そう求め られ ること。

第4に 、ネ ッ トワー クと端末利用 により、在宅

勤務な ど、勤務形能の変化 が予想 され ること、特

に家庭 に入 った女性 プログラマーの能力 を活用す

る意味か ら、その実現性 は高 く、す でに一部 では

実施 されている。

この ように、情報処理技術者 をと りまく環 境や

職種 は変化 が予想 され るが、わが国の情報化 を支

える大 きな柱 と して、その役割はきわめて大 きい

ものといえる。

参考 までに米 国における職種の分類例 を表2に

示 した。
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●表2.米 国における職種分類例
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世界の情報化指標
● 日 ・米 ・欧国民1人 当 り情報サー ビス支出比較
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飛躍する日本の情報化
過去 ・現在・未来

ニ ュ ー ・インフォメー シ ョン ・テ クノロ ジ ー



●第4部 ●ニ ュー ・イ ンフ ォメ ー シ ョン ・テ ク ノ ロジー

1
コンピ ュータと通信の融合

高度情報サービスへの道

コンピュータと通信の接近

コ ンピュ ータ技術 と近 代の通信 技術 の基盤 に

は、非常 に類似性 あるい は共通技術が あるために、

両者 は融合 しやすい面 がある。通信技術の方 は19

世 紀 から発達 して きている ものの、その通信技術

がだんだん と電子交換機 を組み入れた り、デジタ

ル化 した りとい うよ うな情 勢 になったの に加 え

て、 コンピュー タ ・サ イ ドからも、ローカルな コ

ンピュー タ ・サー ビスというものも重要 であ るけ

れども、それにもま して通信回線 を利用 した コン

ピュータ ・ネッ トワークというものが、はるかに

大 きな機能 を提供 する ことがわかってきたので、

両者が接近 してきたのである。 この関係 を図示す

れば、図1の ようになる。

つ まり、通信 の円と情報処理の円とが ある程度

重複す る面がある。これについては、アメリカで

有名 な連邦通信 委員 会(FCC)の 第1次 裁定 と

いうのがあって、このグ レー ・ゾー ンは しか るべ

く分 ける。つ まり主 として情報処理 をするな らば、

その情報処 理の 中 にお ける通信 機能 とい うもの

は、必 ず しも通信業者 として規制 は しない。また、

通信業者 の中での ある程度の情報処理 というもの

は、必ず しも情報処理 と してみず、グ レー ・ゾー

ンとしてケースバ イケースで考える、という考 え

が、基調 にあったと思 われ る。

ところが、先 に示 した通信処理の 円と情報処理

の円の重複部分が広 くなって、要す るに融合の度

合いが進 んできたために、今度 はこれまたアメ リ

カの連 邦通信 委員 会 の第2次 裁 定、第2次 コ ン

ピュー タ ・イン クワ イア リ裁 定 とい うの が ある

が、通信処理 と情報処理の分界 を初 めは定め よう

とした。 しか し、通信処理 とは何か 、情報処理 と

は何 かということは、実 はい うべく して簡単に区

分で きる問題 ではない。それにつ いては図2に 示

す。

通信と情報処理の区分け

結 局、行 きつ くところは、完全 ではないけれ ど

も トランスペア レン ト(よ けいなサー ビスを加 え
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ず 、単 に入 情報 をその まま出 口に出す)、 つま り

透 明な基本伝送サ ービスという ものと、 それか ら

透 明で はない付加価値 の加 わった高度 ネ ッ トワー

ク ・サ ービスとい うものを2つ に分 けて、基本伝

送 サー ビスを行 う者 は これ をコモ ンキ ャ リア と

し、それ は通信設備 をみずか ら建設す るもの とす

る。

この ように、通信設備 をみずか ら建設 して基本

伝送サー ビスを行 うコモ ンキャ リアは、それ 自体

と しては、高度情報サー ビスに手 を出 してはいけ

ない。

それか ら、高度情報 サー ビス を行 う者 は、基本

伝送 サー ビスを行 う者か ら回線 とい う、いわば針

金 を借 りてサービスを行 う、そ うい うふ うに分 け

たのがアメ リカにおける第2次 コンピュー タ ・イ

ンクワイア リーの結果であ った。

これはコンピュータと通 信の機能 の分 別が、い

かにむずか しいか とい うことを示す1つ の例 であ

る。

この影響 は世界 にも伝わ った。 ヨーロ ッパ は保

守的だが、イギ リスにおいて は今年 に至 って付加

サー ビスは原則 と して民間 に全 部 を委 ね る、 とい

うような非常に進歩的 な決定が なされているのは

注 目される。

日本においては、この点 まだ あいまいで、 コン

ピュー タと通信機能が融合す るとい う点が、情報

化の基本 的な概念 であるということはだれ もが認

めているけれども、さて通信面での基本 伝送 サー

ビスはだ れが担 当す るのか 、あ るい は高 度付 加

サー ビスはだれが担当す るのか とい うことについ

て は、あたか もそれは全部 コモ ンキ ャリアが担当

す るかのような考 え方 も世の中 にあらわれて いる

面がある。

あるいは高度付加サ ービスは、どこまで も民間

に開放すべきであるというような議論 もな されて

お り、情報化に対 しての通信 とコンピュ ータ機能

の融合については上述 したように、だれ も異 論 は

ないけれども、だれが その どこを分担す るか とい

うことについては、日本 におい て最 も議 論亟 分か　
れているところである。一
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●第4部 ●ニ ュー ・イ ン フ ォ メー シ ョン ・テ ク ノ ロジー

2
ロボ ッ ト

知能ロボ ット開発への期待

第2世 代 ロボ ッ トの時代

ロボ ッ トは周知のよ うに、1923年 に チェコス ロ

バキアの小説の中で誕生 したが、現実に人間の手

足の機能 を代行す る自動機械 と して世の中に出 た

のは、1960年 代 の ことである。

最初のロボ ッ トは第1世 代 といい、現在 まで生

産 され使用 されているが、 これは繰返 しの作業 ロ

ボ ッ トといわれる。1980年 代 に入 って、第2世 代

のロボ ッ ト時代 を迎 えたといわれるが、その特徴

としては、セ ンサ ー ・ロボ ッ トといってもよいと

思われる。

つ まり、人 間の手足 の機能だ けでな く、人間の

感覚 視覚、聴 覚、触覚 、力感覚 一 などをセ

ンサーで感知 し、 これをフ ィー ドバ ック してある

程度 オー トマ テ ィックな行動 が とれ る、 これが

1980年 代 か ら発達 しているセンサ ー ・ロボ ッ トの

概念 といって もよい。

識者 は、1990年 代 以 降 になれ ば第3世 代 の ロ

ボッ トが出現す るとい っている。第3世 代 ロボッ

トの特徴 と しては、学習機能 とか推論機能 を持つ 、

いわゆる知能 ロボ ッ トといわれるものである。

以上述 べたように、第1世 代 か ら第3世 代 に至

るロボ ッ トの概念 が一応 あるが、現在 どのよ うに

使 われているかというと、熔接、塗装 、搬送、組

み立 て、検査測定 などの用途が多い。その中で も

現実 には熔接 ロボ ッ トと塗装 ロボッ トの比重が圧

倒的 に高い。

現 在、推定 で はあ るが、世界 全体 にお いて約

2,000億 円 のロボ ッ トが稼動 しているといわれる。

そのうち日本が70%で あ り、アメリカが20%、 ヨー

ロッパが10%と い われてい る。 したが って、現在

日本で は1,400億 円 のロボ ッ トが稼動 してい るこ

とになる(図1)。

これに対 して過去の ロボ ッ トの生産台数をみる

と、1960年 代 の後半か ら生産 されていたロボ ッ ト

が全部稼動 しているとすれ ば、1980年 代 の年度末

においてその累計 は約8万 台弱 とな る。 しかし、

それほど過去 のロボ ッ トが現在 も生 きているとは

思 われ ないの で、 ここ4～5年 に生産 され たロ
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ポ ッ トが稼動 していると仮定す ると、実動 ロボ ッ

トは5-・6万 台 となる。

したがって、ロボ ッ トの平均取得単価 は1台 当

たり250--400万 円 と推定 され る。

次は知能 ロボッ トの開発

ここにあげた数字 は、昭和56年 度(1981年 度)

の推定 であるが、昭和60年 度(1985年 度)に おい

ては世界の総 ロボ ッ トの稼動金額 は約6,000億 円 、

そのうち日本 は50%を 占め、アメリカが30%、 ヨー

ロ ッパが20%を 占 めるもの と推定 されてい る。 し

たがって、その ときには日本 だ けで3,000億 円 、

約10万 台 以上 の ロボ ッ トが稼 動 す る こと になろ

う。

また、昭和65年 度(1990年 度)に おいて は、世

界全 体 の ロ ボ ッ トの稼 動 金額 は2兆5,000億 円

(1980年 不 変価格 で)、 その うち日本が40%、 ア

メ リカも40%、 ヨーロ ッパが20%で 、 日本 とアメ

リカはおのおの1兆 円のロボ ッ トが稼動 すること

になろう。 したが って、単価が あま り変わ らない

とすれ ば、30万 台 以上 のロボ ッ トが稼動 する こと

になると推定 されてい る。

先述の ように、1980年 代 においてはセ ンサー ・

ロボ ッ トが、1990年 代 においては知能 ロボ ッ トが

出現 するといわれているが、知能 ロボ ッ トが出現

する条件 というものはなかなかむずか しい。

セ ンサーに関する技術 あるい はそのプ レイバ ッ

ク技術 は発達す るであろうが、先ほ どの ような学

習 あるいは推論機能を持つ ということは、現在 の

技術 をもって しては予想 しに くい。 したが って、

現実問題 としては1980年 代 において は知能 ロボ ッ

トの割合 よりも固定 シーケ ンス ・ロボ ッ トあ るい

は可変 シーケンス ・ロボ ッ トとかプ レイバ ック ・

ロボ ッ トの量が多 く、知能ロボ ッ トの比率 はせ い

ぜ い15%程 度 にお さま るので はな いか と思 われ

る。 しか し、1990年 代 になれ ば、知 能ロボ ッ トも

発達 しておそ らく25%程 度 の シェアは占めるので

はないか。



●図1.産 業用 ロボ ットの生産台数

●表1.知 能 ロボ ットに必要な要素技術

」ー 項 目 現 状 目 標

アクチ。エーSii川 蝉 置化

自由度の増大

高 トルク

センサー

メカニズム

センサー

走行メカニズム

振動吸収メカニズム

反力メカニズム

高精度

多自由度

50W/k9

|

2XIO-3W/kg・ ㎝u

.別 に取 り付 け

視覚(次 元)

(階調 色)

(動物体認識)

(ハー ド)

障 害物 高 さ30cm以 下

な し

な し

±5eptm

2～6

2次 元

∴単階調

なし

なし

i50～200W/kg

3

1×10-3W/kg・(nt

－ 体 化 ㌃
.

ぺ(広 範囲ジ }

角虫覚(;得 り覚)

(点 ・面接角虫)

(カ)

(材質判断)

制 御 分散制御

専用高速CPU

な し

1/25mm2

、,な し

CPU2一 数個

現在のロボットでは複雑な動作
'が人間
の動作速度の1AO,汎 用

マイクロプロセッサー

4足 走行 階段昇降(速 度は人間の1/2)

あ り

あ り

±2μm

球面アクチュエータの開発により

①指=5自 由度(2球 面モー タ)×3本

②腕=7自 由度(3球 面モータ)×2本

③足=7自 由度(3球 面モー タ)×4本

の協調が可能 となる

3次 元

256階 調、8色 、.b。

あ り

自動焦 点 小型 即 応 機構

(10倍 レ ンジ,16ms以 下)

広 域000m範 囲)一 ・re狭 域Omオ ー ダ)

までG段 階

lm【n滑 り感 度

20×20ポ イ ン ト/ilne,lg感 度'

20×20ポ イ ン ト/er

lg～2kgの ダイナ ミックレ ンジ

5種 類程 度

loomaで4階 層以上

実時間化するため旧債 の高速化 を目指す

4則 演算能力lMFLOPS以 上i

[蹴 鷲駕 蕪による薪の/
出所:「 日経 メ カ トロ ニ ク ス 」81.9.16号
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3
すすむ日本語情報処理システム
必要不可になりつつある日本語の処理

日本語情報処理 システムとは

一般に 「情報処理」 とは
、数値情報 を中心と し

たデータ処理のことである、この場合のデー タと

は数字、アルフ ァベ ッ トそれに日本 においては片

仮名が含 まれる。これに対 し、「日本語情報処理」

とは漢字 と平仮名 とくに漢字 の入 出力、処理を含

めたコンピュータによる処理 システムで ある。

日本語情報処理 のなかに漢字 を取 り込み たいと

いうニーズは、日本 にコンピュータが導入 された

時か ら潜在的にあったといえる。 しか し、 日本語

情報処理 が実際に試 みられるのは、昭和40年 代 の

は じめである。

当時の日本語情報処理 システムは現在の もの と

異 な り、一部のメーカーとユーザ ーが共同 で特殊

な用途に使用する専用 システムと して開発 した も

のが多かった。

現在の ような汎用 コンピュー タに、標準装備 さ

れて いる日本 語情報処 理 システ ムが実 現 したの

は、昭和53年 の ことである。すなわち、この年の

5月 に、漢字 処 理 機 能 付 きの オ フ ィス ・コ ン

ピュータが登場 し、以来 日本語情報処理 システム

は大企業のみならず、中小企業 の間に も急速 に普

及 しだ した。

と ころで、現在の日本語情報処 理の適用分野 は

多岐 にわたってい る。まず業種 ま たは業務 の面か

らみると、①新聞 ・通信 ・出版 ・印刷業 における

編集 ・印刷 ・記事原稿集配信その他情報提供サ ー

ビス業務。②官庁 ・地方 自治体 における法令 、議

事録 、文献 など行政情報検 索、社会保険、各種免許、

文献作成、住民情報の管理業務。③一般企業 にお

ける販売 、在庫、人事管理資料の作成。④ その他

医療機関 、学校 、研究所 ・図書館 、な どあ らゆる

分野にわたっている。

日本語 情報処理 は、現在 で は オフ ィス ・コ ン

ピュータ、パ ーソナル ・コ ンピュータへ と広 が り

情報処理機能 の必須条件であるとともに、標準 的

機能 とな りつつある。そ して、この機能が専用機

と して登場 したのが日本語 ワー ドプロセ ッサーで

ある。
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今 や 日本語 情報処理機能 は、 コンピュータとし

ての基本機能 とな りつつ ある。

工技院 のRIPSの 例

今後、 日本 語情報処理機 能は さらに日本語情報

検索 、日本語 文書 自動抄録など レベルア ップをは

かっていく。 日本語 の構造分析 、意 味解析 などの

人工知能技術の開発 、さらには、 自動翻訳 システ

ムや 日本語 による プログ ラ ミン グ、CAIシ ス テ

ムなどの新 しいシステムの実現へ とめ ざま しい技

術開発 が な され、 コン ピュータの新 しい ア プ リ

ケー ションが開 けることが期待 されている。こう

して、日本語情報処理 の広範 な分野への拡大 は今

広が りつつ あるオ フィス ・オー トメーシ ョンと不

可分の関係 になりつつある。

ここで、通産省工業技術 院の筑波研究セ ンター

の共同利用 システムである研究情報処理 システム

RIPSの 、機械翻訳 システムの概要 を紹 介 してお

こう。

機械翻訳 は、日本語情報処理 の重要 なテーマで

ある。ここで行われている英和翻訳 プログ ラムは、

科学技術文献 の表題程度の英文 を翻訳す るもので

あ り、その一 つが文献速報 システムである。 これ

は市販文献データの中の論 文の表題 や研究者個人

で収録 した論文 の表題 を英語 か ら日本語 に翻 訳

し、その結果を他 のデータとともにデー タベ ース

に格納 し、検索サー ビスを行 うものである。 また

もう一つ は、検索結果 の翻訳で ある。 これは英語

の論文 のデータベースを検索 し、検 索 した論文の

表題 をその場で翻訳するもので ある。

この英和翻訳 プログラムは、本来 の翻訳以外 に、

分野別 の辞書 を作成するのにも使用 できる。今後

の方向と しては、翻訳対象 の英文の範囲 を拡張 し

たプ ログ ラム の利 用 に よ り、英 文 テキ ス ト・エ

デ ィターと和文 テキス ト・エデ ィターを結 びつけ

た利用や、英語以外の外国語に対 する利用拡大が

予定 されている。

日本語情報処理技術の進展 は、 コンピュータの

利用領域 を拡大 していくうえ に、不 可欠なもので

ある。



●表1.主 要 日本語情報処理システム
ぺ

…

{

メ ー カ ー
k名
シ

称 …1発 表 …{ 適 用OS 備 考

富 士 通IJEF

日本アイ.ビ_エ ム 膜 字鰯

.ii治 テム
∴ ・ 囁㌣へ

ll79年
、月.OSIV/F2・F`・X8

UNICOS/F4,F5

;OS/VS2(MVS)

79年9月OS/VSl

…iD。S/VSE

_ぶ ぶ:_._ _ぶ

・ 本 電 気lkps79年1。 ∴ 。S,、
,Lmm1"1'E""um

-=.し .…ベデ　 ニご べ 　　 し　　 やお ぶ ぴ 　 　 マご お

菱 電 機
,、欝r里;・ ・年・月,、・IS/VS
チヒ

諮警 甕 三i鶉燵 竺
臼本 工ヌ ・シ一一・アールilJAPAN80年9月lIMOS-J

躰 ユ ニ バ ・ ク1、LETS-J80年10別 ・S(llO・)

日本 ・デ ー タ ゼ ネ ラルPIKIS79年IO月AOS
,AOS/VS

…
81年2月 に 適 用 分 野 拡 大 …

1

__,_、_ .{

79年10月 にIBM漢 字 シ ス テ ム/34を 発 表1

80年7月 に躰 語文書処理システムを追加i
,1

・AC㌫㌫ 晶 始… 一 ≡i

80年 にACOS-6,ACOS--2へ 欺 ・{

iiレ330以kで あ ったが,L-320に 拡X

=☆.旦 、______

い8290」 シ ステ ム で適 用

UNIVACZン ピa－ 夕,OUKコ ン ピ ュー タ用

81年3月 に新IKISを 発 表

●図1.通 産省工業技術院筑波研究センターの共同利用システム研究情報

システムRlPSの 日本語情報処理コンポーネント関連図

日本語ディスプレイ・

サブシステム

口
ディスプレイ

サブシステム

ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ

OS

通
信
制
御
シ
ス
テ
ム

TSS

COBOL・PL/1

'
,一'

アプリケーション

プログラム

サービスプログラム

㌃ 糟 理ジョブ管理

・漢 字マ ス ターフ ァイル作 成

カナ ・漢 字変換 入力

帳 表出力,文 書 処理,

グラフ ・図形 出力プログラム

・編集 ・和文 工 デイ タ≡

・会話型汎 用情報検褻ジズテム

ラインプ リンター装置

日本語 ラインプリンター

テーブルウエア

◎文字パターン辞書

・文錨 性辞書

・事務処理用語辞書

・氏名辞書

・住所辞書

・汎 用 日本 語編 集 プqグ ラム

・漢字 ソー ト

出所:「 ここ まできた 日本語情 報処理一 機 械翻訳 も実用化

工業技術院σ)RIPS」矢田光治(日 経産業新 聞1982年8月25日)
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4
CAD/CAMシ ステム
コンピ ュータ ・グ ラフ ィックスの発展 ともに

FAとCAD/CAM

CAD/CAMはFA(FactoryAutomation)の

中 で、次の ような4種 類 の機能の中で も最 も重要

な位置 を占める。すなわち、CAD/CAM、2番 目 に

NC、3番 目にロボ ッ ト、4番 目に トランスファー

(搬送施設)で ある。 これ らの4つ の機 能をさ ら

にインハ ウス ・オ ンライン ・シス テムが支える こ

とに よって、ファク トリー ・オー トメー ションが

完結する。

CAD/CAMはFAの 中 で、上の ような位置づ け

がなされるけれども、CADは コ ンピュータ ・グラ

フィックスの発達 を基礎 と している。 したがって

CADの 必 要条件 と しては、たとえば切削条件など

のような数値的 なデータベースが必要で あ り、そ

れか ら図面作成 に際 して必要なモ ジュール化 され

た単位図形 の集積 であるデー タベ ースが必要であ

り、そのような デー タベ ースか ら導かれたデザ イ

ン、 図 形 か ら反 転 し て こ れ が 数 値 化 され、

た とえ ばNCあ る い はMC(MachinningCenter

－ 複 数の工作具の集合)に 対 して必要 なデジタ

ル情報 を提供 す る とい うような機能 が要請 され

る。

CAMの 概念 は必ず しもまだ現在確定 してはい

ないが、CADに よ って得 られ た情報 が単 にNC

に伝 わるだけでな く、もう少 し広 い生産工程全体

に伝 わるとい う意 味で、CAMの 概 念 が成立 して

い ると考 え られ る。 た とえば、最 も重要 なの は

FMS(FlexibleManufacturingSystem)で あ っ

て、ロッ トの多少 にかかわ らず最 も合理的 に、最

もコス ト・パ フォーマ ンス よく生産 するシステム

という意味で は、CAD/CAMと の 連続性 が重 要

になる。

システムと人間の問題

ところで、CADに つ いていえ ぱ現在 ア メリカ

が圧倒的に発達 していて、あ『る推定 によれば1981年

度 における世界全体 のCAD/CAMの 設 置金額 は

8億 ドルといわれ、その90%は ア メ リカであ り、

7%が 日本であ り、3%が ヨー ロ ッパにおいて設
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置 され ているといわれる。

これが1985年 度 になる と、世界全体 で25億 ドル

の設置金額の うち、アメ リカが85%、 日本が12%、

ヨーロ ッパ が3%。1990年 度 においては世界全体

で95億 ドルの設置金額の うち、アメ リカが70%、

日本が27%、 ヨー ロッパ が3%と 推定 されている。

現在 、CAD/CAMが 抱 えている問題 と して は、

ひとつにはデ ィメ ンシ ョンの問題 がある。現在 の

CAD/CAMは ほ とん どすべてが2-D、 す なわち

二次元 システムであるが、三次元のデザ イン(ソ

リッ ド・モデル)を 行 うCADお よびCAMが 要

請 されている。これは、 それほど簡単 に解 決でき

るとは思 われ ない。 したが って、CAD/CAMは

技 術 的 に は3デ ィメ ンシ ョン問題 が ある けれ ど

も、その ほか価格 であるとか 、あ るいは現在で は

すべてが個別 システムであって汎用 システムで は

ないけれども、これがついに解決 されない問題 で

あるのか、あるい はあ る時期 になれ ば解決 される

問題なのかどうか。

なお、人間 とCAD/CAMと の 仕事 の分担 につ

いても、一応考 えてお く必要があろう。当然 どの

よう な時 代 に なって も、 人 間 の創 造 性 を コ ン

ピュータ ・システム系 に移 すことは、それが第5

世代電算機の世 になっても真の意味の創造性の転

化 は行 われないで あろ う。

CAD/CAMに お いて も、 ある製 品の設計製作

を考 えるとき、基本的 なコンセプ トは人の手に待

つと思われる。 もちろん、その ようなコンセ プ ト

の創造 に、各種の デー タベースによる資料 の参照 、

コンピュータによる予 品シ ミュ レー ション、コン

ピュータによるある程度 の推論 などは当然 に活用

され よう。そのような基本 コンセプ トに基づ く基

本設計 その もの は、相当部分がCADシ ス テムに

依存 し、人 との対話形式で設計が進 め られ ること

になろう。

そ して基本設計か ら後 の段階 では、必要 なモデ

リング、必要 な数値情報 の展開 はほとんどCAD

シ ス テム が行 い、CAMに 至 って は、大 部 分 が

CADと 連 携 したオー トマ テ ィック ・システムに

移 るもの と思われる。



●図1.工 場自動化の構成要素

口
コンピュー タ・エイデ ッ ド・デザイ ン

&マ ニュフ ァクチュア リング CAD/CAM

工場自動化

FA

FACTORY

数値制御 シ ステム,マ シニング・セ ンター NC/nc

ロボ ッ ト ROBOT

構内搬送システム TRANSFERSYSTEM

●図2.国 民1人 当 りのFAシ ステム設置金額
(単位 ドル/人)

出所:「 『競 業新 聞・57年8月23日
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ロ ー カ ル ・エ リア ・ネ ッ トワーク(LAN)

オフ ィス ・オー トメーシ ョンの決 め手

LANの 概念

OA、 い わゆるオ フィス ・オー トメー ションの

ブームに伴 って、ローカル ・ネ ッ トワークの問題

も急激 に脚光 を浴びる ようになった。そのローカ

ル ・ネ ッ トワー クの 目的 は、 オ フィス ・オー ト

メー ションの3種 の神器 と もいわれるオフィス ・

コ ンピュー タあ るい はマ イク ロ コンピュー タや

フ ァクシ ミリやワー ド・プロセ ッサーなど、ある

構 内、 ある敷地 またはある建物内にあるそれ らの

情報機器の能力を最 もよ く発揮 させ るために、 こ

れ らをハ イスピー ドの通信線で連絡 して、あるい

はデー タベースをつ くり、あるいは共通のフ ァイ

ルによってすべ ての能.力 を生 か そ うとい うの が

OAに 伴 うLAN(ロ ー カル ・エ リア ・ネ ッ トワー

ク)の 目的とされ てい るところであろう。

現在 までに提供 、提唱 されて いるあるいは商品

化 されているローカル ・ネ ッ トワー クの形態 とし

ては図1の ような種類 がある。 図にみる ように、

ス ター型 、ループ型、 リング型 、バ ス型 の4種 類

が主な ものである。

これ にさらに、各種の情報が入 りま じるので、

どうい うふうに情報が衝突 した りするか とか専門

的な細 かい問題が あるが、それ は略することに し

て、 ロー カル ・ネ ッ トワー ク に は や は りコ ン

ピュー タ ・ネ ッ トワークと同 じように3つ の問題

がある。 ひとつは、ローカル ・ネ ットワーク的な

機能 を果 たすためには、現在各種の メーカーが提

唱 しているようなローカル ・ネ ッ トワー クによら

な くて も、デ ジタルPBXを 使 用 して ローカル ・

ネ ッ トワークを形成す ること もできる。

LANを め ぐるい くつかの問題点

デジタルPBXは 当然 コンピュータを内蔵 し、

蓄積 機能 が あ りデジ タル化 機能 があ るだけでな

く、57年7月 お よび10月 の公衆電気通信法令改正

の結果 、構内 コンピュー タとの接続 も可能 になっ

たので、これ によってすべての電話 なりファクシ

ミリな りマイコンな りの情報 をデジタル化 し統合

する ことは不可能 ではない。 したがって、デジ タ
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ルPBXに よ るインハ ウス ・ネ ッ トワークの形成

と、いわゆるロー カル ・ネ ッ トワー クによるイン

ハ ウス ・ネ ッ トワー クの形 成 と、 どち らが コス

ト・パ フォーマンスその他の点か らいってす ぐれ

ているか とい う問題が ひとつ。

第2に は、PBXは さておいて、ロー・-Lカル ・ネ ッ

トワークを形成する場合に、現在発表 されている

ものによれば、すべて非常 なハ イス ピー ドの通信

回線 を想定 してい る。た とえ ば、1Mbit/秒 で 構

内情報 を走 らす とか、8Mbitで あ るとか10Mbit

で あ るとかいうような ことがいわれている。

ところが、外部通信 回線 との接続 を考 える場合

に、外部通信 回線 は現在 そのようなハ イス ピー ド

はな くて、あるの は48Kbit/秒 が最高 である。将

来 、いわ ゆるINSが 日本で実現 す ると して も、

その幹線 においてす ら64Kbit/秒 が 大体 の標 準 と

なってい る。そ うすると、構内回線 で4Mbitと

か8Mbitと い うようなハ イス ピー ドで走 らすシ

ス テムと、外部のせいぜい48Kbitな い し64Kbit

を標 準 とするスピー ドとを接続す るために、ど う

して もそ こにはゲー トウェー、 ミニ コンを置 いて

スピー ドの変換 を しなければな らないとい うよう

な非常 にむだな ことが起 きるのではないか という

問題 が第2。

第3の 問題 は、PBXに コ ン ピュータが接 続 で

きる と して も、 それ は内部 的 な問題 で あって、

PBXで あ ろ うとローカル ・ネ ッ トワー クで あろ

うと、それと外部の コンピュータとの接続 をど う

考 え られ るのか、という問題 が制度的 に残 る。 こ

れもすべてが企業内 システムであれ ば比較的問題

は少 ないか もしれ ないが、 たとえ ばあ るロー カ

ル ・ネ ッ トワー クを形成 しているのは一企業で あ

り、それと接続 しようとす る外部 の システムは別

な企業 であるとい うような場合、それが共 同使用

であ るか他 人使用であるかは別 と して、そ うい う

場合 には個 別認可 にかかるといって、相当困難 な

接続上の制度問題 が起 こる。

このように技術的な問題がふたつ、制度 的な問

題が ひとつ ローカル ・ネ ッ トワー クにおいて は存

在す る。



● 図1.ロ ーーカル ・ネ ッ トワー クの各 タ イ プ

◎ ・コン ・・一・一 〇 ・各種端末 ・… ン.FAX,・ 一 ・プ・セ。サー ・・他・

●

●

スター型 ループ型 リング型 バス型

●図2.CPBX(デ ジタル電子

交換機)に よるローカル ・ネ ッ ト

ワークとローカル ・ネ ットワー ク 』

同士の接続模型

岱 廿

◎ ・コンビ・一・ □ ・各謙/Z_:外 部・線
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6
光通信技術の進展
電気通信の質的な革命をもたらす

光ファイバー通信の特徴

通信 は、かつては煙 とか手旗信号 など、人間 の

視覚 に訴える ことから始 まった。

その後、無線通信技術が発達 して電波 に情報 を

乗せることが行われるようになったが、光 も電磁

波で ある とい う考 え方か ら(図1)、 光 その もの

に情報 を乗せて送 るためのいろいろな方法 が模索

された。

昭和35年 に純粋 な光"レ ーザー"が 発見 され、

昭和45年 にはきわめて透明度の高 い(損 失の小 さ

い)フ ァイバー ・ケーブルが世 に出 されて、光 通

信はにわかに現実 のもの となった。

そ していまや同軸 ケーブルに替わ って、陸上お

よび海底 の伝送設 備の主流 になるの も遠い将来 で

はな くなった。

光 ファイバ ー通信の特徴 には、次の諸点があげ

られ る。

① 光 ファイバ ー通信 は、 これか らの通信である
"デ ジタル通信"に 最 も適 している

。図2の 発光

部に通常使われる半導体 レーザ ー素子 は、応答速

度がきわめて速 く、入って くる情報電流 に応 じて、

1秒 間に10億 回 以上 もの レーザ ー光の強弱 に変換

することができる。その意味で従来 の方式 とはケ

タはずれな高速デジタル伝送が可能で、電話回線

な ら楽 に1万 チ ャンネル以上送 ることができる。

② ファイバ ー ・ケー ブル は、主 に石英 ガラスを

材料に してつ くられた、髪 の毛の ように細 い線で、

その中 に光 を閉 じこめ て走 らせ るわけだが、従来

のケー ブルに比 べて損失が きわめて低 いものがつ

くられ るようにな り、 中継所の間隔 を数倍長 くと

れる。

③ ファイバー ・ケーブル の主原 料 で ある石 英

は、従来 のケー ブル材料 の銅 と異 なり、地球上 に

ふんだんにある資源のひ とつなので、経済的であ

り、かつ省資源的である。

④ ファイバ ー ・ケーブルは軽量 で曲げやすいの

で、工作 ・工事 がや りやすい。

⑤従来の同軸 ケーブルが その太 さのために、1

本 の多心ケーブルをつ くるの に最大18心 まで しか
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束 ね ることができなか ったが、ファイバ ーはきわ

めて細いので、数十 ・数百心以上集合する ことが

でき、1本 のケーブルで、数十万 あるいは数百万

の電話 チャンネル を超す、超大容量伝送路 が容易

につ くれ ることになる。

⑥ ファイバ ー ・ケーブルは外部か らの電磁的影

響 を受 けないので、電力/光 複合ケーブルも可能

となる。

また同 じ理 由でフ ァイバ ー相互の漏話 や雷の影

響 もな く、 さらに、温度変化 の影響 も受 けないの

で、高品質な伝送 が保証 される。

光通信の社会に与える影響

このような大容量で高品質な伝送設備が、通信

幹線 だけでな く、官公庁、各産業 、家庭 を容易 に

結 んでネ ッ トワーク化 され ることが予想 され、高

度な情報通信社会の出現 は決 して夢 ではなくなっ

た といえる。

この ように、広帯域の伝送路が利用 しやす くな

る結果 、CATVサ ー ビス産 業 は急速 に伸 びるで

あろう。

そ して さらに、静止画f象 動画像 が一般 に製造

業、サー ビス業 、教育、娯楽 に、広 くいろいろな

形で利用 されるようになろう。

また、ローカル ・エ リア ・ネ ッ トワークの建設

が活発 になる結果、 コンピュー タはわれわれ の身

近 な道具 とな り、オフィス、工場等 のオー トメー

シ ョンが急速 に進展 しよう。

これ はまさに、有線通信 の分野での"第2の 革

命"で ある。

"第1の 革命"は
、撚線 ケーブルか ら同軸 ケー

ブルへの移行 によって起 こった。 しか しこれは、

主 と してチャンネル数の増加 という量的革命 をも

た らしたにすぎなかった。

光通信 は、電気通信 の質的革命 をもた らす もの

であ る。

現在の主 流である 「電話」 は近 い将来完全 に陳

腐化 し、映像 とデータが電気通信 の主流 となる こ

とは、疑 う余地 がない。



● 図1.ス ペク トル

●図2.光 通信システム構成

一
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7
衛星通信の可能性

衛星通信実用化の時代

衛星通信の意味

今 日地上での大容量通信幹線 は、主 と して有線

の"同 軸 ケーブル"と 無線の"マ イクロウエ ーブ"

設 備で構 成 されている。 この うちマ イクロウエー

ブ(波 長 数セ ンチメー トル ない し数十 センチメー

トルの電波)は 、光 と同様直進す る性質 を持 って

いるので、 この円い地球の上で は到達距離が限 ら

れて しまう。つま り、い くら高い山を選んで中継

所 を置いたと しても、数十キ ロメー トル ごとにそ

のような中継所 を必要 と し、長 距離の伝送には数

多 くの中継所 を建設 しなければな らない し、また

海洋 を越 えることはほとん ど不 可能 であ る。

この 問題 を一挙 に解決 して くれたのが、地 上

36,000キ ロ メー トル上空 に静止 する中継所 、すな

わち"通 信衛星"で あ る。

(衛星 をこの高度 に位置 させると、衛星 が地球を

1.周す るのに要す る時間と、地球 自身が1回 転 自

転する時間 とが同 じにな り、地球 か ら見 ると"静

止"し ているように見 えるわけである)。

衛星通信 の特徴 は、次 のように考え られて いる。

まず、第1は 経済的な通信 が可能 であるという

ことである。

高度36,000キ ロ メー トル とい うことは、地球の

大 きさと対比 して図1の 関係位置 となり、1個 の

衛星で地球 の1/3を カバ ーでき ることが わか る。

つ まり、3個 の衛星で地球上 をすべ てカバ ー し得

ることになる。

しか も、 この分 野 の技術 革新 はめ ざま しく、

1965年 に打 ち上 げ られ た インテルサ ッ ト1号 で

は、電話 回線240回 線(片 方 向)の 容量 で設計寿

命が1.5年 で あったのに対 し、現在 のインテルサ ッ

トV号 衛星 は24,000回 線+テ レビ2チ ャネルの容

量を持 ち、寿命 も7年 となっている。したがって、

1回 線 あ た りの コス トは、1号 では年 あ た り

23,000ド ル近 くかかったの に対 し、V号 では400

ドル程度 とな った。

さらに近い将来 において、スペ ースシャ トル を

用いて衛星 を打 ち上げ られるよ うになると、その

コス トは飛躍 的に下って くる。
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こ う なって くると、地球局 と利用者間の地上回

線 の 方 が む しろ割 高 と なって く るが、米 国 の

SBS(サ テ ラ イ ト・ビジネス ・システム ズ)社

が行 ってい るように、利用者 のビルの屋上にア ン

テナ を置 く方法 で、 この コス トを省 くことができ

る。

もう1つ の衛星通信の コス トの特徴 は、通信 す

る2つ の地 球局 間の距離に無 関係 ということであ

る。 この ことは、距離 を1つ のフ ァクター として

作 られ た地上通信の料金体系 に新 たな問題 を投 げ

か けたことになる。

衛星通信の もう1つ の特徴

もう1つ は、多元接続 である。

衛星 通信 が地上のマイクロウエーブ通信 と異 な

るもうひとつ の大 きな特徴 は、多元接続 ができる

ことである。

すなわち、地上36,000キ ロ メー トルに置 かれた

この中継所 は、そのカバ ーす る範囲内のすべ ての

地球局 か ら電波 を受けることがで き、そ して、す

べての地球局 に向けて電波 を送 り返すので、1台

の中継器 で多 くの地球局間の通信 を取 り扱 うこと

ができる。 これ を多元接続 というが、いわば地上

のマイクロウエーブは専用線的で、他 の通信 の介

入 を許 さないが、衛星通信 は伝 送 と同時に多 くの

地上局間の交換 を行 う機能 を持 っていることにな

る。

多元接続 には、周波数分割型 と時分割型があ り、

それぞれ図2、 図3で 示す。

周波数分割多元接続 では、A局 、B局 、C局 は

それぞれ上 り リンクの周波数fA、fB、fcで 衛 星 に

送 り、 これ らは衛星でFA、FB、Fcの 周 波数 に変

換 されて下 りリンクに送 り返 され、すべての局で

受信 される。

したがって、それぞれの地球局は必要 な周波数

の ものだけを選べばよいので ある。

時分割多元接続 では、各局 は同 じ周波数 の電波

を時間的にず らして衛星 に送 る。受信局は、受信

したすべての局の信号 のうち、必要な タイ ミング

の ものだけを選択すればよい。



静止衛星

地 球

直 看X静」|2,800k而

● 図1.36,000kmの 高 さ

●図2.周 波数分割多元接続

● 通縮

影

＼ボ ・
大

ぎ

〉ピ.

●図3.時 分割多元接続

● 通縮

4☆記
念〉
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鷲 違 ジ
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8
ニ ューメデ ィアを支える技術

大切なデータベースからの検索能力

双方向性がカギ

"ニ
ュ ーメディア"と 称 される新 しい情報 メデ

ィアの一群が コンピュータ、そ して電気通信技術

の先端分野での結合 で生まれてきたことは間違い

のないところだが、ニ ューメデ ィアを支 えてい る

テクノロジーはまた、いわば"オ ール ド"あ るい

は"既 存 メデ ィア"と も共通 するところも多い。

たとえ ば、電波(無 線)系 ニ ューメデ ィアの代

表格 とされるテ レテキス ト(文 字多重放送)の 送

出技術そのものは、 これ自体 目新 しいものではな

く、 ただ この情報 を受像機 に映 し出す手段 、つ ま

りアダプ ターがパ ター ン方式 を採用すべきか、あ

るいはコー ド(符 号)化 方式 を採 用すべきかとい

う、伝送上の手段 に選択の余地があるだけで、 む

しろ、いかなるス タイルで画面上 に映 し出すか、

また何を、どの程度映 し出すか とい う、ソフ トウ

エ ア技術が この場合重要 になって くる。

もとよ り、送出画面数 に制限が付 けられ てい る

テ レテキス トで重要 な技術 とは、この制限の範囲

の中で最大の効果 を出すための社会学 、あるい は

心理学上の テクニ ックを指 した方 が適切 なのか も

しれない。

テ レテキス トにまったく新たな技術が採用 され

ていないとい うわけではないが、ニューメディア

を支えて いく技術 を最 も象徴 的に活用 して いるの

は、 ビデオテ ックスの名 で呼 ばれる ことの多 く

なった有線系 のニューメデ ィアであろう。わが国

の例 でいえば、キ ャプテン ・システムで ある(図

1)。

い くつ もあるニ ューメデ ィアの特質の中で"双

方 向性"、つま り検索能力 こそがこれまでの メデ ィ

アに見 られなかった最大の部分 であるとい うな ら

ば、ここにこれまでの メデ ィアでは出番のなかっ

た技術 を数多 く見 ることができる。

いうまで もなく、検索能力は利用者か らのデー

タをセンター側の コンピュータに送 り返す ことに

よつて実 現 されるが、それ故 に ビデオ テックスで

最 も大事 な技術の一つがセ ンターと利用者 の間を

結ぶ回話網 、あるいは交換 ネ ッ トワークとい うこ
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とに なる。

実験の段階 も踏 まえて、世界 で最 も完成 された

システムの一つ といわれる フラ ンスの「テ レテル」

ビデオテックスで は、図2の ようなネッ トワーク

が構成 されている。

ソフ トウエアの重要性

ここでわかるように、 このネ ッ トワー クの中心

を占めるのが交換 ノー ドであ り、これに 目がけて

サービス提供者 とユーザー双方 か らのデー タが飛

び込んでくることになっている。データベースの

管理は、この ノー ドか らサ ービス提供者 よ りに位

置 し、データの流 れ、料金請求などの管理 、それ

にデー タベースの中身の管理 などを行っているわ

けである。

そ して交換 ノー ドか ら、X.25プ ロ トコル を用

いてパケ ッ ト交換 ネ ッ トワークを通 し外部(第 三

者)の データベースにアクセスする ことができ、

この実験では専用線網 で外部 データベースへの接

続 も試 みられている。第三者 のデータベ ースへの

接続 、いわゆる"ゲ ー トウェイ"の 機能がすでに

この段階で採用 されているのが大 きな特徴で、来

たるべきエ レク トロニ ック ・バ ンキ ングへの備え

ともいえる。

また たとえ ば、民 間企業 レベ ル で 自社 のユー

ザー向けにビデオ テックスのソフ トウエ ア、ハー

ドウエアを提供 している英 国IBMの 結 合 でも、

自社 内データベース、プ レステル、外部 データベー

スへ と三段階のア クセスを考慮 して いる。

わが国の ビデオ テックス、キャプテン ・システ

ムで注 目され るのが伝送技術 である。 ここで採用

されている 「パ ター ン方式」 は、図形の表現能力

に富 む、ユーザー端末 の単純化が はかれ るな どの

特徴 をもつが、採 用に当たっての最大の理由が漢

字 の表示にあ り、 この点 か らもわが国特有の シス

テムといえる。

ちなみに諸外国で用 い られて いる伝送形態はす

べてコー ド方式である。このため、世界統 一標準

規格の段 階に至った場合 の最大のポ イン トは伝送

方式 になると予想 されている。
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9
ソフ トウエア主役の時代

情報処理コス トの変化にみる

移り変わる主役の座

ソフ トウエ ア主役の時代といわれる。情報処理

システムにおけるソフ トウエアの比重 がます ます

増大 し、その重要性が一段と高 まっていることを

指 し、ハー ドウエ アか らソフ トウエアに主役の座

が移 りつつある。情報処理 システムの中に占める

ソフ トウエアの コス トは、70・一－SO%に も達す ると

いう見方がある くらいである。 このため、今後 ま

す ますソフ トウエアを充実 させ るとともに、その

コス トを低減 させ る ことが重要 であ るといわれ

る。

それ らの主役の座 の移行 を、 いくつかの統計的

な指標 か らながめてみよ う。

表1に みるように、必 ず しもソフ トウエアだけ

ではな くコンピュー タ ・タイムの販売 なども含 ん

でいるわけであるが、わが国の情報処理サー ビス

業 の売上げの推移 をみれ ば、1976年 か ら1980年 の

5年 間で、平均16.9%の 高 い伸 びを示 している こ

とがわかる。

これ に対 してハ ー ドウエアの伸 びをみれば、表

2に 示す ように、汎用 コンピュー タの年間納入販

売金額の伸 び率 は、上 と同 じく1976年 か ら1980年

を とれば、年率平均5.8%に す ぎず、また後 に述

べ る表3と 整 合性 を合 わせ るため、1973年 か ら

1977年 に 至 る年率 平均の伸 び率 をみれ ば、8.4%

とな っている。

いずれにして も、ソフ トウエアの伸 び率 は、ハ ー

ドウエアの伸 び率の2倍 ない し3倍 を示 している

ということが できる。 これを もって しても、最近

ではソフ トウエ ア ・サ ービスの伸 び率 が、ハー ド

ウエ アの販売金額の伸 び率 よりも大 きいことがわ

かる。

したがって、この面か らは明 らかに ソフ トウエ

アあるいはソフ トウエ ア ・サー ビスが主役の時代

になっている とい うことがいえるのである。

表3は 、わが国のコ ンピュータ ・ユーザ ーの1

年 間に占める情報 システムの総支出金額の推定 を

示 したもので ある。 これで明 らか なように、1973

年度 において は全 コンピュータ ・ユ ーザーが情報

90

処 理 に関 して 支 出す る経 費 は推定9,40C億 円 で

あって、そのうちハ ー ドウエアの支出の占める金

額 は3,660億 円 であ り、割合 と してみれば38.9%

と な っている。

これ に対 して、1977年 度 に至っては、わが国全

コンピュー タ ・ユーザ ーの全情 報処理経費の支出

は2兆270億 円 と推定 され、その うちハー ドウエ

アの占め る比率 は6,750億 円、33.3%で あ る。 し

たが って、1973年 度 においてはハ ー ドウエアの全

経費 に対 して 占める割合 は2.6分 の1で あったの

が、1977年 度 においてはそれが3分 の1に 減って

いるということが明 らかである。

この点か らみて も、ソフ トウエアが徐々 に情報

処理 コス トの中の主 役 になって きている ことが

はっき りす る。

ソフ トウエアは人の費用

なお、図1は 、汎用機のハ ー ドウエ アの型別単

価が どの ように変化 しているかということを年度

別 にみたものであるが、ハー ドウエ アの単価とい

うもの はここ10年 を通 じて保 ち合 いかあるいはむ

しろ下が りぎみである。

この間の物価の上昇を考 えるな らば、明 らか に

ハー ドウエ アは年々安 くなってい る。

特 にその性能の向上 を考 えれば、ハー ドウエ ア

の価格 はきわめて安 くなっているということがい

える。 これは素子 の単価の激 減とか、 その他 いろ

いろな傍 証を もっても証明する ことがで きる。

これに対 して、 ソフ トウエアの経費の中で主な

ものは人間 にかかわる費用 であ るので、この面か

らもソフ トウエ アの コス トは年々高 くなるわけで

あるが、ハ ー ドウエアの コス トは年々低 くなる、

あるいは少 な くとも保 ち合 いであるとい うことが

いえる。

したが って、以上の4つ の面 か らの分析 を総 合

しても、 コンピュータに関 してはハ ー ドウエアの

時代 か ら、急速 にソフ トウエ アが主役 の時代、 あ

るいは ソフ トウエア ・サー ビスの主役 の時代 に

移 ってきているということが明確 に証明できるの

で ある。
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10
知識情報処理システム
これからのコンピュータ開発の課題

知識情報処理とは

知識情報処理 という言葉 は、かな り新 しい言葉

である。新 しいが故 に、これ を概念 的に明確な形

でわか りやす く説 明するの はむず か しいが、「知

識 に基づいて推論 し、問題解決 を行 うこと」 とい

うのが一応の定義 である。

知識 とい うの は、今 まで人間 の知能のみの世界

の言葉で あったが、 これをコ ンピュータの世界 で

実 現させ ようとい うのが新 しい試 みである。図1

に知識処理 シス テム を支える技術 を示す。

以下 に、知識情報処理機 能を もつ コンピュー タ

の実現 という観点か ら,い くつかの トピックスを

あげてみよう。

まず第1は 、人工知能 という分野である。 これ

は人間 と同 じよ うに思考 や創造性の ような知的活

動 を行 う知能 を有 するプログラムを開発 しようと

する研究である。 もちろん、人間 と同 じようにと

い うレベルが、現段 階まで実現 されているわけで

はない。

人工知能の研究 は、1950年 代 後半か ら着手 され、

1960年 に米 国 で開発 されたLISPと い う記号処

理言語 を用い て、チェスなどのゲームのプログラ

ム、数学 の定理証明の プログラム、物体等の認識

プログラム、言語理解 プログラムなどの研究がす

すんで きた。最近 の10年 ほ どは、人間のもつ知識

の扱 いや、 自然 言語 による質問応答な どの問題が

主 と して研究 され、人工知能の応用技法と して各

種 の実用 シス テムが開発 されている。

1つ の典型的 な例 は、知識工学 と呼 ばれている

分野である。知識工学で は、専門分野 を選び、そ

こでの専門家の知識 を組織的に整理 ・蓄積 し、 う

まく利用 できるようにす るようなエキスパ ー ト・

システムの開発実験 が行 われてい る。 これ らの代

表的な ものを表1に 示 す。

これ らの システムはいずれ も 「自然語 による会

話能力、関連 する知識 の管理能力、知識 をもとに

自ら問題 を解 くことによる助言能力」 の基本的機

能 をある程度 もってお り、人工知能実現 への着実

な足 どりをすすめている。

デー タフロー型 アーキテ クチ ュア

トピックスの第2の 分野は、ソフ トウエア学 あ

るいはソフ トウエア基礎論がある。

ますます複雑化肥大化す る傾 向のソフ トウエア

作成 に関わる問題 を、工学 として整理、体系化 し、

その理論的基礎 を強化 させ る基礎論 との結 びつ き

によって、その品質 を向上 させ生産性 をあげるた

めの手 法 ・理論 と して確立 させ ようというもので

ある。

知識情報処理に大 きく関係 する もの としては、㌧

プログラムの正 しさを保証す るための理論、プロ

グラムの 「意味」を確定す るための理論、 プロ グ

ラムを 「仕様」か ら自動的 に合成 する研究などが

行われている。

第3の 分野が、 コンピュータ ・アーキテクチュ

ア面での新 しい方式 の研究で ある。

その中心 となるの は、知識処理に適 した並列処

理 を超 高速 に行 うデー タフロー型 アーキテクチ ュ

アである。

デー タフローの概念 は、計算過 程 を制御 中心 で

はなく、データの流れに沿 って素直 に記述 し、そ

れをハー ドウエア的 に実現 しようとす るものであ

る。構成法か らすれ ば、 ノイマン型 とはま った く

違 った方式 になる。

この ような新 じい方式 の コンピュータ ・アーキ

テクチュアの実現 を可能 とし、知識 に基づ く推論

を行 うような複雑な処理(ソ フ トウエア)の ハ ー

ドウエ ア化 を可能 にす るのは、超LSI技 術 の急

速な進歩 である。

これまで述べた ような各種の技術 ・理論 を大胆

に統合、体系化 し知識情報処理 システムと して実

現す るコンピュータを、わが国は世界に先駆 けて

開発 しようというのが、"第5世 代 コ ンピュー タ

研究 開発 プロジェク ト"で ある。これ は3年 間の

検討 を経 て、1982年4月 か ら 「新世代 コンピュー

タ技術開発機構」 が発足 し、10年 間 を要す る長 期

プロジェク トと して研究 開発 がすす め られて い

る。
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●図1.知 識情報処理システムを支える技術
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● 表1.代 表的 な エ キス パ ー ト・シ ステ ム

シ・三 石 ∵「 ∴ 、 略 機関 ・1

DR 米Stanferd大 学

機

分子構造推定

能

出所 「数 理 科 学 」No.2261982年4月 号

GE

lN

C ET

困TERNiST　 まデ に

《斑在CA【 》しオC£US)

P

SON

LO《銅Nこ

SY

べ

鷺CIN

AGE

ぷ

EXPER了

MEk・S・AI毒

ttttt、____、__;

㌻ … 」……….～ …コ

…

1

米Stanford大 学

米Stanξord大 学

米Rutgers大 学

分子遺伝学の実験計画助言

血液伝染病

緑内障診断 ・治療助言

米Pittsburg大 学 内科疾患診断

,米MIT
A

腎疾患の診断

米Stanford大 学 構造解析プロ
ρ

}=.

:米Stanford大 学

米Schlumberger社
石油試掘デー

・… 〉.= 」「

米MIT

l=蝋 ㌘米
Stanford大 学

構造解析プログラム使用法助言

応 用

数式処理

知識ペース ・システムの内容の孝靖 用

知識ペース ・システム構築用

知識ベース ・システム構築用

知識ペース ・システム構築用 ∵

知識ペース ・システム構築用

{
襟i

米Stanford大 学

米Stanford大 学

米Stanford大 学 ・1

米Rutgers大 学

東京大学附属病院 知識ベース ・システム構築用

。・・科 ・魂 ※

チ"、

医.学

エ ○弾
:。

教

e

/iぺ ぷ

練紅学筋 道具象

す

出 所 「日 経 エ レ ク トロニ ク ス 」1982年9月27日

93



日本の情報化指標

●情報処理要員と教育
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3.8人

(14.0%)

4人

(14.7%)

部門等の職員

(12.8%)

上級プログラマー

総要員数

27.2人

(昭和54年3月 末現在)

大学院博士

大学院修士

大 学

短 期 大 学

高等専門学校

〔 一
国立(公立)

200

(昭和56年5月 現在)

入学定員

400500600700

=.t言c'匿 ≡

キーパ ンチ ャー等5.6人(20.6%)

シ ステム エン ジニア

4.1人

(15.1%)

オペ レー ター

4.1人

(15.1%)

出所:通 産 省 「情 報 処 理 実 態調 査 」
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出所:通 産省 「情報処理技術 者試験案内」

94



飛躍する日本の情報化
過去 ・現在 ・未 来

高度情報化社会実現への課題



●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

1
情報化格差の指標をさぐる

むずかしい国際比較

国際比較の例

われわれが指向する情報化社会 は、多様 なネ ッ

トワー クの形成 とともに情報流通が進み、高度 な

利用が可能 となって国民生活や産業 活動が豊 かに

なることが理想であろ う。 その ため に、 どの よう

に情報化社会 の形成 が進行 したか、 その状況 を正

確 に把握 し、多 くの人 々が理解で きる共通 の指標

が必要 となる。

しか しなが ら、国な りある地域な りの情報 化の

程度 を何 をもって表わすかというの は、簡単な こ

とではない。

たとえば、情報化を表 わす指標と してテレビとか

雑誌、本などの国民に対す る提供量 をビッ トに換

算 して表 すや り方がある。 この方法 はもちろん重

要 であ るが、テ レビとい う映像 の単 位 当た りの

ビ ッ ト量 が非常 に巨大 なため、情報化指標の計算

にテ レビを入 れ、出版 、その他 を入れて単に ビッ

ト換算すると、90数%は テ レビが 占めて しま うこ

とになる。

この ように、情報化 の程度 を表す とい うの は、

何が真実 で何 が感覚的にそ ぐうかの判定がむずか

しい。 ここではもう少 し狭 い意味で 、コンピュー

タライズされた情報化 をと りあげる。

この場 合、コンピュータのハ ー ドウエ アの装備

率 あるいは実動金額とか、コンピュータによる情

報サー ビスの売上金額 などを考 えるのが早道 であ

ろう。

日本は比較的統計が完備 しているが、外国では

必ず しもそ うではない。 したが って 、日本 の統計

と、欧米 における調査会社 による実態調査 といわ

れ るものを勘案 して比較す る方法 を採用せ ざるを

得ない。

この場 合、日本の公 の調査 と欧米 の調査 を比べ

てみ る時、年度が同 じでなけれ ばな らないわ けだ

が、わか っているのは1978年 度 の数字 だけで ある

(表1)。

①1978年 度 にお ける国民1人 当 た りのハー ド

ウエ ア設 置金額 日本 は133ド ル、 アメ リカに

おいては223ド ル 、 ヨーロ ッパ16カ 国 の平均 で91

96

ドル とい う数字にな っている。

②1980年 度 にお け る 国民1人 当 た りの情 報

サービスの額 日本 におけ る国民1人 当た りの

情 報サ ー ビスは28.7ド ル 、ア メ リカに おいて は

45.9ド ル 、EC諸 国 において は、21.7ド ル で、日

本 とEC諸 国 と は近 似 す るが、ア メ リカが大 き

く他の国 より先ん じてい るとい うことができる。

なお、 ここでいう情報 サービスの]人 当 た りの金

額 は、情報処理サ ー ビスとソフ トウエ ア ・プロダ

クツと情報提供サ ー ビスの3つ の分野 の金額 を合

計 している。

そこで、最 も情報化格差 を示 すものといわれ る

情報提供 サ〒ビス、あるいはデータベ ース ・サ ー

ビスについての国民1人 当 た りの金額 を示 してお

こう(表2)。

OECDの 数字

ところで、わが国の情報産業 は、他 国と比較 し

てどの ような特徴 を もっているのだろ うか。さ ら

に今後 どのよ うな対策 が と られ るべ きかにつ い

て、まだ本格的な統計分析 が行 われていない。そ

こで、OECD(国 際 経済 協 力機 構)が 行 っ た興

味あるデータがあるので紹介 しておきたい。

OECDで は、情報 産業 を第4セ クターと呼 び、

その国際比較 を試 みている。ここでは情報産業 を、

第1次 情報部門(市 場 で売 買 され る分)と 第2次

情報部門(企 業内費分)と に区分 し、前者 を第4

セ クターとして国民経 済計算の対象に して いる。

OECDの 定 義 による と、ハ ー ドウエ ア製造 関連

は含 まれていない。

表3に 第4セ クター要素費用 の対GNP比 を示

す。

この比較によれば、 日本の国際的位置 は、ヨー

ロッパ諸国なみであ り、 アメ リカにか な りの遅れ

をとっている(も っとも数値 は相当古 いが……)

ことが わかる。

わが 国の情報化の進 展 は著 しい伸 びを示 して い

ると信 じられているが、必ず しもそうではないこ

ともわかる。また、こう した指標 となる、統計 デー

タの整備が望 まれ るところで ある。



●表1.国 民1人 当 た りコンピュータ設置金額 と情報サー ビス費

●
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人 目(loe万 人)

:ン ピュータ設置金額(IOO万 ドル),

国民!込 当り金額(ド ル/人)'

情報サー ビス費用(leo万 ドル)

国民1人 当り金額(ド ル/人ジ
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3,370
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人目(IOO万 人)・

コンピュータ設置金額(lOO万 ドル)

国民1人 当り金額(ド ル/人)

2|8.1

48、662

223.0

8,329

38.2

223.0

情報サービス費用 ・(|00万 ドル)1

国民1人 当 り金額(ド ル/人)

F

人口(100万 人)

コンピュータ設置金額(IOO万 人}

国民1人 当り金額(ド ル/人)

10/226

4S.9

346.2

31,457

90.9

人 口(lOO万 人)

情報サービス費用(IOO万 ドル)

国民1人 当 り金額(ド ル/人)

259.6

4,012

15、5

262.0

5,678

2L7

● 図1.国 民1人 当 た り情

提 供 サ ー ビス(ig80)

口 情報提供サービス
単位:100万 ドル

口 人当り情報提供サー ビス

単位 ドル/人

◎EC=英,独 仏 便

ベル ギー
,オ ラ ン

ダ,デ ンマー ク,

アイル ラ ン ド,ル

クセ ンブル グ

1,095

一

㌧000

-

500

」.6

656
毛

4.9

2.5

|9{

日本 米国 EC

●表2.国 民経済計算にお1
…

ける第4セ クター1

要 素費用でみた対l

GNP比(%)i

{

年 1次 情報部門 ii 2次 情報部門

出所OECD(1981)

オ ー ス トラ リア

フ ラ ン ス

日 本

ス ウ ェ ー デ ン .

英

情 報社会 における行政情報システム 米

のあり方に関する調査報告書」行政管

理庁行政管理局

国

国

968 14.6 5n
.a,

ぺ=、 炉 　 t. "ド
」 ㌔肝ド

962 1 16』 na
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19,|
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… … ∨ 面 一
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=o.〔 〔

970 16.9 n.a.

975 口.8 n、a.

げ

963 16.0 |3.8

972 22.0 |o.9
_` 　 サ ーL 　　
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967 23.8 24.7

…
972 24.8 }

F
974 一 24.4
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

2
第2次 通信回線の開放
産業界に大きなインパク トを与える

公衆電気通信法の改正

コ ンピュー タ利 用の 多様化 と高度化 にと もな

い、通信回線 の利用制度 に対 する自由化の要請が

高 まってきた。 これを受 けて、政府 は行政簡素化

の一括法 に含 めて、昭和57年7月 公衆電気通信

法の改正 を国会 に提出 し、承認 となった。 この法

改正に もとづ き、郵政省 は省 令 によって回線利用

制度 を10月23日 大 幅 に開放 した。

回線利用面 の進歩 と して は、データ処理 に関す

る限 り、ほとんど全ての点で自由となった。また、

いわゆる共同使 用制 限の中の共同使用が許 される

業務範囲 につ いて も、ユ ーザ ーの希望 に沿 うこと

が可能な ように拡大 された。特 に、共 同使用 と他

人使用について、制限に異 同があってはな らない

という配慮か ら、回線使用について、共同使用 で

あろうと他人使用 であろうとも、制限の態様 につ

いて差 はない とい う考 え方がほぼ貫 かれている。

自営構 内交換機(PBX)の 扱 いについては、ロー

カル ・エ リア ・ネッ トワークの利用において問題

であったPBXと 自営 コンピュー タの接続 も自由

となった。 これ らの改正点 は、まさに情報化の上

に大 きく役立 つ進歩で あると考 え られる。しか し、

重要 な点 について問題 が残 されている。1つ は、

現行法制 のもとにおいて、他人の通信の媒介、す

なわち、メ ッセー ジ交換 につ いては、通信の機 密

保護か ら制限 され た。1つ は、付加価値通信事業

(VAN)に つ いての規制 で ある。一応 、中小企

業 を対象 とす るVANサ ー ビスが認め られ、その

運用のなかで中小企業 が取引 きする相手 としての

大 企業 が加 わって もよい とい う点が含 まれ てい

る。しか し、その手続 きは届 出制 ではあるものの、

必要 に応 じ、詳細な情報 の提供条件 や修正条件等

があって、単純 な届出制ではないところに問題が

ないではない。

lNSの ゆ くえ

いずれ に して も大局的 にみ るな らば、一方 にお

いてINS構 想(日 本電信電話公社の高度情報サー

ビス ・ネ ッ トワーク構想)が 急激 に進展 しようと

98

す る ときに当 たって、今回の改正 がやや中途半端

な形 にな りかね ない恐れ が ある。少 な く とも、

INS構 想 を早 急 に進展 させ ようとす るな らば、

今回の改正 を含 めて法体系 を全般的に見 直す必要

があることは再言 を要 しない。

また、中小企業VAN法 に とどま らず、一般 的

なVAN法 を新 しく考 えるといって も、そ もそ も

DDX(55年 登 場 の新 デー タ網 一 公社 の 行 う

VANで あ るといって よい)が 発足 当時、民 間 に

おいても同 じようにVANを 許 すな らば、意味 は

あったか も しれ ないが、 コモ ンキャ リア に よる

VANで あ るDDXが 先 行 して、果 た して民間 の

VANと い うものがどうい う意味 で成 り立 つかと

い うことには問題 がある。 アメ リカにおいて は、

民間 のVANで あ るTELENETと かTYMNET

が 先 行 して、今回 ようやくコモ ンキ ャリアによる

ベ ビー ・ベ ル(ア メ リカ の独 占的 通 信 事 業 者

AT&Tの 分 離 別会社)のVANが 発 足 するか ど

うかというような状態であ って、日本 とは全 く逆

の態勢 にある。 したがって、VAN法 を考 える と

い って も、DDX系 の パ ケ ッ ト交換網 を基礎 とす

る付加サー ビスを中心 と したVANは 、 恐 らく日

本 ではむずか しい。本 当に自由な、恐 らくは画像

中心 のVANと い うものを考 えな ければ、今 回の

改正 、あるいは次 に考え られる新 しい構想 も実効

を生まないのではないか との懸念 がある。

したがって、今 回の いわ ゆる第2次 回線開放の

重要性 と意義 は、誰 もが否定 しないと ころである

が、実際には法の妥 当な範囲 での運用の場を得 な

ければ、一般ユ ーザーがやや過大 に期待 したよ う

に自由なネッ トワークが組 めるわけではない。

そ して最 も重要 な点 は、次の残 る問題 にある。

現行の有線電気通信法 、電波法、公衆電気通信

法 は通信の基本法であるが、これ らはすべて日本

の被 占領解除直後、まだ コンピュータもテ レビも

ない時代 に生まれて いる。現在 の課題 になる点に

民間の活力 を生 かす情報化 を進 めるためにも、い

わゆ るニューメデ ィアを民間 において、新 しい事

業機会と して生かすためにも、通信基本諸法の整

合性 ある抜本的見直 しが強 く要請 され る。
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●表1.デ ータ通信の利用規制と第2次 回線自由化の波

回線自由化をめぐる勧告・提言・要望等一覧と'(発 表 日順)
(注)MSG:メ ッセージ

発 表 日 昭55,12 昭56.4.8 昭56.6.9 昭56.6.15 ,昭56.5.25 昭56.7
'昭56
.7.28 昭56.8.22 昭56.8.24 昭56.12 昭57.2 昭57.2.10 昭57,4

提 言 者

政策構想フォーラム 日本情報センター

協会

オンライン推進委員

会改め汎ネットワー
ク推進委員会

産業構造審議会

情報産業部会

EDPユ ーザー団体

連合会

行政管理庁 経済団体連合会 情報産業振興憤貝

連盟

電気通信政策懇談

会

郵政省

(昭和56年12月 案)

電気通信ユーザー

協鰻会
臨時行政鯛査会 行政事務簡素化法

案中の公衆法改正
・ (国会不提出) 関係(第33条)

枠 づ け
「接続」についての ネガリス ト方式 ネガ リスト方式 ポジ許認可制また ネガ リス ト方式 ポジリス ト方式

'
みのネガ リス ト は個別認可制前提

独占と競争の混在, 原則自由 完全自由 実態にあわなくな 電信電話的業務を 原則自由 制限撤廃 原則自由
「①情報 処理

のための 完全自由 不特定多数を相手 (自 由化への 中間

志 向
通信資源の有効活

用

った規制は撤廃 除き現行規制廃止 回線4`∫用 は原 則自由
②通情 サービス分野
に民間VAN業 者参

にもっば らメッセ
ージスイッチング

措置的色彩)

入を一定 条件の下に を行うシステム を
、認 め る 除き自由

完全自由 原則自由 完全自由 完全自由 原則自由 MSG交 換を含む自 MSG交 換規制残存 ポジ方 式であるが事実 完全自由 個別認可制度は廃

共 同使用 由化 上完全自由に近い(但 止
しMSG通 信 は 「緊密関 MSG交 換は 「緊密

係」 に限 る) 関係Jの み可

他 人 使用
完全自由 デー タ通信の とき

MSG交 換 自由 に

完全自由 完全自由 データ通信の とき

MSG交 換 自由に

MSG交 換を含む自

由化 制限緩和
他人使用回線を介

す るコンピュータ/

一一 冊 一 一 　 　 一 一 『 一 一 　 一 ー ー ー ー ー ー 一 　 一 一 ー 一 　 一 ー ー 一 一 一 一 一 一 ー 一 一 ー ー ー ー ー ー ー 一________________ _______
「情報通信業」に対 (「情報 通信業」とい う

ことばは消 えた)
コンピュータ接続可

「情報通信業」概念 する「許可制等」 、、/
一 一 ー ー 一}}　 一 　 　 一 一 ー 一 一_____

「情報通信婁」 に反対
、!、

,

巖_伝 へ原則自由 完全自由 出現を待望 認める方向で検討 (上に含 ましめる) 原則自由 ・ 民営企業の参入が 今回は見送り
VAN すべ し

公衆付加価値データ伝送業務 この分野の発展に

魎 つなが る

ネガ リス ト制前提 (公一特一公)を 含 (公一特一公)を 含 (公一特一公)につい (公一特一公)個 別 ネガ リス ト制の原則自 個別昆可のときも 公一特は自由
接 続 の原則自由 む め緩和 ても不特定多数対 認可 由 公一特一公は個別 認可基準を明示 公一特一公は個別

完全自由 象 を除 き,自 由化 認可 認可

処理サービ
公社と平等形態認 公正競争市場 民間が不利となら 独算確保,収 支区 公正競争条件 分野調整,公 正競

ス(市 場}
容 ぬよう環境条件の

整備
分明確化 争条件

オンラインは電話 オンラインに は別 オ ンライ ンには別 遠近格差是正 決定手段再検討 遠近格差是正水準
料 金 と別体系料金で 体系料金 体系料金 引下

組 織 論
民業を圧迫する部
門は分離

〔経営のあり方 を
検討の要)

(引 きつづ き検討) 事業部制導入 (ATT方 式 民営,

分割剰

情報・通信基本法 公衆法改正 当面令改正 関連法制の改正 関連法制の抜本見 現行法下でも可能 公衆法改正 公衆法改正 行政事務簡素化法

改革 手順
の設定
公衆法の全面改正

基本:3法 全面見

直し
直し なものは速やかに

実施
新法制定 付加価値データ伝送業

務については新法
中で公衆法改正
細目は郵政省令

データ通信法は反対

新 情 報 今後,研 究 ・発言 DBS育 成.社 会情報
サ ー ビ ス の対象 システムの開発促進

考 えられる枠づけの種類 ① 法令によ る直接規 制(ポ ジ リス ト,ネガ リス ト両様 があ りうる)② 規程 の認可権 による間接規制(ポ ジ リス ト,ネガ リス ト両様が あ りうる)

③個 別の事例 ごとの審 査認可(個 別 認可)④ 届 出別(条 件付 と無条件 の両 様があ りうる)

出所(財)日 本情報処理開発協会 「通信 回線 問題 をめ ぐる各界 の提言・要望 とその比 較対 照・解説」
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これからの情報処理教育

変わりつつある要員教育

情報処理教育の特徴

情報処理教育は、コンピュータ技術の進歩に対

応して、常に変改する特徴をもっている。

また、情報処理教育は単なる知識の付与だけで

はなく、技術の習得を目的としている。さらに、

情報処理領域を超えた幅広い分野にわたっての関

連知識 も教育範囲に入るであろう。

今 日の ような情報化社会 においては、 コン

ピュータ技術者以外の一般社会人、子供、家庭の

主婦を対象とする情報処理教育もまた望まれると

ころである。

わが国の本格的な情報処理教育は昭和30年 代中

頃のコンピュータ ・メーカーによる講習会によっ

て始まった(表1)。 当時、メーカー教育は入門コー

ス、プログラミング ・コースといっ.た講座しかな

く、教材、教育期間、講師等も不十分で教育体制

も整っていなかった。

以後、コンピュータの技術進歩、利用拡大に伴

い、メーカー教育は内容を拡充 し、今日では多く

のユーザーの要望に応えている。

昭和40年 代に入 り、高まる技術者の需要に応え

て電算機学校が登場する。電算機学校は主にプロ

グラマー、オペレーターの養成 を目的とし、実務

にすぐ役立つ知識 ・技術の教育を施 して、多くの

卒業生を世に送 り出した。

技術者不足の現在、電算機学校は技術者の専門

養成機関として貴重な役割を果たしているが、一

方では学校格差が甚しく、教育設備、教育内容等

の改善が要請される。

昭和47年 文部省は「情報処理教育に関する会議」

(主査山内二郎)の 「同会議報告」を受けて、情

報処理教育を全面的に拡大 し、充実を図った。

「同報告」では、情報化社会の進展に対処する

ための学校教育のあり方とその具体策が提案され

ている。それは、①大学院における上級技術者、

教育研究者の養成、②大学学部についてはすでに

実施している理工系学生に対する専門教育に加え

て、一般学生を対象とした情報処理教育の実施、

③ さらに短大、高専、高校ではレベルに応 じ特色
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ある教育を推進すること、等幅広い提案となって

いる。この提案は、積極的な推進の下で着実に成

果をあげ、特に今後中核的役割を果たす大学院、

大学学部の過去5カ 年の設置課程数(図1)、 入

学定員数(図2)に よく表れている。

学校教育は将来、社会に役立つ素材を育成する

重要な任務を担っているだけに、基礎教育として

さらに一層の充実が期待 されるとともに、これま

でのコンピュータ技術教育に加えて関連学科教育

の拡充、創造的な能力を開発するための基礎学力

教育も必要となろう。

変わる企業内情報処理教育

従来企業内情報処理教育はコ ンピュータ部門 を

対象 にオペ レーター、プログラマー、システム ・

エ ンジニアの育成 を目的 と して行 われてきた。 そ

れぞれの技術者 はOJT(OntheJobTraining)

を中 心 にして メーカー講習会への参加、外部専 門

家の指導等 を通 じ知識技術 を身 につ け職務遂行能

力を酒養 している。

しか し、最近 のOA化 、 ロー カル ・エ リア ・

ネ ッ トワークの導入 により、これまで縁のなかっ

た多種部 門の大量の事務員が コンピュータと係わ

り合 うようにな り、技術者専門教育 とは異 なった

教育 カリキュラムの整備が急がれる。

また、 コンピュータの高度 ・効率 利用 を促進す

るためOR、 シ ミュレー ション手法 、あるいはシ

ステム ・ソフ トウエア工学 といった分野の教育 も

求 め られている。 しか しこれ らの実施 は、適切 な

指導者 の有無 により左右 される、外部専門機関、

例えば上級情報処理技術者養成 を目的と して設立

された⑱ 日本情報処理 開発協会 情報処理研修 セン

ターの利用 、あるい は大学公開講座 への参加 も考

えるべ きである。

企業 内情報処 理教育 は、OJTが 主 体 だ けに教

育効果 の評価が難 しい。 このため通商産業省 は、

昭和44年 度 よ り実施 している情報処理技術者試験

認定制度(表2)に 技 術者の能力 について3っ の

レベル を設 け、客観的な評価 の尺度 を示 している。

この制度の積極的活用が望 まれ る。



●表1.情 報処理教育の変遷
邑

纐i 事 項
　

昭和 コンピュータ世代 情報処理教育の動き コンピュータ利用状況

i35年
:

)

第 二世 代 (誕生期) 単独業務への利用
《

》 コン ピュー タ ・メーカー教育の始まり ●オ斗学童術§十算i

●事務計算(データ処理,統 計処理){

40年 第 三世 代 (成長期) 産業分野での利用拡×;

45年

50年

55年

第三・五世代

第 四世 代

電算機学校の登場

各種教育策活発化

○上級灘 野赫渚研修ガイドブック開発(通産省)

●情報処理技術者認定試験実施(通産省')

●†静艮処理研修センター開設

●学校の†静隠 里教育基本構想提案

(情報処理教育に関する会議報告)

(安定期)

轍 メーカー,電 算機学校 における教育の拡充

(発展期)

新たな教育ニーズ広がる

●エン ド・ユーザーの教育

●一般社会人教育

■コンピュータ高度利用分野教育

●単独業務の トータル ・システム化

●大規模技徳計算

●通信回線と結合したオンライン・システム化

国民生活と密着 した社会システム分野への活用が進む

(医療,教 育,交 通,環 境等)

個人 家庭への普及

(パーソナル・コンピュータ,ター ミナル開発)

分散処理システム,デ ータベース利用システムの活発

化

OA化 の進展

●図1.大 学院 ・大学における情報関係課程 ・学科

(数理工学,管 理工学等を含む)設置推移

x 050}0015D

0

3

6555

[コ 大学院
49

[コ 大 学
(の (32)

＼
(36)(44) 80

＼ ＼
(了D (64) 135

●図2.大 学院 ・大学における情報関係課程 ・学科

(数理工学,管 理工学等を含む)入学定員数推移

x 0},0002 ,0003,0004,000

50

53

56

〔コ 大学院
1,8|1

[コ 大 学

1
(237)(|,574)

≒
＼

(382)(2,249)
1

2,631

4,597＼
(907) (3,690)

●表2.通 商産業省情報処理技術者試験の区分と対象および水準
情報処理技術者試験は,下 表に示すように特種情報処理技術渚 試験,第1種B報 処理技術者試験乃び第2i重情報

処理技1ホ渚 試験の3つ に区分 して行います。

試験の区分 試 験 の 対 象 及 び 水 準

情報処理技術者の うち,情報処理システムの分析,設 計に主として従事する者 を対象とする。大学卒業程度の一般常識を有し,(

3年 程度以上の実務を経験 し,そ れぞれの専門分野と電子計算機 についでの知識を有 し,情 轍 挺里システムの分析 と設計をi

行い得る者を想定して試験が行われます。;
..]
…

情報処理技術者のうち,情報処理システムの分析,設計に主として従事する者を対象とする。大学卒業程度の一般常識を有し,

る者を対象 とする。大学卒業程度の一般常識を有 し,3年 程度以上のプログラミング経験を有するシニア ・プログラマーをi

想定 して試験が行われます。i

第2種 情報処 情報処理技術者のうち,プログラム設計書に基づ くプログラムの作成に主 として従事する者を対象 とする。高等学校卒業程度

理技術者試験 の一般 常識を有 し,1年 程度以上のプログラ ミング経験を有する一－eaプログラマーを想定して試験が行われ ます。
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4
コンピ ュータ犯罪

情報化社会の広がりの反映か

大衆化を裏付ける伊藤素子事件

1981年9月 に発 覚 した三和銀行のいわゆる伊藤

素子事件 は、わが国の コンピュータ犯罪の歴史上

画期的な事件 とな った。共犯者がいて犯罪作業の

分業 をはか り、そ して自 らは銀行の客 の1人 と し

て現 金 を入手 す るな どの 点で、 それまで の コン

ピュー タ犯 罪 にはみ られ ない新 しい要素 が あっ

た。

わが国での コンピュータ犯罪の第1号 といわれ

る、リーダーズ ・ダイジェス ト事件(71年2月)が 、

購読者 リス トの収 め られた磁気 テー プそのもの を

盗 むとい う 「盗取」 であ り、これ を第1段 階とい

うとするな らば、他人 のキャッシュ カー ドを盗 ん

で現金を引き下ろす(た とえば74年12月 の三菱銀

行事件)の は、いかなる形 に しろコンピュータを

欺 いたことになり、広 い分類で は 「悪用」 になっ

て第2段 階といえ る。そ して、伊 藤素子事件が続

くわ けだが、第3段 階 の特徴 をもっと露 に したの

が、オペ レー ター をだま して3,000万 円 を振 り込

ませて しまった平 和相互銀行事件(81年10月)で

ある。 この事件は、銀行 内部 には犯行者 が存在 し

なか った。

伊藤素子事件 は、 このほかにも画期的な部分 を

含んでいた。1っ は、 コンピュータ犯罪とは何 の

関係 もな い行 動 で新聞 の社会面 にた びたび登 場

し、結果 と して この事件 がきわめて大衆的なもの

になった ことであ り、またテクニ ックか らい えば、

か なり幼稚 なもの であるに もかかわ らず、その行

動が詳 しく報道 され た点 も、きわめて異色であっ

た。

この事 件は、然 るべ き場所 にいさえすれば、こ

の程度の ことを実行す るの はいとも簡単な ことで

あることを、世間 に教えて くれたの だ。

ここで明 らかになってい るように、コンピュー

タ犯罪 は、その手 口が単純 で幼稚 であろうと、ま

た複雑で高度 であろうと、被害額 が急激 にふ くら

むという1っ の特質 をはらんでいる。米国連邦捜

査局(FBI)の 調 べで は、1980年 度 に起 きた各種

の銀 行強盗の被害額 の平 均 は、1件 当 た り3,200
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ドル であった。また、内部の人間 による横領事件

の場合 は、1件 当 たり23,500ド ル とい うのが平均

だった。 これに対 し、 コン ピュータを利用 した盗

取、悪用の平均被害額 は50万 ドル にものぼったと

いう。

コンピュー タを利用(悪 用)し ない時 と比べて、

文字通 りケタ外れの被害額 である。1ケ タ上 の強

盗 あるいは横領 を狙 う時と違 って、 コンピュータ

犯罪 は金額 を増やす ことが いとも簡単に行 えると

いうことである。

"物理的破壊"か ら知能犯 まで

ところで 「コンピュータ犯罪」の定義 は、わが

国で は、まだ定 まっていないのが現状 である。ど

こか らどこまでを、 この枠の中 に当てはめるべ き

か は実 にむずか しい。仮 にコンピュー タがな くて

も、その事件 は起 きたであろう。つ まり、そ こに

たまたまコンピュータがあっただけの場合 で も、

この中 に含むべきかど うかなど論議 は尽 きない。

しか し1つ の提言 として、 コン ピュータ犯罪研究

家 と して有 名 なSRIイ ン ター ナ シ ョナ ル の ド

ン ・パ ーカー氏の試みによる 「被害者が何 らかの

損害 をこうむ り、加害者 が何 らかの利益 を得 るよ

うな、 コンピュータに関連 した意図的、お よび悪

意 をもった行 為」 とい う枠組 みは大 いに参考 にな

るだろう。

この枠 の はめ方 でいえば、前記の 「盗用」、そ

して 「悪用」、 さらにコ ンピュー タその ものに対

する物理的破 壊行為 までが、 コンピュータ犯罪の

主 だった現象ということができる。

コンピュー タ犯罪 をいか にして防 いでいくかに

つ いての研究 、そして具体 的な対応策の進展 は、

ここ数年間 目覚 しい。 しか し交通事故の例で もわ

かるように、 コンピュー タの普及 がなけれ ば、 こ

こまで犯罪の例 が増えなかったという指摘 も正 し

い。

コンピュー タの普及 を肯 定せ ざるを得 ないとす

れば、いわ ゆる コンピュー タの大衆化 を前提 と し

た幅広 いセキュ リテ ィ策が講 じられなければな ら

な くなってくる。



●表1.わ が国の主 なコンピ ュータ犯罪
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

5
マイクロエレク トロニクスの雇用に与える影響

新しい失業問題を生み出すか

楽観論と悲観論

マ イクロエ レク トロニクス(ME)の 雇 用 に与

える影響 については、国際機 関は じめ各国か ら多

くの報告 が出て いる。ME導 入 をめ ぐる経済 的

背景 から、悲観論 と導入の必要性 を認 める議論 も

含めた楽観論 の両極 に分かれているのが特徴であ

る。

日本 はどち らかというと、楽観派 に属 している

といえるだろう。

81年 に発表 され た経済協 力開発機構(OECD)

レポ ー トをみると、アメリカ、カナダ、フランス

などが楽観 的立場 をとるのに対 し、スウェーデン、

ノルウェー、フィンラン ドの北欧諸国や西 ドイツ、

イタ リアなどが悲観論的立場 をとって いる。

悲観論 は、MEの 技術革新が急速で あり、広範

囲に及んでいることや、その国の経済的基礎条件

(フ ァンダメンタルズ)が 弱 いことを前提 に論議

を進めていて、国際労働機構(ILO)の レポー ト

(『マイクロエ レク トロニクスの衝撃』、1980年)

で紹介されているC・ ジェンキ ンズとB・ シャー

マ ンの論文 は 「英 国は93年 ま で に380万 人 、2003

年 ま でに520万 人 の雇用 が減少す る」 と予想 して

お り、英国に は類似 の見解が多い。西 ドイツのジー

メ ンス社 は、オフ ィス ・オー トメーシ ョンに関 し

て、 「1990年 ま で にオフ ィス労 働の40%が な くな

り、2百 万人 が失業す る」 との予想 を発表 してい

る(78年)。 また フ ランスに は、有名 な ノラ ・マ

ンク報告(78年)が ある。

楽観論 は、 「技術革新 は経済成長 の源泉」 とい

う考 え方 をするもので、OECDカ ナ ダ報告(81年)

は 、「資本 蓄積 と経 済成長が可能 な らば、永続 的

な技術的失業 は避 け られ る」 と論 じている。また

英 国雇用省は79年 に 、国際競争 力確保 の立場か ら

議論 を進 め た報告 を発表 、「技術革新 は、長 い目

でみると生産高 と雇用の両方にプ ラスの効果を も

っ」 と悲観論 を批判 した。

米国には、情報経済化 に伴 う雇用 の増大 に着 眼

点を置いた議論 が多 くあり、楽観 派の旗頭である

といえるだろう。
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この ほか公表 されているものとして、欧州共同

体委員会 の報 告(79、80年)、 ローマ クラブの報

告(79年)な どがある。

労働組合の対応

労働組合の側の取 り組みも積極的である。いち

早くこの問題の研究に着手 したのは、国際金属労

連(IMF)で 、78年 に 「90年代に予想 される大

量の失業が労働運動に深刻な挑戦となる」と指摘、

81年 の世界大会では、「従来にもました労働組合

の政策参加」 を訴えた。国際自由労連(ICFTU)

も同様の考え方を示 している。

英国の労働組合会議(TUC)は 、協約交渉に

向けていくつかの原則を打ち出しており、北欧労

働組合評議会(NFS)も 「コンピュータ問題 に

関する労組活動のガイ ドライン」(79年)を 発表

している。

日本の労働組合も81年頃から関心を深め、総評

が82年夏、「MEの 導入で労働の実態が変化 しつ

つあり、従来あった中小企業の雇用吸収力は小さ

くなる。そして、事前協議制の確立など技術革新

のコン トロールが必要だ」という内容の報告を発

表 した。

これと時期 を同 じくして労働省が、MEの 雇

用に及ぼす影響について調査報告を公表 した。

報告は、「現在影響は必ずしも大きな問題 とは

なっていない」 としなが らも、「今後輸出環境の

悪化等により成長率鈍化が懸念される一方、ME

化は進展する」と予想、「ME化 の影響を受ける

産業や中小企業、中高年齢層の雇用に影響が出る」

として 「技術革新への適応を高めるため労働者の

能力開発の促進を図る必要がある」と提言してい

る。

かつて産業革命期 に、紡績機械 がラダィ ト運動

による破壊の対象になったことがある。マ イクロ

エ レク トロニ クスとい う現代 の技術 革新 の産 物

も、社会生活 に同 じような衝撃度 を持 つが、現在

雇用 に与 える影響への各国の政策的対応 はまだ端

緒についたばか りであ り、政府 にとっても労組 に

とって も、今後の大きな課題 として残 されている。
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●表1.ロ ボ ッ ト導入にともな う関係従業員の減少状況
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出所:「マイクロエレク トロニクスの雇用に及ぼす影響について(中間報告)」

マイクロエレク トロニクスの雇用に及ぼす影響に関する調査研究委員会

●表2.マ イクロエ レク トロニクス化の具体例

①機械のエレクトロニクス化 ②機械 とエレク トロニクスとの有機的結合

エレクトロニクスによるメカニカル機構の置換 エレク トロニクスによる
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メカニカル掃1御機構の部分

的置換
人の作業に代替 人の判断に代替

情報機器におけるエレ
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出所:「マイクロエレク トロニクスの雇用に及ぼす影響について(中間報告)」マイクロエレクトロニクスの雇用に及ぼす影響調査研究会

◎対象:東 証一部上場企業427社(昭 和57年8月)

● 図1.

出所:・「昭和56年度職業別労働力実態調

査結果概要」

一大企業本社におけるオフィス・

オー トメーションと雇用の実態一

労働省職業安定局(57年8月)

事務処理機器別導入割合の推移

◎対象:東 京,大阪 名古屋の上場

企業中企業規模1,000人

以上の企業898社
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'〆47・2(オ フィス ・コ ン ピュー タ)
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

6
情報化と南北問題

情報の中身を問題にLだ した第3世 界

急進展のネッ トワーク建設

発展途上 国の情報化 は、広 くコ ミュニ ケー ショ

ン政策 を考 える時のルーツになる。経済、社会、

文化、そ して政治 の各分野 を発展 させて いくため

に各種 のメデ ィアをいか にして活用 していくか を

考 え、それに応 じて社会制度の整備 をはか ってい

く。伝統 的な科学技術 に初期の頃か らかかわ って

いたわ けで はないだけに、現代の最 新技術への取

り組み方 は先進諸 国以上 に直接的な場合 が多 い。

情報化の ためのいろいろな側面 を、大 き くハ ー

ドウエ アとソフ トウエアの2つ か らと らえてみる

と、前者 はまず国内の コ ミュニ ケーシ ョン ・ネ ッ

トワー クの整備 が発展 途上 国 にとって急務 で あ

る。イ ン ドネシアが、経済的 には大胆 といえる国

内通信衛星 をいち早 く打 ち上 げたの はその例 であ

り、またアラブ産油国諸 国の国内通信網 建設 計画

は、 さなが ら世界の最新技術 の見本市会場のよ う

な風景 を描 き出 している。国連 が、1983年 を世界

コ ミュニケー ション年 に制定 したのにも、発展途

上国における重要 なインフラス トラクチ ャー建設

に、理 解の目を向けさせ ようとの願 いが込め られ

ている。

一方 ソフ トウエアにつ いては、途上 国の間 に国

内コ ミュニケー シ ョン体制の整備だけでは、目標

は達せ られないのではないか との声が高 まってい

る。た とえば、コ ンピュー タ本体 の生産能力に も、

米 国を代表 とす る西側先進 国への偏 りとい う面 が

あるが 、それ以上 に深刻 なのが情 報、つま りコミュ

ニケーシ ョンの 中身が先進諸 国に握 られて しまっ

ているとする主張 である。通信 ネ ッ トワー クが完

成 してもこの中 を走 る情報は北 の国々に支配 され

ているといういわゆる"情 報植民地主義"は 、頑

として存在 しているというのである。

グローバ ル なコ ミュニケ ー シ ョン政 策 を

それ故 に、世 界的な視点 をもって コミュニケ ー

ション政策を論 ずべ し、と発展途上国は先進諸国

に圧力 をか けて きた。 この、いわゆる"新 国際情

報秩序"は 、1981年 に 日本語版 も刊行 された"マ
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ク ブ ライ ド報 告"(正 式 には国連教 育科 学文化機

構=ユ ネス コ=コ ミュニケー ション問題研究 国際

委員会報告)に よって、一躍論議 の対象にのぼ っ

てきた。

この報告の結論 は 「コ ミュニケーシ ョンは権力

の手段 にも革命の武器 にもなり得る し、商品 にも

教育 の手段 にもな り得 る」という点 に求め られる。

情報 が外 国人 に支配 されていることを考 えると、

情報 の 自立 がなければ、経済 、文化、そ して政治

の 自立はあ り得ない、 とも主張 していると解釈 す

ることができる。

情報 とは、コンピュータと通信技術 を駆使 して

アクセス し、引 き出すデータベ ースの ことを指 し

ている。先進 国のデー タベースにあま りに依存 す

ることは、いきおいその国の自主性の弱体化 につ

なが る。

しか しこれは、いわゆる"ノ ラ ・マンク ・レポ ー

ト"で も強 く主張 された声であ り、フランスとい

う先進工業国 も抱 えるテーマである。第三世界独

自の悩 みではない。

情報 の流れの中で第三世界の悩 みを くっき りと

映 し出すのは、ニ ュースの流 れで ある。マ クブ ラ

イ ド報告 によれば、世界 の国際ニ ュースの9割 が

ロイ ター(英)、AFP(仏)、AP、UPI(い ず れ

も米)の 四大通信社 の手 で供給 されている。当然 、

このニュースは"西 側(あ るいは北側)の 眼"を

通 して流 され る。

この結果、南のニュースが国際的な価値 をもつ

の はセ ンセーシ ョナルなもの ばか り、と報告 は非

難 し、まともな南北間の対話の場 を提供 していな

いとす るのである。

こう した議論 に、わが国がどういう立場か ら参

加 していくべ きか、という視点 は残念なが らまだ

ない。 しか しこの論議 は、情報 とは何か 、という

意味深 いテーマへの入 り口であ り、また国境 を越

え たデー タ ・フロー(TDF)と い う、つ かみ ど

ころのないテーマへの容易 な切 り口 ともなって く

る。

そ してわが国が、果 たして北 なのか南なのか と

も考 えさせて くれ る。



●表1.世 界の国際通信社

1通 信 社 配賦 加 入 者 数

1新 聞 社:1,320
AP

108放 送 局:3,400(米国)
、
'民 間:1

,000
u 8 　

ぽ

新 聞 社:7,079
UPl ,

92国 外:2,246

(米国)
緬 信社:36㌧ .

」」 」ひ

　AFP

l52
新 聞 社:12,000

(フラ ンス) 通信社:69
∨

ロ イ ター
147

新聞社:6,5GO

(英国) 放送局:400
}』 … 〉 プ 　 　

i・ ・,。
(ソ連)

加入者:13,000

写真加入者:200

国 外:325

DPA78 国 外:144

(西独)・ フィル ム加 入者:55
一8

サ

ANSA

(イ タ リア)
69㌧600

ぺ、_己 二r　 ■ 永

EFE

(スペイ ン)
32㌧734

～

…
三 ⑤〉鼠1ヒ c〔

通 信社:33

i共 同通信 外 国通 信社:40

37(日本) 国内新聞社:64

放送局:59

準加盟袖 川4
=

タンユグ

(ユ ー ゴ)・

103

lPS

通信社:19

(‡㌘ チンり36新 ・社・….
　只

MENA、 ,通 信 社:|3(ニ ュ ー ス25

; (エ ジプ ト)…i声 信社:2熔 真)

特派員:通 信員

駐 在 国 数

62海 外支局

8晦 外支局

配信原稿量

(1日 分)

1,700万 語

167内 国

108海 外 支 局

i53カ 国

社員数 特派 員数

559

川00万 語

写 真:200葉

335万 語

写真:50葉

t50rr語

1,823

1,990

578

特 派 員:17i

通 信 員:1,200

2,000
特派員:350

通信員:800

iIOカ 国

40支 局

AA…

80カ 国

フ ィル ム:37ヵ 国
ll万5,000語

二「

69支 局 30万語

52ヵ 国

匹 幣「

、50万 語
で ピP

560 61

37支 局

46カ 国

800

568

105

日本語;22万 字

英語:3万5,000ge.

545

1,900

特派員:47

通信員295

|23

7万S,OOO-12万 語

写 真:40-50葉
896 46

50カ 国 10万語 390

35カ 国

}8万5,000語

フ ィル ム:200本

写 真:200葉

500

44

1噛　 ]

35i

出所:ユ ネス コ資料
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

7
国境を越えたデータの流出入

新しい国際摩擦の形態TDF

プライバ シーをテコに した欧州型対応

コンピュータ技術 と電気通信技術 の発 達、そ し

て その統 合 は広 が りを1つ の国 の中 にと どめな

い。外 国の デー タベ ースにいとも簡単 にアクセス

で き、そこに蓄積 された情報でも容易 に引 き出す

ことができるようになる。

技術 は本来国境 を意識 しない。情報 も同様 であ

る。何 らかの障害が生 ずるとすれ ば、それは人為

的なものである。

だか ら国境 を越 え たデータ ・フ ロー(TDF)

とい うことが論議 の対象になること自体、人為的

な障害 が設定 されつつ あることの証左で あるとい

える。また、それだけ簡単に情報 が国境 を越えつ

つ あ るこ とに対 する、裏 返 しの現象 で もあ る。

TDFを め ぐる動 きとは、国境 を情報 が越 えて い

くことその ものに対する論議 、さらに直接 的には

何 らかの規制を加 えてい こうとす る動 きであ り、

またこの規制 に対す る反撃 も含む。

たとえば、米 国を中心 とする巨大多国籍企業 が

自らの用途のために、大量のデータを外国 との間

に移動 させ、あるいは情報処理サー ビスのために、

デー タを移動 させることによって何 が問題 となる

のだろうか。

TDFを め ぐって、最大の論点 を構成 して いる

のはプライバ シー問題である。自国民 の プライバ

シーを含んだデータが国境を越 えて他の国へ移動

した場合 、とくにプライバ シー保護の水準の低 い

国へ と移動 した場 合、大 きな不利益 が生 じる。 こ

の ために、TDFを 規 制 すべ きで あるとい うのが

ここでの主張 である。と りわけこれは欧州 と米国

の間での論点 である。

経 済協 力開発 機構(OECD)は 、 他 の 国際機

構 に先駆 してTDFの 重 要性 に着 目 し、1980年9

月 に"ガ イ ドライン"を 決定、各加盟国 に対 し自

由なデータ流通 とプライバ シーの保護 を求め る勧

告 を行 った。 しか し、 これ は個 人データのみにつ

いての論議 の域 を出てお らず、非個 人データのプ

ライバ シーにつ いては、今後の展開 を待 たなけれ

ばならない。
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次 の論点 は、国内の情報産業の振興 とい う観点

か ら出て くる。つま り外 国のコ ンピュータを自由

に使用すること、お よび外 国のデータベ ースに 自

由にアクセスす ることによって、自国に持つべ き

この種の産業が育成で きない という主張 である。

本質的には、モ ノの貿易の場合の輸入 に対す る反

対論 と同一 だが、実際 には国際情報ネ ッ トワーク

を通 して情報 が移動す るだけで あるので、実態が

つかみ切れないのがネ ックとなっている。

国内の体質強化の要因も大きい

さらにコン ピュー タ社 会の もつ脆弱性 もTDF

の重 要論点 となって くる。外 国のコ ンピュー タ能

力への依存 はその国の体質 を弱 くする、つま り外

国の手によって、 その国の中枢 が握 られ てしま う

ことへの懸念 である。 この ために コンピュー タそ

のもの、そ してデータベ ースについて も、アクセ

ス を一定 レベ ルで規制 すべ きとい う考 え方 で あ

る。これ は、国家安全保障の論議へ と広 がってい

くことが多い。

これについては、先進 国と同様 に発展 途上 国か

らの関心 も強 く、情報処理 サー ビスのみ ならず、

ハー ドウエ アの輸出、ニュース取材 も含めて世界

市場 を独 占す る米国 を中心 とした、西側先進 国へ

の反発となって表出 してい るケースが多 い。

TDFは 、 欧州 と米国 の間での論議 とい う側 面

も強 いし、米 国に対 しての発展途上 国か らの動 き

という側面 も強 い。

そ してこれ は、 コンピュー タの情報処理能 力を

め ぐる先進国間の論議 であると同時 に、南北 問題

の様相 も濃 いわ けである。

TDFを 論 じる際 に、最 も重要 となってくるの

は、どんな情報、デー タを出すべきか、入 るを制

すべ きか、とい う国内の コンセ ンサスであり、 こ

れはその国の情報政策の根 底が確立 していなけれ

ば得 ることはで きない。

また情報 が国境 を越 えること、つま り情報 の貿

易 をめぐって どうい う形 で 国際調整 が可能 なの

か、モノをめ ぐっての制度 と同 じで よいのかとい

う問いかけも重要 である。



●表1.い くつかのTDF規 制例

主要な問題

通信網の利用制限:

専用線利用に関する

制限。

国 名ii障 壁 を設 ける理 由 障 壁 の 適 例 貿易に対する影響

通信網の利用制限:

iデ ータ処理 データ

1ペ ースサービス企業

iに 対する専用線の相

互接続の制限。

非個人データの流通

に関する制限。

日本

EC

日本

198e年12月26日,

日本では制限策

が自由化された

が,本 問題はな

お,今 後もあり

うる問題として

残っている。

EC

ト

!従 量制公衆網のトラヒッ
1:クを増加させ電気通信

事業体の収入増加をは

かる。

○自国のデータ処理 ・

了データベース会社の育

成 。
♂

O公 衆データ通信網の

利用促進。

O従 量制をとる公衆網

月26日, に接続させることによ
L

制限策 る電気通信事業体の収

入の増大。

O国 内のデータ処理

デ]タ ベース会社の育

成。

O国 内のデータベース,

データ処理サービス企

業の育成。

○国内企業に対 し.市

場での競争上の利益の
`

提供。

専用線利用を抑制または阻止する種1
}

種 の政策並びに行政的措置。

データ処理 データベース会社に対

し国外 では1ヵ 国1コ ンピュータ ・

システムにしか接続を認められない

専用線の利用条件。

○大口データ通信利用者の費用の増

大。経済的に引き合わない,デ ータ

通信の現行料金。

O多 くの場合,質 的に不十分な公衆

通信網設備並びにそれが原因 となっ

て起 こる通信効率の低下。

iO専 用線利用が制限された場合の,

データ通信における進歩の減速化並

びに既存の数多いデータ通信 システ

ムの利用後退。

データ処理機能が国

:内 で遂行 されること

を条件づけた政策。

ヨーロッパの数 ヵ国ではデータ保護

法案 を検討中であるが,と りわけフ

ランスは熱 心である。データ保護法

は,天 然資源開発計画,政 策運営並

びに政策予算 政府所有または政府

関連の企業 経済指標に関連した情

報の流通を制限するものである。

…

1'"="同 上l

i

i同 上

ブラジル

,

1

未成熟なデー タ処理サ

ー ビス産業の保護。

i麺 のデータ職 業
'の 育 成

。

∫

Oブ ラジルの情報政策では,デ ータ

通信 システムの国際接続は政府の許

可を受けなければならないことにな

っている。

○データ接続要求の審査に対する原

則的考え方は白)ブラジル労働市場の

保護。② 国内企業運営の保護。

○許可を受けたデータ接続は全て,

3年 ごとに再審査が図られる。

西 ドイツ

カナダ ○国内のデータ処理産

業の育成。

O国 民の雇用促進。

1982年,1・AlN施 行。西 ドイツ国内、

でのデータ処理がデータの国外伝送

に先立つこととする措置。

O利 用の費用増大。

○多 くの場合,質 的に不十分な公衆

通信網設備並びにそれが原因 となっ

て起こる通信効率の低下。

O外 国企業に対するサービスの回線

を含めた総合販売の魁 δ

O多 国籍企業が外国で操業す る場合{

に必要な情報を獲得することに影響.

がある。i
ト

○外国のデータベース,デ ータ処理{

サ.一ビス企eet:対する販売機会の制i

眠i

1情 報税

(付加価値税)

〔

イギリス

o外 国企業がブラジルにサービス提

供 を行 う機会の制限。'

oブ ラジルのデータ処理 ソフ トウエ

アの実施能力の増大に伴い,ブ ラジ

ル醐 が国際データ揃 売に対 し要求

拒否するケースが増加することが予

測される。l

O利 用者にとっての費用増大。

ブラジルのコンピュータ ・サービス

は米国企業にとって高い。

カナダ政府は多国籍企業(TNCS>

に対 し,国 内の業務に関するデータ

処理は国内で行うよう勧告 した。全

てのデータ処理が米国国内で行う方

抱rか わ軌 ・・CS・:
い くつかは園内でデータ処理施設を 二

維持することを強制されていると感

じている。,

○外国のデータ処理サー夢ス企業の

事業機会の制限。

O利 用者の費用±egSC。

O外 国のデータ処理サービス企業の

事業機会の制限。

OEC加 盟国外の国から輸 入される

マイクロフィルム化された書類や出

版物には,全 て4%関 税並びに8%

村方[価値税が課せられるΦ

国内企業の育成手段 として,将 来的

には付加価値税を外国で処理 された

データに課そうとしている。

出所'81米 国USTR報 告 書
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

8
lNSへ の期待

高度情報通信システムを目指して

デ ジタル ・ネ ッ トワー クに統 合

INSと は 、高度 情 報通 信 システ ム=lnforma-

tionNetworkSystemの 略称 と して用い られてい

る。このINSを 作 り上 げて い く条件 の第1が 、

現在の電話網 をデジタル化 し、データ通信、 ファ

ク シミリ通信等 、現在別々になっている網 をデジ

タル ・ネ ッ トワークとして統合 し、1つ の ネッ ト

ワークにする という考 え方 である。

こうする ことによって、電話 とか電報 ・加入電

信 、ファクシ ミリ、データ通信、画像 、移動体通

信 などのあ らゆる通信 と関連 したサー ビスを、総

合的にかつ経済 的に供給す ることができるように

な るとす る。そ してここで は、利用者 は電話 、ファ

クシミリ、画像 端末 、データ端末 など、あ らゆる

端末機器 を自由に通信網 に接続で き、 自由自在 に

情報の授受が可能になるというのである。

また、端末機器 は、マイクロコ ンピュー タの進

歩 によ り、 いっそ うのイ ンテ リジェン ト化が促進

され、単 なる情報の伝達 のみな らず、学習、自己

啓発、娯楽 、社会活動とのイ ンタフェースなどの

個人生活の充実 の基本 になってい く。さ らに、各

種のデー タベース、画像情報 セ ンターなどが通信

網 に接続 され、利用者 はいつ いか なるところでも、

あまね く公平 に必 要 な情 報 を取 得 で きるように

なってい くという。

電気通信 と情報処理が有機 的に結合 され ること

によって形成 される情報 ・ネッ トワー クが、これ

からの高度情報化社会の基盤 とな ってい く、 とい

う考え方 がINSの 目指す ものである 。

これが 、わが国 でINSと い う もの をは じめて

提唱 した電電公社の北原安定 氏が 『明日の電気通

信 を考え る」 とい う本の中で説 明 している、INS

の イ メージである。

より安 く、よ り便利 に 、よ り豊 富 に

INSの 基 本 にな るネ ッ トワー クの統 合、つ ま

り電話網 をデジタル化 し、非電話系の ネッ トワー

クと同 じ設備 を共用 して使 おうという、 こうした

考え方は、世界的 にも考 え られていて、国際電気
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通信 連合(ITU)の 中 で技術問題 を扱 う国際会議

(CCITT)の 中 で も、デジタル統合網(lntegrated

ServicesDigitalNetwOrk・ISDN)と い う名前 で

以前か ら論議 され、ISDN標 準化 計画 が進 められ

ている。

INSの も う1つ の条件 は、料金 の遠 近格差 を

なく して、全 国ほぼ均一の料金で利用 できるよう

にす ることである。地域 による情報格差 をな くし、

企業活動 、社会活動の効率化 に役立つためには、

全国的に等質 な情報がいつ だれでもどこで も安 い

料金 で利用 され るように しなければならないとい

うことである。

そのためには、デ ジタル技術 をベースとす る新

しい方式 を開発 し、ネ ッ トワー クの経済化 を強力

にすすめなければな らない。それを解決す るとさ

れるのが、光 ファイバ ー通信方式 と大容量衛星通

信方式 であるとされている。 この2っ の方式 は、

距離 に よっ て伝 送 コス トが あま り変 わ らないの

で、料金 の遠近格 差問題 を解決するものと期待 さ

れているのである。

特 に重要 なデジタル信号 の処理技術 は、信号の

符号 化、帯域圧縮、交換 、蓄積、メデ ィア変換 な

どを経 済的 に実現 す るもので、LSI技 術 と とも

に、各種装置 の経済化にな くて はな らぬ技術 であ

るとされてお り、 その研究 は電電公社 で続 け られ

てい る。

LSIは 、 通信 設備 の小 型化、経済 化、信頼 性

の向上に大き く寄与す るもので、通信分野 では、

PCM伝 送 方式 の開発以来 このLSI技 術 が導入 さ

れ、LSI技 術 の発展 とと もに、交換機 の電 子化、

デジタル化 など、通信分野 になくてはな らぬ技術

とな っている。

さらに、ネ ッ トワークを便利 に使い こなす ソフ

トウエ ア技 術 が重 要 であ り、INSを 支 え る技 術

が次 々と実現 している。

INSが 実 現 してい く過 程の中で、産業 や企業 、

社会生活の分 野で、新 しい システムが可能にな っ

てい くだろうし、それがまた新 しい産業、社会の

高度化 をもたらし、高度情報化社会 を形づ くって

い くと考 えられる。
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

9
コンピ ュータ社会の脆弱 性

脆弱部分を含みながらも強靭な体質作り

スウェーデンが先手の論議 を展開

新 しい手段 が世 に出る ごとに社会 が脆 くな って

いくのは避 けられない。ただ社会 が総体 と して脆

くなったのか、部分的に脆 くなったにすぎず、総

体 としてはむ しろ強靱になったのかを見極め るの

は容易ではない。この新 しい手段 が、社会的影響

度 を強 くもてば もつ ほど、社会 が強靱 な体質 を備

えてい くと同時に、少な くと も部分 的に脆弱 な部

分 をもってくる ことは当然である。

その代表的例 が、コンピュー タ社会 ともいわれ

るようなコンピュータ、 あるい はエ レク トロニ ク

ス技術 に大 き く依存 した現代 の社会 であ る。「コ

ンピュー タ化社会の脆弱性」 とい うとらえ方 は諸

外 国、と りわけス ウェーデンな どでの論議 がよう

や く持 ち込 まれて きたところだが 、そのス ウェー

デンは、同国国防省 が1977年5月 「コンピュー タ・

システムの脆弱性 に関する委員会」 を設置、79年

には報告書 をまとめるに至 っている。わが国の場

合、この時期 には依然 と して情報化社会の強靱 な

部分 が強調されることが多か った。これ は否定 の

仕様 がない。1つ には、情報化 の進展 によるいわ

ゆる脱工業化社会への対応が クローズアップされ

たこと、そ してまた1つ には旧来型 の機械工業か

ら、情報"機 器"工 業へのシフ トが省エ ネルギー

志向と相 まって進 んだことが、その原因 と して あ

げられよう。

コンピュー タに関連 した犯罪 の多発 、そ して コ

ンピュータの故 障による社会 の混乱 は、この社会

のもつ脆弱性 へと目を向 けさせる要 因となって き

た。実例があがれば、自ず と見た くない部分 も見

ざるを得 ない。

そもそ も 「コンピュータ社会の脆弱性」 とは一

応、「コンピュー タに大 き く依存 した社会 の、被害

を受 けやすい状態」 を指す と定義づ けることがで

きる。つま り、すでにわれわれが住んでいる この

社会の どの部分が、どうすれ ば弱 くなってい くの

か、を考えてみるとい うのが 、ここでの意義 とい

うことになる。 そこか ら自ず と、対応策 も生まれ

る。的確な策 さえとる ことができれば、この社 会
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では強靱さが脆弱性 を上回ることが可能 となろ

う。

集中から生まれる脆弱性

コンピュー タ社会の もつ脆弱性 には、外的要 因

と内的要因の2つ が考え られる。外的要因 とは、

コンピュー タその ものへの攻撃 に対 してもってい

る脆 さであ り、内的要因 とはコンピュータ(依 存

社会)自 らが生み出 してい く脆 さである。世界 で

初 めて、そ してこれまでの ところ公式の報告書 と

して は唯一 の ものであ る、前述 のスウェーデ ン国

防省報告か ら、いくつかのケースを拾 ってみ る。

この報告 は、国防面 か らの研 究 とい う特 殊性 も

もっているが、それだ けに脆弱性 に対 してはきび

しい見方 をしているといえ る。

外的要因の第1は 、 コンピュー タに対 する犯罪

行為 である。すでにイタリアで実例 がみ られ るよ

うに、コンピュー タ ・センターがテロ リス トの攻

撃対象 と して あげ られ てお り、伝統 的な戦争形態

とは別に、コンピュー タ ・センター を国家同士が

爆撃することで、戦争 が終 わることにな るかも し

れない。もう1つ の戦争 、つ ま り経済戦争におい

て もコンピュータ ・セ ンターが標的 にな る可能性

も高い。

経済制裁 の手段 として有 力に働 くであろうこと

は、対 ソ制裁 の第1と して米国が リス トアップし

ていることか らも明 らか だ。 もちろん、自然災害

も外的要因 としては大 きい。

内的要因 として危惧 され るの は、デー タの集中

に よる脆弱性である。 コンピュータ出現前 の社会

で はみ られ なか った強 さと弱 さが、 ここでは象徴

的 に出て くる。また、コ ンピュータ ・セ ンターの

地理的集 中も、脆弱性 を生 じる要因 となりうる。

コンピュー タ ・ス タッフへの権 限の集中 も大 きな

意味 をもつ 。

こうした脆弱性 を、すべ て裏返 しにす ることで、

コンピュー タ社会 は強靱な もの となる。すなわ ち

外 国への依存 の軽減、集中の排 除等 々である。

問題 は、果た してそれ らが的確に実現 できるか

どうかである。
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●第5部 ●高度情報化社会実現への課題

10
これからの情報化社会を展望するために

情報化社会論、産業論の系譜

展望するための視点

現代社会 は、いま大き く変貌 を遂 げつつある。

その流 れはさま ざまであ り、ときには渦 とな り、

ときに は急流 となって とどま ると ころを知 らな

い。流れの中 にあ りありと認 め られるの は、産業

社会が知識化、情報化、高技術化 して いるとい う

ことである。

ここで とくに注 目され るの は、情報化 というこ

とである。もとよりその概念、内容は必 ず しも特

定 できるものではな く、時代 によって も異 なって

くる。 しか し、一般的にいえることは、 さま さま

な社会的機能 の中で情報 のもつ機能がますます重

要となってきたことである。

これ か らの社 会 を展望 す る にあ たってキー ・

ワー ドとなるのは、まさに この情報化 である。 こ

の情報化 は現代社会の就業構造 をみるとき、それ

を明確 に読 み取 ることがで きる。いわば、現代の

技術革新 は、知識、情報の生産 と流通 を拡大 し、

加速化 し、社会構造、就業構造を変えるフ ァクター

となっているので ある。

いま、M.ポ ラ トに倣 って農業、工業 、情報、サー

ビスという4部 門か ら就業人口の構成 を分析 する

と、現代の社会像 が浮かび上が って くる。 この場

合、情報部門 には情報の生産 と流通 に携わるすべ

ての就業者 を含めるもの とする。情報処理、情報

サー ビス、ソフ トウエ アな ど情報産業の就業者、

そ して放送 、通信 はもとより、情報 の生産者 と し

ての作家、音楽家 、画家 あるいは宗教家 、教 育者 、

科学者、技術者、弁護士、公認 会計士 、医師 など

もこの カテ ゴリーにはいる。 さらに、従来 の工業

部 門に属するコ ンピュータ、通信機械 などの製造

に従事す る者 、調査 ・企画 スタ ッフも含 まれる。

現在 わが国においては70年 代 初頭 に情 報部 門の

就業者 が工業部門を上回 り、情報化社会 に入 った

といえる。 この時期 にしきりと情報産業論、 コン

ピュー タ産業論、情報化社会論 などが唱 えられ た

の も時代相 を反映 したもの といえる。ところが米

国 においては既 に50年 代 後半 に突入 してお り、彼

我 にほぼ10有 余 年の格差が ある。
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60年 代 初 めに知識 ・情報に着 目 して産業社会 の

経済分析 を行 ったのはF.マ ハ ループの 『知識産

業』 であった。 さらにこれ を引き継 いでさらに高

度な研究へ と発展 させたのが、さきのポ ラ トの『情

報経済』で ある。

文明論的視点

情報化の流 れを文明論的視点 か ら捉え た記念 す

べき論文 に、梅樟 忠夫 『情報産業論』が ある。人

類の産業発展史 を、農業 の時代、工業 の時代、そ

して精神産業の時代に分 け、現在は第2段 階 にあ

るが、すでに一部 は第3段 階の精神産業 のき さし

が発展 しつつあるとみる。 さらに林雄二郎 『情報

化 社会』 は、D.ベ ル の理 論 を呼応 しつ つ、社会

の もつ共通の機能 と個人の もつ選択 の機能が常 に

併存 する社会 を情報化社会 とす る。そ してこれ と

コンピュータ化社会 とをはっきり区別 する。多情

報化社会 になれ ば、 コンピュー タが普及 するとい

う因果 関係 は成立するが、その逆の因果 関係 は必

ず しも成立す るとは限 らないというのである。

D.ベ ル の 『脱工 業化社会 の到来』 は、工 業化

社会の後 に くる脱工業 化社会 において は、前 時代

が心 をもった人間 と、心 のないハー ドウエア との

間 のゲー ムを主 題 とす るの に対 し、人 間同士 の

ゲームが主役 になる という。 さ らにA,ト フ ラー

『第三の波』 において は、第二 の波で ある産業革

命の変化に対応 し、それ よりもはるか に強 く、広

範囲 に及ぶ大変革が密かに進行 しているとい う。

いずれ にせ よ文 明史的 ア プローチ に共 通 な視 点

は、現代を変革の時代 と認識 していることだ。

2つ の理論展開 をふ まえ、あるいはそれとわず

かに関連を もちなが ら、政策的 アプローチがある。

と くにわが国の産業構造審議会情報産業部会の答

申で 「テ レマテ ィーク」 とい う造語 を提案 し、社

会 の情報化 を推進 しよ うとす るフラ ンスの ジス

カールデス タン前政権 時代 にS.ノ ラ、A.マ ン ク

による通称 ノラ ・マ ンク報告はその典型 である。

われわれ は、いま この転換期 にあって情報化社

会 を展望 し、それを実現 する地平 に立 っているの

で ある。
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